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本稿では、2025年12月期決算の会計処理に関する主
な留意事項について解説を行う。

2025年12月期に適用される新会計基準等には、下記

ⅠとⅡがある。また、2025年12月期決算に影響する項
目として、Ⅲ防衛特別法人税の創設による法定実効税率
への影響について解説を行う。

【目次】

【2025年12月期に適用される会計基準等】
Ⅰ　 改正企業会計基準第27号「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等
Ⅱ　 実務対応報告第46号「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」及び補足
文書

【その他】
Ⅲ　 防衛特別法人税の創設による法定実効税率への影響

Ⅰ　 改正企業会計基準第27号「法人
税、住民税及び事業税等に関す
る会計基準」等

企業会計基準委員会（以下「ASBJ」という）は、
2022年10月28日に、次の企業会計基準及び企業会計
基準適用指針（以下、本章において「本会計基準等」と
いう）の改正基準等を公表した。
● 企業会計基準第27号「法人税、住民税及び事業税等
に関する会計基準」（以下、本章において「改正法人
税等会計基準」という）

● 企業会計基準第25号「包括利益の表示に関する会計
基準」（以下「改正包括利益会計基準」という）

● 企業会計基準適用指針第28号「税効果会計に係る会
計基準の適用指針」（以下、本章において「改正税効
果適用指針」という）

1.ﾠ 公表の経緯・目的
ASBJから2018年2月に企業会計基準第28号「『税効
果会計に係る会計基準』の一部改正」等（以下「企業会
計基準第28号等」という）が公表され、日本公認会計
士協会（以下「 JICPA」という）における税効果会計に
関する実務指針のASBJへの移管が完了したが、その審
議の過程で、次の2つの論点について、企業会計基準第
28号等の公表後に改めて検討を行うこととされていた。
（1） 　税金費用の計上区分（その他の包括利益に対す

る課税）
（2） 　グループ法人税制が適用される場合の子会社株

式等（子会社株式又は関連会社株式）の売却に係

る税効果
この2つの論点について審議が行われ、2022年10月

に本会計基準等が公表されている。

2.ﾠ その他の包括利益に対して課税される
場合の法人税等の計上区分に関する改
正

（1）対象となる取引
その他の包括利益に計上された取引又は事象（以下

「取引等」という）が、課税所得計算上の益金又は損金
に算入され、法人税、住民税及び事業税等が課される場
合がある。例えば、次のような場合である（本会計基準
等の公表にあたって（以下「公表にあたって」という）。

①　 グループ通算制度（従来の連結納税制度を含
む）の開始時又は加入時に、会計上、評価・換
算差額等又はその他の包括利益累計額が計上さ
れている資産又は負債に対して、税務上、時価
評価が行われ、課税所得計算に含まれる場合

②　 非適格組織再編成において、会計上、評価・換
算差額等又はその他の包括利益累計額が計上さ
れている資産又は負債に対して、税務上、時価
評価が行われ、課税所得計算に含まれる場合

③　 投資をしている在外子会社の持分に対してヘッ
ジ会計を適用している場合などにおいて、税務
上は当該ヘッジ会計が認められず、課税される
場合

④　 退職給付について確定給付制度を採用してお
り、連結財務諸表上、未認識数理計算上の差異

2025年12月期決算の会計処理に関する
留意事項

公認会計士　木
き む ら

村ﾠ寛
ひ ろ と
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等をその他の包括利益累計額として計上してい
る場合において、確定給付企業年金に係る規約
に基づいて支出した掛金等の額が、税務上、支
出の時点で損金の額に算入される場合

改正前の企業会計基準第27号「法人税、住民税及び
事業税等に関する会計基準」（以下「法人税等会計基準」
という）では、当事業年度の所得等に対する法人税、住
民税及び事業税等は、法令に従い算定した額を損益に計
上することとされていた。そのため、上記の取引等につ
いてはその他の包括利益に計上される一方で、これらに
対して課される法人税、住民税及び事業税等は損益に計
上されることとなり、税引前当期純利益と税金費用の対
応関係が図られていないのではないかとの意見が聞かれ
た。
そこで、このようなその他の包括利益に対して課され
る法人税、住民税及び事業税等のほか、株主資本に対し
て課される法人税、住民税及び事業税等も含めて、所得
に対する法人税、住民税及び事業税等の計上区分につい
て見直しが行われている（改正法人税等会計基準第
25-2項）。
なお、株主資本に対して課税される場合については、
従来から企業会計基準適用指針第28号「税効果会計に
係る会計基準の適用指針」（以下「税効果適用指針」と
いう）等において取扱いが示されている。当該取扱いに
ついては、次の場合を除き、本会計基準等の改正による
会計処理への影響はない（次の場合の改正による会計処
理への影響については、下記2（4）③参照）（「公表にあ
たって」の「本会計基準等の改正により影響を受けるこ
とが想定される企業」）。

＜株主資本に対する課税のうち、本会計基準等の改
正による会計処理への影響を受ける場合＞
子会社に対する投資の追加取得や子会社の時価発

行増資等に伴い生じた親会社の持分変動による差額
に係る連結財務諸表固有の一時差異について、資本
剰余金を相手勘定として繰延税金資産又は繰延税金
負債を計上しており、その後、当該子会社に対する
投資を売却した場合

また、株主資本に対して課税される場合について、従
来から税効果適用指針等で示されている取扱いとして
は、例えば次のようなものがある（改正法人税等会計基
準第29-4項）。

①　 子会社等が保有する親会社株式等を企業集団外
部の第三者に売却した場合の連結財務諸表にお
ける法人税等に関する取扱い（企業会計基準適
用指針第2号「自己株式及び準備金の額の減少
等に関する会計基準の適用指針」第16項）

②　 子会社等が保有する親会社株式等を当該親会社
等に売却した場合の連結財務諸表における法人

税等に関する取扱い（改正税効果適用指針第
40項）

③　 子会社に対する投資の一部売却後も親会社と子
会社の支配関係が継続している場合における親
会社の持分変動による差額に対応する法人税等
相当額についての売却時の取扱い（改正税効果
適用指針第28項）

（2）会計処理の原則的な考え方
改正法人税等会計基準においては、法人税等の計上区

分についての原則として、当事業年度の所得に対する法
人税、住民税及び事業税等を、その発生源泉となる取引
等に応じて、損益、株主資本及びその他の包括利益（又
は評価・換算差額等）に区分して計上することとしてい
る（改正法人税等会計基準第5項、第5-2項及び第8-2
項）。

（結論の背景）
所得に対する法人税、住民税及び事業税等の計上

区分に関して、次の2つの考え方について検討が行
われた（改正法人税等会計基準第29-2項）。
（1） 　当該法人税、住民税及び事業税等を、その

発生源泉となる取引等の処理と整合させ、所
得を課税標準とする税金については、損益、
株主資本及びその他の包括利益の各区分に計
上する考え方

（2） 　法人税、住民税及び事業税等の支払は、税
金の発生源泉となる取引等の処理にかかわら
ず、課税当局（国又は地方公共団体）への納
付であるため、当該法人税、住民税及び事業
税等は損益に計上する考え方

上記（1）の考え方を採用した場合、税引前当期純
利益と所得に対する法人税、住民税及び事業税等の
間の税負担の対応関係が図られ、税引前当期純利益
と税金費用から算定される税負担率を基礎として将
来の当期純利益を予測することが可能となるため、
将来の業績予測に資する情報が提供され得ると考え
られる。また、当事業年度の所得に対する法人税、
住民税及び事業税等の計上区分が、税効果会計にお
ける税効果額の計上区分と整合することとなるとと
もに、国際的な会計基準における処理との整合性を
図ることができると考えられる。
そのため、改正法人税等会計基準では、当事業年

度の所得に対する法人税、住民税及び事業税等を、
損益、株主資本及びその他の包括利益に区分して計
上することとされた（改正法人税等会計基準第
29-3項）。

ただし、損益に計上されない当事業年度の所得に対す
る法人税、住民税及び事業税等の金額に重要性が乏しい
場合には、当該法人税、住民税及び事業税等を当期の損
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益に計上できる（改正法人税等会計基準第5-3項（1））。

（結論の背景）
当事業年度の所得に対する法人税、住民税及び事
業税等を、損益、株主資本及びその他の包括利益に
区分して計上する取扱いを一律に求める場合、コス
トが便益に見合わないこともあるとの意見が聞かれ
た。これを踏まえて、損益に計上されない当事業年
度の所得に対する法人税、住民税及び事業税等の金
額に重要性が乏しい場合には、当該法人税、住民税
及び事業税等を当期の損益に計上することができる
こととされた（改正法人税等会計基準第29-5項）。

（3 ）複数の区分に関連することにより、株主資
本又はその他の包括利益に計上する金額を算
定することが困難な場合の取扱い

　課税の対象となった取引等が、損益に加えて、株主資
本又はその他の包括利益に関連しており、かつ、株主資
本又はその他の包括利益に対して課された法人税、住民
税及び事業税等の金額を算定することが困難である場合
には、当該税額を損益に計上できる（改正法人税等会計
基準第5-3項（2））。
なお、当該例外的な定めを選択するか否かは、企業会
計基準第24号「会計方針の開示、会計上の変更及び誤
謬の訂正に関する会計基準」第4項（1）に定める「会計
方針」の選択に該当すると考えられる（改正法人税等会
計基準第29-7項）。
この例外的な定めに該当する取引として、本会計基準
等の開発時点においては、退職給付に関する取引が想定
されている（改正法人税等会計基準第29-7項）。

（結論の背景）
退職給付に関して、例えば、確定給付制度を採用
している場合の掛金等の額は確定給付企業年金制度
等に基づいて計算されているが、当該計算と会計上
の退職給付計算は、その方法や基礎が異なることか
ら、掛金等の額を数理計算上の差異等と紐づけるこ
とは困難であり、掛金等の額に数理計算上の差異等
に対応する部分が含まれるか否かは一概には決定で
きず、また、そのような金額の算定は困難であると
考えられる。
また、仮に、何らかの仮定に基づいて金額の算定
を行うこととした場合、そのような仮定に基づいて
会計処理された情報の有用性は限定的であると考え
られる。
そこで、退職給付に関しては、当事業年度の所得
に対する法人税、住民税及び事業税等を、損益、株
主資本及びその他の包括利益に区分して計上する取
扱いに対する例外を定めることとして検討が行われ
た（改正法人税等会計基準第29-6項）。
当該例外を定めるにあたり、退職給付に関する論

点以外に、同様の論点が生じる状況は限定的である
と考えられるが、今後、株主資本やその他の包括利
益を用いた会計処理を定めた場合や、税法が改正さ
れた場合に、同様に株主資本又はその他の包括利益
に対して課税されている部分を算定することが困難
な状況が生じる可能性がある。
そのため、例外的な定めとして、課税の対象と

なった取引等が、損益に加えて、株主資本又はその
他の包括利益に関連しており、かつ、株主資本又は
その他の包括利益に対して課された法人税、住民税
及び事業税等の金額を算定することが困難である場
合には、当該税額を損益に計上することができるこ
ととされた（改正法人税等会計基準第29-7項）。

（4）その他の会計処理
①　株主資本及びその他の包括利益に計上する金額の算
定に関する取扱い
上記2（2）に記載した法人税等の計上区分についての

原則において、各区分に計上する金額をどのように算定
するかに関して、次のような取扱いが定められている
（改正法人税等会計基準第5-4項）。
●株主資本又はその他の包括利益の区分に計上する法人
税、住民税及び事業税等は、課税の対象となった取引
等について、株主資本、評価・換算差額等又はその他
の包括利益に計上した金額に、課税の対象となる企業
の対象期間における法定実効税率を乗じて算定する。

●ただし、課税所得が生じていないことなどから法令に
従い算定した額がゼロとなる場合に、株主資本又はそ
の他の包括利益の区分に計上する法人税、住民税及び
事業税等についてもゼロとするなど、他の合理的な計
算方法により算定することができる。

（結論の背景）
当事業年度の所得に対する法人税、住民税及び事

業税等を、損益、株主資本及びその他の包括利益に
区分して計上する取扱いに関して、各区分に計上す
る金額をどのように算定するかが論点となる。
この点、従来からの子会社に対する投資の一部売

却に関する税効果の取扱い（改正前の税効果適用指
針第28項及び第118項）は、税務上の繰越欠損金
がある場合など複雑な計算を伴う場合があることか
ら、実務に配慮しつつ、個々の状況に応じて適切な
判断がなされることを意図したものであると考えら
れる。子会社に対する投資の一部売却以外の株主資
本又はその他の包括利益に対して課税される場合に
ついても、同様に実務上の配慮が必要になると考え
られることなどから、当事業年度の所得に対する法
人税、住民税及び事業税等を、株主資本又はその他
の包括利益に区分して計上する場合についても同様
に取り扱うこととされた（改正法人税等会計基準第
29-8項）。
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②　その他の包括利益の組替調整（リサイクリング）に
関する取扱い
これまでの我が国のリサイクリングに関する会計基準
の基本的な考え方を踏まえ、その他の包括利益累計額に
計上された法人税、住民税及び事業税等については、当
該法人税、住民税及び事業税等が課される原因となる取
引等が損益に計上された時点で、これに対応する税額を
損益に計上することとされている（改正法人税等会計基
準第5-5項及び第29-9項）。
なお、税法の改正に伴い法人税、住民税及び事業税等
の税率が変更される場合において、税率の変更に係る差
額をリサイクリングする処理は採用せず、過年度に計上
された資産又は負債の評価替えにより生じた評価差額等
を損益に計上した時点のみにおいて、リサイクリングす
ることとされている（改正法人税等会計基準第29-10
項）。

（結論の背景）
これまで我が国においては、当期純利益の総合的

な業績指標としての有用性の観点から、その他の包
括利益に計上された項目については、当期純利益に
リサイクリングすることを会計基準に係る基本的な
考え方としていることを踏まえ、当該法人税、住民
税及び事業税等が課される原因となる取引等が損益
に計上された時点で、対応する税額についてもリサ
イクリングを行い、損益に計上することとされた
（改正法人税等会計基準第29-9項）。

③　子会社に対する投資を売却した時の親会社の持分変
動による差額に対する法人税等及び税効果についての
取扱い
改正前の税効果適用指針第30項では、子会社に対す
る投資の追加取得や子会社の時価発行増資等に伴い生じ
た親会社の持分変動による差額に係る連結財務諸表固有
の一時差異について、資本剰余金を相手勘定として繰延
税金資産又は繰延税金負債を計上していた場合、子会社
に対する投資の売却時に当該親会社の持分変動による差
額に係る一時差異が解消することにより繰延税金資産又
は繰延税金負債を取り崩すときは、対応する額を法人税
等調整額に計上することとされていた（改正税効果適用
指針第123項）。また、改正前の税効果適用指針第31項
では、子会社に対する投資の追加取得や子会社の時価発
行増資等に伴い生じた親会社の持分変動による差額を資
本剰余金としている場合で、かつ、当該子会社に対する
投資の売却の意思決定とその売却の時期が同一の事業年
度となったことなどにより、売却直前に繰延税金資産又
は繰延税金負債を計上していなかった場合、当該子会社
に対する投資を売却した時に、当該資本剰余金に対応す
る法人税等調整額に相当する額について、法人税、住民
税及び事業税などその内容を示す科目を相手勘定として
資本剰余金から控除するとしていた（改正税効果適用指

針第124項）。
この点、改正税効果適用指針第30項においては、親

会社の持分変動による差額に係る連結財務諸表固有の一
時差異について、資本剰余金を相手勘定として繰延税金
資産又は繰延税金負債を計上していた場合で、当該子会
社に対する投資を売却し、一時差異が解消した際の繰延
税金資産又は繰延税金負債の取崩しについては、資本剰
余金を相手勘定として取り崩すこととしている（改正税
効果適用指針第9項（3）、第30項及び第123-2項）。ま
た、改正税効果適用指針第31項においては、親会社の
持分変動による差額を資本剰余金としている場合、当該
子会社に対する投資を売却した時に、繰延税金資産又は
繰延税金負債を計上していたか否かにかかわらず、親会
社の持分変動による差額に対応する法人税等相当額につ
いて、法人税、住民税及び事業税などその内容を示す科
目を相手勘定として資本剰余金から控除することとして
いる（改正税効果適用指針第31項及び第124項）。

（結論の背景）
改正法人税等会計基準では、企業の純資産に対す

る持分所有者との直接的な取引のうち、損益に反映
されないものに対して課される当事業年度の所得に
対する法人税、住民税及び事業税等について、純資
産の部の株主資本の区分に計上することとしたが、
これに伴って、親会社の持分変動による差額に係る
連結財務諸表固有の一時差異についての税効果の会
計処理（改正前の税効果適用指針第30項の会計処
理）を見直すか否かが論点となった。
当該会計処理は、法人税、住民税及び事業税等を

原則として損益に計上することとしていたことを前
提として定められたものと考えられる。しかしなが
ら、上記のような法人税、住民税及び事業税等につ
いて、純資産の部の株主資本の区分に計上すること
を定めたことにより、当該会計処理を求める必要性
は乏しくなったものと考えられる。
そのため、改正税効果適用指針では、上記の場合

における繰延税金資産又は繰延税金負債の取崩し
は、資本剰余金を相手勘定として行うこととされた
（改正税効果適用指針第123-2項）。
また、親会社の持分変動による差額が生じている

場合に子会社に対する投資を売却した時の法人税等
についての取扱い（改正前の税効果適用指針第31
項の会計処理）についても、改正法人税等会計基準
では、持分変動による差額に対する法人税、住民税
及び事業税等を、純資産の部の株主資本の区分に計
上することとしたことから、改正税効果適用指針で
は、繰延税金資産又は繰延税金負債を計上していた
か否かにかかわらず、親会社の持分変動による差額
に対応する法人税等相当額について、法人税、住民
税及び事業税などその内容を示す科目を相手勘定と
して資本剰余金から控除することとした（改正税効
果適用指針第124項）。
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3.ﾠ  グループ法人税制が適用される場合の
子会社株式等の売却に係る税効果に関
する改正

（1）対象となる取引及び改正の経緯
連結会社間において、グループ法人税制1が適用され
る場合、子会社株式及び関連会社株式（以下「子会社株
式等」という）を売却した場合、当該売却に伴い生じた
売却損益について、税務上の要件を満たせば課税所得計
算において繰り延べることとされている（法人税法第
61条の11）。
具体的には、完全支配関係2がある内国法人間で、譲
渡損益調整資産3を譲渡した場合、課税所得計算上、当
該資産の譲渡に係る譲渡損益（売却損益）を繰り延べ、
譲受法人において、当該資産の再譲渡等の一定の事由4

が生じたときに、譲渡損益（売却損益）を益金の額又は
損金の額に算入することとされている5。
例えば、【図表1】のように、ある親会社の100%子会
社（S1社）が、その子会社株式（SS株式）を保有し、
当該SS株式を連結グループ内の他の100%子会社（S2
社）に売却する場合において、売却した事業年度にS1
社で生じた売却損益が、税務上の要件を満たす場合、課
税所得計算において当該売却損益を繰り延べることとな
る。このように、完全支配関係にある国内会社間におけ
る資産の移転に伴い、売却損益の繰延べに係る税務上の
調整資産又は負債が生じると、将来減算一時差異又は将
来加算一時差異が生じ、これに係る繰延税金資産又は繰
延税金負債の計上の要否を税効果適用指針に従って検討
する必要がある。
本会計基準等では、このような取引が生じた場合の会
計処理の定めが改正されている。

1　 グループ法人税制とは、平成22年度税制改正において創設された制度で、完全支配関係のある法人グループに適用される
ものであり、単体課税を行っている法人にも、グループ通算制度（従来の連結納税制度）を選択している法人にも適用さ
れる。

2　 「完全支配関係」とは一の者が法人の発行済株式等の全部を直接若しくは間接に保有する関係として政令で定める関係又
は一の者との間に当事者間の完全支配の関係がある法人相互の関係をいうと定義され（法人税法第2条第12項の7の6）、
100％持株関係をいう。

3　 「譲渡損益調整資産」とは、固定資産、棚卸資産たる土地（土地の上に存する権利を含む）、有価証券（売買目的有価証券
等を除く）、金銭債権及び繰延資産で、その資産の譲渡直前の帳簿価額が1,000万円以上のものをいう（法人税法第61条
の11及び法人税法施行令第122条の12）。

4　 「一定の事由」とは、譲渡損益調整資産の譲渡、償却、評価替え、貸倒れ、除却等のほか、譲渡法人が譲受法人と完全支
配関係を有しないこととなった場合も含まれる（法人税法第61条の11及び法人税法施行令第122条の12）。

5　 ただし、グループ通算制度が適用されている場合、完全支配関係のある内国法人間の譲渡損益の繰延べのうち、通算子法
人株式の譲渡損益については繰り延べないこととされている（法人税法第61条の2第17項）。

【図表1　100%子会社間で、子会社株式を売却する場合】

改正前の税効果適用指針では、当該子会社株式等を売
却した企業の個別財務諸表において、当該売却損益に係
る一時差異に対して繰延税金資産又は繰延税金負債が計
上されているときは、連結決算手続上、当該一時差異に
係る繰延税金資産又は繰延税金負債の額は修正しないこ
ととされていた（改正前の税効果適用指針第39項）。
しかしながら、税引前当期純利益と税金費用を合理的

に対応させることが税効果会計の目的とされている中
で、改正前の税効果適用指針での取扱いは、連結決算手
続上、消去される取引に対して税金費用を計上するもの
であり、税引前当期純利益と税金費用が必ずしも適切に
対応していないとの意見が聞かれた（改正税効果適用指
針第143-2項）。こうした意見を踏まえ、検討を行い、
当該取扱いを見直す改正が行われている。

（2）会計処理の見直し
①　連結財務諸表における取扱い
改正税効果適用指針では、連結会社間における子会社

株式等の売却に伴い生じた売却損益について、税務上の
要件を満たし課税所得計算において当該売却損益を繰り
延べる場合（法人税法第61条の11）、当該売却に係る
連結財務諸表上の税引前当期純利益と税金費用との対応
関係の改善を図る観点から、連結財務諸表において、次
の処理を行うこととしている。

●子会社株式等を売却した企業の個別財務諸表にお
いて、売却損益に係る一時差異に対して繰延税金
資産又は繰延税金負債が計上されているときは、
連結決算手続上、当該一時差異に係る繰延税金資

（売却前） （売却後）

100% 100%

親会社

子会社S1

子会社SS

子会社S2

100% 100%

親会社

子会社S1

子会社SS

子会社S2

※S1社において、税務上の要件を
　満たす場合、課税所得計算において
　売却損益の繰延べが生じ、
　当該売却損益に係る一時差異が生じる

S1社がS2社に
SS株式を売却
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産又は繰延税金負債を取り崩す（改正税効果適用
指針第39項及び第143-2項）。

● 購入側の企業による当該子会社株式等の再売却
等、法人税法第61条の11に規定されている、課
税所得計算上、繰り延べられた損益を計上するこ
ととなる事由についての意思決定がなされた時点
において、当該取崩額を戻し入れる（改正税効果
適用指針第39項及び第143-2項）。

●また、子会社に対する投資に係る連結財務諸表固
有の一時差異について、予測可能な将来の期間に
子会社株式の売却（税務上の要件を満たし課税所
得計算において売却損益を繰り延べる場合）を行
う意思決定又は実施計画が存在しても、当該一時
差異に係る繰延税金資産又は繰延税金負債を計上
しない（改正税効果適用指針第22項、第23項、
第105-2項及び第106-2項）。

なお、公開草案に寄せられた意見には、当該売却損益
に係る一時差異は、子会社に対する投資に係る一時差異
とその解消事由が類似していることから、両者の性質に
ついての整理を求めるものがあり、改めて検討が行われ
た（第486回企業会計基準委員会（2022年9月6日開催）
審議事項（3）-2-2-1）。
当該検討の結果、売却損益に係る一時差異と、子会社
に対する投資に係る一時差異には、次のような相違があ
ることから、改正税効果適用指針において「当該売却損
益に係る一時差異が投資に係る一時差異とは性格が異な
るものである」点が明確化されている（改正税効果適用
指針第143-2項）。
●売却損益に係る一時差異は、譲渡法人が当該譲渡資産
に係る譲受法人との間に完全支配関係を有しなくなっ
たときにも解消するなど、子会社に対する投資に係る
一時差異と完全に解消事由が一致するわけではない。

●子会社に対する投資に係る一時差異は、完全支配関係
にある内国子会社の清算時の配当や清算損など、その
解消時に益金又は損金に算入されない場合がある一
方、売却損益に係る一時差異は、解消事由が生じた場
合には必ず益金又は損金に算入されることから、実現
される蓋然性が高いと考えられる。

（結論の背景）
連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生

じた売却損益を税務上繰り延べる場合の取扱いにつ
いては、当該売却損益に係る一時差異が投資に係る
一時差異とは性格が異なるものであるため、連結財
務諸表上においても、個別財務諸表上において認識
された繰延税金資産又は繰延税金負債が計上される
ことになるところ、当該売却に係る連結財務諸表上
の税引前当期純利益と税金費用との対応関係の改善
を図る観点から、連結決算手続上、売却損益を消去
するとともに、当該売却損益に係る一時差異に対す
る繰延税金資産又は繰延税金負債についても取り崩

すように見直しを行うこととされた（改正税効果適
用指針第143-2項）。

②　個別財務諸表における取扱い
連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた

売却損益について、税務上の要件を満たし課税所得計算
において当該売却損益を繰り延べる場合（法人税法第
61条の11）、当該子会社株式等を売却した企業の個別
財務諸表における処理については、次の理由から、税効
果適用指針第17項の取扱い（当該売却損益に係る一時
差異について、税効果適用指針第8項及び第9項に従っ
て繰延税金資産又は繰延税金負債を計上する）を見直さ
ないこととされた（改正税効果適用指針第143-2項）。
●当該子会社株式等の売却により将来加算一時差異が生
じているにもかかわらず繰延税金負債を計上しない取
扱いは、一部の場合を除き、一律に繰延税金負債を計
上する税効果適用指針の取扱いに対する例外的な取扱
いとなるため、その適用範囲は限定することが考えら
れる。

● 個別財務諸表においては、連結財務諸表とは異なり、
売却損益が消去されないことから、税金費用を計上し
ないこととした場合には税引前当期純利益と税金費用
との対応関係が図られないこととなると考えられる。

4.ﾠ 適用時期及び経過措置
（1）適用時期等
早期適用の場合を除き、2024年4月1日以後開始する

事業年度の期首（12月決算会社では2025年12月期の
期首）から適用することとされている（改正法人税等会
計基準第20-2項及び第42項並びに改正税効果適用指針
第65-2項（1）及び第162項）。
また、本会計基準等の適用によりこれまでの会計処理

と異なることとなる場合、会計基準等の改正に伴う会計
方針の変更として取り扱い、原則として、新たな会計方
針を過去の期間のすべてに遡及適用する（改正法人税等
会計基準第20-3項及び第43項並びに改正税効果適用指
針第65-2項（2）及び第163項）。

（2）経過措置
①　その他の包括利益に対して課税される場合の法人税
等の計上区分
その他の包括利益に対して課税される場合の法人税等

の計上区分に関する改正（子会社に対する投資を売却し
た時の親会社の持分変動による差額に対する法人税等及
び税効果の改正を含む）については、経過的な取扱いと
して、会計方針の変更による累積的影響額を適用初年度
の期首の利益剰余金に加減するとともに、対応する金額
を資本剰余金、評価・換算差額等又はその他の包括利益
累計額のうち、適切な区分に加減し、当該期首から新た
な会計方針を適用することができる（改正法人税等会計
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基準第20-3項ただし書き及び第43項並びに改正税効果
適用指針第65-2項（2）ただし書き及び第163項（1））。

（結論の背景）
経過的な取扱いを定めるにあたり、例えば、過年
度にその他の包括利益に対して課税され、その後、
当期までの期間にその他の包括利益のリサイクリン
グが行われていない場合、会計方針の変更によっ
て、その他の包括利益に対して課された税額をその
他の包括利益累計額とする必要があることから、過
年度に生じた取引等についての会計方針の変更によ
る累積的影響が生じる。このような場合において、
仮に当該累積的影響額を当期の財務諸表に反映しな
いこととした場合、将来のリサイクリングを行う期
間において、リサイクリング部分についての法人
税、住民税及び事業税等の額が損益に計上されない
ことから、当該期間における税引前当期純利益と税
金費用の対応関係が図られないこととなる。
そのため、過年度に生じた取引等についての累積
的影響額を当期の財務諸表に反映させることが考え
られるが、これは、新たな会計方針を過去の期間に
遡及適用しない場合でも、当該累積的影響額を当期
の財務諸表の期首時点の純資産の部に反映すること
によって達成されると考えられる。
また、このような累積的影響額については、原則
として、過年度において課税されたその他の包括利
益の金額に、当該年度の法定実効税率を乗じて算定
することになるが、このような情報は、過去の実績
値であり、また、重要性が乏しい場合には、損益に
計上することができることとしていることから、情
報の入手が可能な場合は多いと考えられる（改正法
人税等会計基準第43項）。

②　グループ法人税制が適用される場合の子会社株式等
の売却に係る税効果
グループ法人税制が適用される場合の子会社株式等の
売却に係る税効果については、特段の経過的な取扱いは
定められていない（改正税効果適用指針第163項（2））。

（結論の背景）
連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生
じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸
表における取扱いの見直しに関連する改正は、適用
される取引について、売却元企業の税務申告書にお
いて譲渡損益調整勘定等として記載されているた
め、遡及適用が必要となる過去の期間における対象
取引の把握は可能であると考えられる。また、その
会計処理については、購入側の企業における再売却
等についての意思の有無により判断することになる
が、この点についても、過去の連結財務諸表におけ
る子会社等に対する投資に係る一時差異への税効果

会計の適用において、当該意思について一定の判断
がなされていたと考えられる。したがって、過去の
期間への遡及適用が困難となる可能性は低いと考え
られることから、改正税効果適用指針の適用におい
ては、特段の経過的な取扱いを定めないこととされ
た（改正税効果適用指針第163項（2））。

5.ﾠ 2025年12月期決算の開示に関する留
意事項

（1）会計方針の変更
本会計基準等の適用初年度においては、会計基準等の

改正に伴う会計方針の変更として取り扱い、その変更の
内容等について注記を要する。その他の包括利益に対し
て課税される場合の法人税等の計上区分に関する改正と
グループ法人税制が適用される場合の子会社株式等の売
却に係る税効果に関する改正とで経過措置の取扱いが異
なるため、それぞれ分けて変更の内容等を注記すること
が考えられる。

（2）その他の包括利益の開示に関する取扱い
改正前の包括利益会計基準では、包括利益計算書にお

けるその他の包括利益の内訳項目は税効果を控除した後
の金額で表示するとともに、内訳項目別の税効果の金額
を注記することとされていた。この点、改正包括利益会
計基準においては、その他の包括利益の開示に関する取
扱いとして、包括利益計算書におけるその他の包括利益
の内訳項目から控除する「税効果の金額」及び包括利益
計算書関係注記の内訳項目別の「税効果の金額」が、
「その他の包括利益に関する、法人税その他利益に関連
する金額を課税標準とする税金及び税効果の金額」に改
正されている（改正包括利益会計基準第8項）。
なお、公開草案においては、「税効果の金額」を「税

金費用の金額」とすることが提案されていたが、その他
の包括利益に関する法人税等及び税効果に対して、「税
金費用」という用語を使用した場合、「税金費用」の用
語が意味する範囲を広げることとなり、IFRS会計基準
における「税金費用」の範囲と異なることになるのでは
ないかとの意見が聞かれた（第486回企業会計基準委員
会（2022年9月6日開催）審議事項（3）-2-1-2）。そこ
で、本会計基準等では「税金費用」という用語は用いな
いこととされ、上記の取扱いに変更されている。

（結論の背景）
改正法人税等会計基準において、法人税等を、損

益、株主資本及びその他の包括利益に区分して計上
することとされたことから、税効果のみならず、法
人税等についてもその他の包括利益に計上すること
となる。
ここで、法人税等についても、その他の包括利益

に関する税金に係る項目である点は税効果と同様で
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あることから、改正包括利益会計基準においては、
法人税等を含むその他の包括利益に関する法人税等
及び税効果全体について、その他の包括利益の内訳
項目から控除するとともに、注記の対象とすること
とされた（改正包括利益会計基準第30-2項）。

Ⅱ　 実務対応報告第46号「グローバ
ル・ミニマム課税制度に係る法
人税等の会計処理及び開示に関
する取扱い」及び補足文書

ASBJは、2024年3月22日に、次の実務対応報告等を
公表した。
● 実務対応報告第46号「グローバル・ミニマム課税制
度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱
い」（以下「実務対応報告第46号」という）

●実務対応報告第46号に関する補足文書「グローバル・
ミニマム課税制度に係る法人税等に関する見積りにつ
いて」（以下「補足文書」といい、実務対応報告第46
号及び補足文書を合わせて「実務対応報告第46号等」
という）

1.ﾠ 公表の経緯
2021年10月に経済協力開発機構（OECD）/主要20
か国・地域（G20）の「BEPS包摂的枠組み（Inclusive 
Framework on Base Erosion and Profit Shifting）」
において、当該枠組みの各参加国によりグローバル・ミ
ニマム課税について合意が行われた。
これを受けて、我が国においても国際的に合意された
グローバル・ミニマム課税のルールのうち所得合算ルー
ル（IIR）に係る取扱いが2023年3月28日に成立した
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和5年法律第3
号）（以下「令和5年法律第3号」という）において定め

6　 改正実務対応報告第44号は、公表日（2024年3月22日）以後適用するとされており（改正実務対応報告第44号第4-2項）、
12月決算会社では2024年12月期においてすでに適用されているため、本稿では取り扱わない。

られ、2024年4月1日以後開始する対象会計年度から適
用することとされている。
これは、一定の要件を満たす多国籍企業グループ等の

国別の利益に対して最低15%の法人税を負担させるこ
とを目的とし、当該課税の源泉となる純所得（利益）が
生じる企業と納税義務が生じる企業が相違する新たな税
制（グローバル・ミニマム課税制度）とされている。現
行の法人税等会計基準及び税効果適用指針等では、この
グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等（当期税
金）及び当該法人税等に関する税効果会計についてどの
ように取り扱うかが明らかでないとの意見が聞かれたこ
とから、ASBJで審議が行われた。
まず、税効果会計の取扱いについては、2023年3月

に実務対応報告第44号「グローバル・ミニマム課税に
対応する法人税法の改正に係る税効果会計の適用に関す
る当面の取扱い」（以下「2023年実務対応報告第44号」
という）において当面の取扱いが公表された。
その後、ASBJでは、グローバル・ミニマム課税制度

に係る法人税等（当期税金）及び同制度適用後の税効果
会計の取扱いについて審議が行われ、2024年3月にお
いて、税効果会計の取扱いである改正実務対応報告第
44号「グローバル・ミニマム課税制度に係る税効果会
計の適用に関する取扱い」（以下「改正実務対応報告第
44号」という）の公表6と同時に、法人税等（当期税金）
の取扱いである実務対応報告第46号等が公表された。

2.ﾠ グローバル・ミニマム課税制度の概要
及び特徴

（1）グローバル・ミニマム課税制度の概要
グローバル・ミニマム課税は、法人税の国際的な引下

げ競争に歯止めをかけ、税制面における企業間の公平な
競争条件を確保するため、国際的に合意されたものであ
り、その課税ルールには【図表2】のルールがある。

【図表2　グローバル・ミニマム課税のルール】

ルール 内容

所得合算ルール（IIR） 軽課税国にある子会社等の税負担が基準税率（15%）に至るまで親会社の国で課税

軽課税所得ルール（UTPR） 軽課税国にある親会社等の税負担が基準税率（15%）に至るまで子会社等の国で課税

国内ミニマム課税（QDMTT） 自国に所在する事業体の税負担が基準税率（15%）に至るまで課税。自国に所在する事
業体の実効税率が15%未満の場合に、他国において上乗せ課税されるのを防ぐため、各
国が導入できる制度

（出典） 企業会計基準委員会研究員による解説「◇公表基準等の解説◇実務対応報告第46号『グローバル・ミニマム課税制度に係る法人
税等の会計処理及び開示に関する取扱い』等の概要」の図1

前述のとおり、このうち、所得合算ルール（IIR）に
係る取扱いが令和5年法律第3号によりグローバル・ミ

ニマム課税制度として法制化されている。
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（2）グローバル・ミニマム課税制度の特徴
実務対応報告第46号では、グローバル・ミニマム課
税制度における、①申告及び納付期限、②対象範囲の判
定、③個別計算所得等の金額及び調整後対象租税額等の
算定に関する特徴を踏まえて、後述する会計処理及び開
示が定められている。それぞれの特徴の詳細は、以下の
とおりである。

①　申告及び納付期限
グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等につい
ては、各対象会計年度終了の日の翌日から1年3か月（グ
ローバル・ミニマム課税制度に関する申告書を最初に提
出すべき場合には1年6か月）以内に申告書を提出しな
ければならないとされ、当該申告期限までに納付するこ
とが求められている（実務対応報告第46号BC2項）。

②　対象範囲の判定
グローバル・ミニマム課税制度は、国別実効税率が

15%を下回る場合に基準税率15%に至るまで追加的に
課税を行うことを主要な定めとするものであるため、国
別にグローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の課
税の対象となる子会社等を判定することが求められてい
る。当該対象範囲の判定にあたっては、主に次のような
特徴があると考えられる（実務対応報告第46号BC3項）。
i． 国別実効税率は、各国の税額控除等を反映した後の
税率であることから、当該国の法定実効税率が15%
以上となる場合であっても、グローバル・ミニマム
課税制度に係る法人税等が課せられることがある。
そのため、対象範囲の判定にあたって、当該国の法
定実効税率のみに基づき判断することができず、ⅱ
の情報を収集することが求められる。

ii． グローバル・ミニマム課税制度の対象範囲の判定を
行うに際しては、恒久的施設等及び特殊な会社等
（共同支配会社等、被少数保有構成会社等及び各種投
資会社等）に関する国別の情報（会計数値及びグ
ローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の算定

7　 本稿は2025年12月期の期末決算の会計処理に関する留意事項の解説であるため、四半期（連結）財務諸表及び中間（連
結）財務諸表の取扱いは省略している。

に使用する会計数値以外の個別計算所得等の金額や
調整後対象租税額の算定に使用する調整項目に関す
る情報等）を入手することが求められる。

③　個別計算所得等の金額及び調整後対象租税額等の算
定
個別計算所得等の金額及び調整後対象租税額等の算定

に際しては、主として次のような特徴があると考えられ
る（実務対応報告第46号BC4項）。
i． 各構成会社等の個別計算所得等の金額は、当該構成
会社等の各対象会計年度に係る当期純損益金額に一
定の調整を行い算定されるが、当該調整項目につい
ては、例えば、適格給付付き税額控除額の調整等、
各構成会社等の所在地国の税制の理解が必要となる
場合がある。また、例えば、恒久的施設等がある場
合には、当該恒久的施設等の単位で個別計算所得等
の金額を算定することとなるため、子会社等から恒
久的施設等の金額を切り分ける必要がある。さらに、
各調整項目の影響が重要か否かは項目ごとに一律で
はなく、各構成会社等により異なると考えられる。

ii． 国別実効税率の算定の基礎となる調整後対象租税額
は、会計上の法人税、住民税及び事業税等並びに法
人税等調整額の合計額に一定の調整を加えて算定さ
れるが、当該金額は、対象会計年度終了の日から3
年以内に支払われることが見込まれない法人税、住
民税及び事業税等や対象会計年度終了の日から5年
以内に支払われることが見込まれない部分の繰延税
金負債に係る法人税等調整額の調整などが求められ
ている。また、調整後対象租税額の算定にあたって
も、国別に切り分けた情報や、各構成会社等の所在
地国の税制の理解が必要になる。

3.ﾠ 実務対応報告第46号の概要
実務対応報告第46号の会計処理及び開示の概要は、

以下【図表3】のとおりである7。
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【図表3　実務対応報告第46号の会計処理及び開示の概要】

会計処理 開示（表示及び注記事項）

連結財務諸表
個別財務諸表
（実務対応報告第46号
第6項）

【法人税等】
グローバル・ミニマム
課税制度に係る法人税
等については、対象会
計年度となる年度にお
いて、財務諸表作成時
に入手可能な情報に基
づき当該法人税等の合
理的な金額を見積り、
損益に計上する

連結貸借対照表
個別貸借対照表
（実務対応報告第46号第8項）

1年内：流動負債
未払法人税等などその内容を示す科
目をもって表示する
1年超：固定負債
長期未払法人税等などその内容を示
す科目をもって表示する

連結損益計算書
（実務対応報告第46号第9項
及び第10項）

「法人税等」*を示す科目に表示し、
重要な場合には当該金額を注記する

個別損益計算書
（実務対応報告第46号第11項
及び第12項）

「法人税等」*を表示した科目の次に、
その内容を示す科目をもって区分し
て表示するか、「法人税等」＊に含め
て表示し、当該金額を注記する
ただし、重要性が乏しい場合、「法人
税等」＊に含めて表示し、当該金額の
注記は要しない

＊　 「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」等の適切な科目をいう。

（1 ）連結財務諸表及び個別財務諸表における会
計処理
グローバル・ミニマム課税制度については、上記2（2）
に記載のとおり、申告及び納付期限が各対象会計年度終
了の日の翌日から1年3か月（グローバル・ミニマム課
税制度に関する申告書を最初に提出すべき場合には1年
6か月）以内とされており、通常の法人税等の申告期限
の翌事業年度での申告が認められている。
また、2023年実務対応報告第44号の公開草案に対し
て、税効果会計のみならず、グローバル・ミニマム課税
制度に係る法人税等の見積りにおいても困難が想定され
ることから、当該金額の見積りに関する当面の取扱い又
は見積りに関する具体的な指針を示すことを求める意見
が寄せられていた。
上記を踏まえ、①法人税等の計上時期及び②見積りに
関する取扱いについて検討が行われた結果、グローバ
ル・ミニマム課税制度に係る法人税等については、対象
会計年度となる連結会計年度及び事業年度において、財
務諸表作成時に入手可能な情報に基づき当該法人税等の
合理的な金額を見積り、損益に計上することとされてい
る（実務対応報告第46号第6項）。ここで、見積りに関
する取扱いについては、企業が当事業年度の財務諸表作
成時に入手可能な情報に基づき見積った金額と翌事業年
度の見積金額又は確定額との間に差額が生じる場合があ
るが、この場合に関して実務対応報告第46号では、各
事業年度において財務諸表作成時に入手可能な情報に基
づき当該法人税等の合理的な金額を見積っている限り、
当該差額は誤謬にはあたらず、当期の損益として処理す
ることになるという考え方を示している（実務対応報告
第46号BC11項）。

（結論の背景）
①　法人税等の計上時期
グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等に

ついては、多国籍企業グループ等の当連結会計年度
（対象会計年度）の連結財務諸表を構成する会社等
の国別の純所得（利益）に基づいて算定されるもの
である。そのため、連結財務諸表において当連結会
計年度以外の年度に計上することは、税金等調整前
当期純利益と、グローバル・ミニマム課税制度に係
る法人税等を含めた法人税、住民税及び事業税等と
が対応しないことから、適切ではないと考えられ
る。
また、個別財務諸表においては、親会社等の所得

（利益）に対する税には直接的には該当しないもの
の、納税義務を生じさせる事象が対象会計年度とな
る当事業年度において生じている。
そのため、グローバル・ミニマム課税制度に係る

法人税等については、対象事業年度となる連結会計
年度及び事業年度において当該法人税等の額を見積
り、損益に計上することとした（実務対応報告第
46号BC6項からBC8項）。

②　見積りに関する取扱い
グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の

見積りについては、グローバル・ミニマム課税制度
の特徴を踏まえて、対象会計年度となる連結会計年
度及び事業年度の決算時において、対象範囲の判定
や個別計算所得等の金額等の算定にあたって必要な
情報を適時に入手し、当該金額を算定することは困
難である場合があるとの意見が聞かれた。そのた
め、財務諸表作成時に入手可能な情報に基づき、当
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該法人税等の合理的な金額を見積り計上することと
されるとともに、財務諸表の作成時点において一部
の情報の入手が困難な場合の見積りに関する次の考
え方を示すこととした（実務対応報告第46号BC9
項からBC11項）。
➣　 特にグローバル・ミニマム課税制度の適用初年
度については、従来情報を入手していない各構
成会社等からの情報や国別報告事項等の必要な
情報を適時かつ適切に入手する体制の構築等が
困難な場合があると想定されるが、その場合は
財務諸表の作成時点で入手可能な対象会計年度
に関する情報に基づきグローバル・ミニマム課
税制度に係る法人税等を見積ることとなる。

➣　 適用初年度の翌年度以降は、入手可能となる情
報が増加し、より精緻な見積りが可能となると
考えられる。

➣　 企業が当事業年度の財務諸表作成時に入手可能
な情報に基づき見積った金額と翌事業年度の見
積金額又は確定額との間に差額が生じる場合が
あるが、各事業年度において財務諸表作成時に
入手可能な情報に基づきグローバル・ミニマム
課税制度に係る法人税等の合理的な金額を見
積っている限り、当該差額は誤謬にはあたら
ず、当期の損益として処理することになると考
えられる。また、会計上の見積りの変更にあ
たって、当該差額に重要性がある場合には、会
計上の見積りに関する注記を行うこととなると
考えられる。

（2）見積りに関する補足文書
実務対応報告第46号の見積りに関する定めに関連し
て、実務に資するための情報を提供することを目的とし
た補足文書があわせて公表されている。

①　補足文書の位置づけ
上記3（1）（結論の背景）②に記載のとおり、グローバ
ル・ミニマム課税制度の適用初年度については、必要な
情報を適時かつ適切に入手する体制の構築等が困難な場
合があると想定されている。
この点、企業の状況により入手可能な情報とそれに基
づく見積りは異なると考えられるため、実務対応報告第
46号においては見積りに関する具体的な指針を示さず、
適用初年度において情報の入手が困難な場合に考えられ
る見積りの一例を示すことで、関係者の理解を深め、実
務において当該見積りを行うための手掛かりを与えるこ
とを目的として、ASBJは補足文書を作成し公表した（補

8　 2023年11月15日に改正された「企業会計基準及び修正国際基準の開発に係る適正手続に関する規則」第12条では、「企
業会計基準等の補足文書は企業会計基準等を追加又は変更するものではなく、企業会計基準等の適用にあたって参考とな
る文書である。委員会が公表する企業会計基準等の補足文書は、企業会計基準等の一部であると誤解されないようにす
る。」とされている。

足文書第10項）。
また、補足文書は、企業会計基準等を追加又は変更す

るものではなく、企業会計基準等の適用にあたって参考
となる文書である（補足文書第2項）8。

②　情報の入手が困難な場合の会計上の見積りの例－適
用初年度
適用初年度において財務諸表作成時に入手可能な情報

に基づくグローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等
の合理的な金額の見積りが限定的な情報に基づく場合の
例示として、次の状況を示している（補足文書第12項）。
➣　 対象範囲の判定に際して、従来の連結財務諸表の作
成にあたって入手していない国別報告事項に関する
情報や恒久的施設等及び特殊な会社等からの情報を
適時に入手することができない場合には、従来の連
結財務諸表の作成にあたって入手している子会社等
の情報のみに基づき国別実効税率を算定する等の方
法により対象範囲の判定を行う。

➣　 子会社等におけるグローバル・ミニマム課税制度に
係る法人税等の算定に際して、個別計算所得等の金
額、調整後対象租税額並びに給与適用除外額及び有
形資産適用除外額の算定において必要な情報につい
て、従来の連結財務諸表の作成にあたって入手して
おらず対象会計年度となる連結会計年度及び事業年
度の決算時において適時に入手することができない
場合には、従来の連結財務諸表の作成にあたって入
手している子会社等の会計数値に基づき当該金額を
見積る。

なお、上記の見積りの例は、適用初年度において従来
の財務諸表の作成にあたって入手している以上の情報を
入手できない場合に考えられる見積りの一例であり、グ
ローバル・ミニマム課税制度の適用初年度における当該
制度に係る法人税等の合理的な見積りの方法は、これら
に限られるものではない点に留意が必要である（補足文
書第13項）。

③　情報の入手が困難な場合の会計上の見積りの例－適
用初年度の翌年度以降
適用初年度の翌年度以降は、適用初年度に比べればグ

ローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の申告に向
けて情報を入手する体制がより強化され、実績値の把握
等によって、入手可能となる情報が増加することがある
と考えられるが、グローバル・ミニマム課税制度の特徴
を踏まえると、対象範囲の判定や個別計算所得等の金額
等の算定にあたって必要な情報を適時かつ適切に入手す
ることが困難である場合があると考えられる。このよう
な場合には、適用初年度の翌年度以降においても、適用
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初年度における例を参考とすることが考えられる（補足
文書第14項）。

（3）開示
①　連結貸借対照表及び個別貸借対照表における未払法
人税等の表示
グローバル・ミニマム課税制度に係る未払法人税等の
うち、貸借対照表日の翌日から起算して1年を超えて支
払の期限が到来するものは、連結貸借対照表及び個別貸
借対照表の固定負債の区分に長期未払法人税等などその
内容を示す科目をもって表示する（実務対応報告第46
号第8項）。

（結論の背景）
法人税等会計基準第11項では、法人税、住民税

及び事業税等のうち納付されていない税額は、貸借
対照表の流動負債の区分に、未払法人税等などその
内容を示す科目をもって表示することとしている。
これは、通常の法人税等の申告及び納付期限（原則
として各事業年度終了の日の翌日から2か月以内）
を前提として流動負債の区分に表示するものである
と考えられる。
一方、グローバル・ミニマム課税制度の申告及び

納付期限は、各対象会計年度終了の日の翌日から1
年3か月又は1年6か月以内となり、1年を超えるこ
とから、グローバル・ミニマム課税制度に係る未払
法人税等を流動負債の区分に表示すべきか否かが問
題となる。
この点、未払法人税等は、営業活動のみならず、

投資活動及び財務活動を含めた企業活動の成果であ
る利益を課税標準とする法人税、住民税及び事業税
等の債務であり、企業の主たる営業取引により発生
した債務には該当しないと考えられる。
そのため、支払期限が貸借対照表日の翌日から起

算して1年を超えるかどうかに基づき流動負債と固
定負債を分類することが適当であると考えられる
（実務対応報告第46号BC15項及びBC16項）。

②　連結損益計算書における法人税等の表示
連結損益計算書において、グローバル・ミニマム課税
制度に係る法人税等は、「法人税、住民税及び事業税」
等の適切な科目（法人税等会計基準第2項なお書き及び
第9項）に表示し、グローバル・ミニマム課税制度に係
る法人税等が重要な場合は、当該金額を注記する（実務
対応報告第46号第9項及び第10項）。

（結論の背景）
我が国におけるグローバル・ミニマム課税制度

は、軽課税国に所在する子会社等の税負担が国際的
に合意された最低税率に至るまで親会社等の所在す
る我が国で課税を行う制度であり、子会社等におい

て当該子会社等の所在地国の税率に基づいて法人税
等が計上され、さらに親会社等において基準税率
（15%）と子会社等の所在地国の税率との差に基づ
いて、グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税
等が計上される。
これにより、その合計が連結財務諸表における税

金等調整前当期純利益に対するグローバル・ミニマ
ム課税制度の基準税率（15%）に相当する法人税
等として計上されることとなる。
そのため、連結財務諸表における税金等調整前当

期純利益とグローバル・ミニマム課税制度に係る法
人税等との対応関係の観点から、連結損益計算書に
おいては、グローバル・ミニマム課税制度に係る法
人税等は、「法人税、住民税及び事業税」等の適切
な科目に表示することとしている。
この点、公開草案に対して寄せられたコメントで

は、IFRS会計基準との比較可能性を重視すべきで
あるとの意見や、他の法人税等に比して不確実性が
高いと考えられることから、重要な場合には区分表
示又は注記をすることで有用な情報が提供されると
の意見が聞かれた。
　グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等
は、他の法人税等より不確実性が高いと考えられる
ことから、連結財務諸表において注記を行うことに
より有用な情報が提供されると考えられる一方、通
常の法人税等の計算とは別に算定し金額を把握して
いるため注記に関する追加的なコストが大きくない
と考えられる。したがって、情報の有用性及びコス
トを勘案し、グローバル・ミニマム課税制度に係る
法人税等が重要な場合は、当該金額の注記を求める
こととした（実務対応報告第46号BC17項から
BC23項）。

③　個別損益計算書における法人税等の表示
個別損益計算書においては、グローバル・ミニマム課

税制度に係る法人税等は、重要性が乏しい場合を除き、
「法人税、住民税及び事業税」等の適切な科目の次にそ
の内容を示す科目をもって区分して表示するか、「法人
税、住民税及び事業税」等の適切な科目に含めて表示し
当該金額を注記する（実務対応報告第46号第11項及び
第12項）。

（結論の背景）
グローバル・ミニマム課税制度は、課税の源泉と

なる純所得（利益）が生じる企業と納税義務が生じ
る企業が相違する制度であることから、当該制度に
係る法人税等は納税義務が生じる親会社等の所得
（利益）に対する税には直接的には該当しない。
しかしながら、連結損益計算書において法人税等

として計上することを考慮した場合、連結財務諸表
と個別財務諸表とで表示区分が異なることが必ずし
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も財務諸表利用者に理解しやすい情報を提供しない
と考えられたため、個別財務諸表における表示につ
いて、連結財務諸表における表示と合わせることと
した（実務対応報告第46号BC24項及びBC25項）。

（4）適用時期
グローバル・ミニマム課税制度は2024年4月1日以後
開始する対象会計年度から適用されることから、実務対
応報告第46号についても2024年4月1日以後開始する
連結会計年度及び事業年度の期首（12月決算会社では
2025年12月期の期首）から適用する（実務対応報告第
46号第14項及びBC32項）。

Ⅲ　 防衛特別法人税の創設による法
定実効税率への影響

ASBJは、令和7年度税制改正において創設された防衛
特別法人税について、主として2025年3月31日に決算
日を迎える企業の税効果会計に関する取扱いを明らかに
するため、2025年2月20日に、補足文書「2025年3月
期決算における令和7年度税制改正において創設される
予定の防衛特別法人税の税効果会計の取扱いについて」
を公表した。

9　 防衛特別法人税の課税標準の計算において法人税額から基礎控除額として500万円を控除することが予定されているが、
この算式においては考慮されていない。

2025年3月31日に公布された「所得税法等の一部を
改正する法律」（令和7年法律第13号）によれば、防衛
特別法人税が、法人税額から500万円を控除した額を課
税標準とする税率4％の新たな付加税として創設され、
2026年4月1日以後に開始する事業年度（12月決算会
社では2027年12月期）から課されることとされている。
繰延税金資産及び繰延税金負債の額は、決算日におい

て国会で成立している税法に規定されている方法に基づ
き計算する必要がある（税効果適用指針第44項）。その
ため、12月決算会社であれば、税効果会計の適用にお
ける2027年1月1日以後に開始する事業年度に解消が見
込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債
の計算に際して、防衛特別法人税の影響を反映する必要
がある。
防衛特別法人税については、税効果適用指針第46項

に掲げる税金には明示されていないものの、法人税に対
する付加税として課されるものであるため、法人税その
他利益に関連する金額を課税標準とする税金である法人
税等（税効果適用指針第4項（2））に該当すると考えら
れる。そこで、具体的には、以下の算式により法定実効
税率を算定することが税効果適用指針の趣旨に適うと考
えられることが補足文書において示されている9（同補足
文書第10項から第13項）。

法定実効税率＝
法人税率×（1＋地方法人税率＋防衛特別法人税率＋住民税率）＋事業税率＋事業税率（標準税率）×特別

法人事業税率
1＋事業税率＋事業税率（標準税率）×特別法人事業税率

また、税率の変更により繰延税金資産及び繰延税金負
債の金額を修正したときは、その旨及び修正額を注記す
ることとされているため（企業会計審議会「税効果会計
に係る会計基準」第四3）、会計処理のみならず開示へ

の影響についても留意する必要がある。

以　上
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1.ﾠ はじめに
企業会計基準委員会（ASBJ）より、2025年10月16
日に、企業会計基準第37号「期中財務諸表に関する会
計基準」（以下「期中会計基準」という）及び企業会計
基準適用指針第34号「期中財務諸表に関する会計基準
の適用指針」（以下「期中適用指針」といい、期中会計
基準と合わせて「期中会計基準等」という）、企業会計
基準第38号「『中間連結財務諸表等の作成基準』の一部
改正」（以下「中間作成基準等の一部改正」という）並
びに関連する企業会計基準及び企業会計基準適用指針の
改正が公表された1。また、実務において参考となる情報
を提供することを目的として、補足文書「実務対応報告
及び移管指針において定めている期中の取扱い」（以下
「補足文書」という）が同時に公表された。
なお、本稿では下記の基準については以下の表記を
行っている。
・企業会計基準第33号「中間財務諸表に関する会計基
準」：中間会計基準
・企業会計基準適用指針第32号「中間財務諸表に関す
る会計基準の適用指針」：中間適用指針
中間会計基準と中間適用指針を合わせて「中間会計基
準等」という。
・企業会計基準第12号「四半期財務諸表に関する会計
基準」：四半期会計基準
・企業会計基準適用指針第14号「四半期財務諸表に関
する会計基準の適用指針」：四半期適用指針
四半期会計基準と四半期適用指針を合わせて「四半期
会計基準等」という。
・「中間連結財務諸表作成基準」、「中間連結財務諸表作
成基準注解」、「中間財務諸表作成基準」及び「中間財
務諸表作成基準注解」：合わせて「中間作成基準等」
という。
・企業会計基準公開草案第83号「期中財務諸表に関す
る会計基準（案）」等：公開草案
・「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規
則」（昭和51年大蔵省令第28号）：連結財務諸表規則
・「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」
（昭和38年大蔵省令第59号）：財務諸表等規則
・連結財務諸表規則第1条第1項第2号に規定する第一種

1　 リンク先のASBJのホームページを参照のこと。 
（https://www.asb-j.jp/jp/accounting_standards/y2025/2025-1016.html）

中間連結財務諸表及び財務諸表等規則第1条第1項第2
号に規定する第一種中間財務諸表：合わせて「第一種
中間財務諸表等」という。

・連結財務諸表規則第1条第1項第3号に規定する第二種
中間連結財務諸表及び財務諸表等規則第1条第1項第3
号に規定する第二種中間財務諸表：合わせて「第二種
中間財務諸表等」という。

2.ﾠ 期中会計基準等の公表の経緯
2022年12月に公表された金融審議会ディスクロー

ジャーワーキング・グループ報告において、四半期開示
の見直しとして、上場企業について金融商品取引法上の
四半期開示義務（第1・第3四半期）を廃止し、取引所
規則に基づく四半期決算短信に「一本化」すること及び
開示義務が残る第2四半期報告書を半期報告書として提
出することが示され、2023年11月に「金融商品取引法
等の一部を改正する法律」（令和5年法律第79号）が成
立し、これにより金融商品取引法（昭和23年法律第25
号）が改正された。これを受けて、ASBJより、2024年
3月に中間会計基準等が公表された。
この中間会計基準等を最終化するにあたって2023年

12月に公表された企業会計基準公開草案第80号「中間
財務諸表に関する会計基準（案）」等では、今後、中間
会計基準等と四半期会計基準等を統合した会計基準等の
開発を検討する方向性に関して、意見が募集された。寄
せられた意見では、中間決算と四半期決算で同じ会計基
準等に基づき決算ができるようにするという方向性につ
いては反対していないと考えられたため、中間会計基準
等と四半期会計基準等を統合した会計基準等を開発する
ことが決定され、2025年4月23日に公開草案が公表さ
れた。その後、ASBJに寄せられたコメントを踏まえて
検討が行われ、公開草案の内容を一部修正したうえで最
終化されたものである。

3.ﾠ 開発にあたっての基本的な方針
（1 ）中間会計基準等及び四半期会計基準等の統
合
期中会計基準等は、企業の報告の頻度（年次、半期、

会計・監査

企業会計基準第37号「期中財務諸表に関
する会計基準」等の解説

公認会計士　山
や ま だ

田ﾠ正
まさあき

顕
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又は四半期）によって、年次の経営成績の測定が左右さ
れてはならないとする原則を採用している（期中会計基
準BC16項）。この原則を採用した場合に会計処理に影
響が生じる可能性のある項目は、中間適用指針において
経過措置として定められた次の項目であり、個別に検討
を行い、期中適用指針において取扱いを定めている（期
中会計基準BC16項）。
① 　一般債権の貸倒見積高の算定における簡便的な会計
処理（期中適用指針第3項（2））
② 　有価証券の減損処理に係る切放し法（期中適用指針
第4項）
③ 　棚卸資産の簿価切下げに係る切放し法（期中適用指
針第7項）
④ 　未実現損益の消去における簡便的な会計処理（期中
適用指針第31項（2））
上記①及び④については、四半期適用指針及び中間適
用指針と類似の方法が定められている。一方、上記②及
び③については、期中洗替え法を原則としたうえで、期
中適用指針の適用前から中間適用指針又は四半期適用指
針に基づき切放し法を適用していた場合には例外的に継
続適用を認め、期中切放し法を適用している場合、その
旨を注記することが定められている。
また、期中会計基準等では、次のとおり中間会計基準
等及び四半期会計基準等から章立てを変更している（期
中会計基準BC18項）。
➣第一種中間財務諸表等及び四半期財務諸表2に共通の

2　「四半期財務諸表」とは、四半期連結財務諸表及び四半期個別財務諸表をいうとされている（四半期会計基準第4項（3））。
3　「期中財務諸表」とは、期中連結財務諸表及び期中個別財務諸表をいうとされている（期中会計基準第4項（5））。

取扱いと四半期財務諸表のみに適用される取扱いを区
分し、独立した章とする。

➣期中連結財務諸表と期中個別財務諸表で重複する定め
は共通の取扱いとして定め、期中連結財務諸表又は期
中個別財務諸表に固有の一部の取扱いと区分する。

（2 ）中間会計基準等及び四半期会計基準等以外
で定めていた期中の取扱い

①　他の会計基準等についての修正の方針
中間会計基準等及び四半期会計基準等以外の他の企業

会計基準及び企業会計基準適用指針（以下、「他の企業
会計基準及び企業会計基準適用指針」という）の一部に
おいて定められていた四半期財務諸表又は第二種中間財
務諸表等の取扱いについて、個別のテーマに関する企業
会計基準及び企業会計基準適用指針については年度の会
計処理及び開示を取り扱うものと整理し、期中財務諸
表3の取扱いは期中会計基準等に、第二種中間財務諸表
等の取扱いは中間作成基準等にそれぞれ集約している。
一方、実務対応報告及び移管指針で定めていた四半期

財務諸表又は第二種中間財務諸表等の取扱いについて
は、期中会計基準等又は中間作成基準等に取り込まず、
用語の置き換え等により対応している。なお、実務対応
報告及び移管指針において定めている期中財務諸表の取
扱い及び第二種中間財務諸表等の取扱いは、期中会計基
準等とあわせて公表された補足文書の別紙に記載されて
いる。

【図表1】

四半期及び中間の取扱いを定めた現行の会計基準等の種類 他の会計基準等についての修正方法

企業会計基準
期中会計基準等又は中間作成基準等に取り込む

企業会計基準適用指針

実務対応報告
用語の置き換え等

移管指針

②　期中会計基準等における取込みの方針
期中会計基準等では、他の企業会計基準及び企業会計
基準適用指針において定めていた四半期財務諸表の取扱
いを次の方針により取り込んでいる（期中会計基準
BC19項）。
➣会計処理については、四半期固有の取扱いを定めたも
ののみを期中会計基準等に引き継ぎ、年度と同様の取
扱いを定めたものは引き継がない。

➣注記事項については、期中会計基準等において開示が
求められていない注記事項は原則として期中財務諸表
において開示を要しないと考えられるとする注記事項
に関する基本的な考え方を示したうえで、開示を求め
るもののみを引き継ぎ、四半期財務諸表での注記を省

略できるとの定めは引き継がない。
一方、他の企業会計基準及び企業会計基準適用指針に

おいて第二種中間財務諸表等の取扱いを定めていたもの
のうち四半期財務諸表及び第一種中間財務諸表等の取扱
いを定めていない取扱い（役員賞与の会計処理並びに自
己株式の処分及び消却）については、期中財務諸表にお
ける取扱いを明らかにし、期中適用指針に定めている
（期中会計基準BC20項）。

③　中間作成基準等における取込みの方針
中間作成基準等の一部改正では、他の企業会計基準及

び企業会計基準適用指針において定められていた中間連
結財務諸表及び中間財務諸表の取扱いを、内容を維持し

16　テクニカルセンター　会計情報　Vol. 592 / 2025. 12　© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.



て第二種中間財務諸表等の取扱いとして取り込んでい
る。なお、連結財務諸表規則又は財務諸表等規則のみで
定められている第二種中間財務諸表等の取扱いは取り込

4　 「期中会計期間」とは、1連結会計年度又は1事業年度（以下「年度」という）より短い期間に区分した期間をいうとされ
ている（期中会計基準第4項（1））。

んでいない（中間作成基準等の一部改正BC5項及び
BC6項）。

【図表2】他の企業会計基準及び企業会計基準適用指針の修正の方針

従来 改正後

A会計基準

年度の取扱い A会計基準 年度の取扱い

中間（*1）の取扱い B会計基準 年度の取扱い

四半期（*2）の取扱い C適用指針 年度の取扱い

B会計基準
年度の取扱い

中間の取扱い 期中会計基準等 期中（*3）の取扱い

C適用指針
年度の取扱い

中間作成基準等 第二種中間（*4）の取扱い
四半期の取扱い

（*1）　図表2では、中間財務諸表を「中間」と表記している
（*2）　図表2では、四半期財務諸表を「四半期」と表記している
（*3）　図表2では、期中財務諸表を「期中」と表記している
（*4）　図表2では、第二種中間財務諸表等を「第二種中間」と表記している

出所：ASBJ研究員による解説「企業会計基準第37号『期中財務諸表に関する会計基準』等の概要」【図表5】を参考に作成

4.ﾠ 期中会計基準等の概要
（1）範囲
期中会計基準等は、期中財務諸表を作成する場合に適
用する。つまり、期中会計基準等は、年度より短い期間
の企業集団又は企業の財政状態、経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況について報告するために期中財務諸
表を作成する場合に適用される。具体的には、金融商品
取引法に基づく半期報告書において開示される第一種中
間財務諸表等が含まれる（期中会計基準BC21項）。
一方、第二種中間連結財務諸表等については、中間作
成基準等を適用するとされているため、期中会計基準等
の適用対象となる期中財務諸表には含まれないことが明
確化されている（期中会計基準第3項及びBC22項）。

（2）期中財務諸表の範囲等
期中会計基準等では、期中財務諸表の範囲は以下のと
おりとされている。

・期中連結財務諸表の範囲（期中会計基準第5項）

1計算書方式による場合 2計算書方式による場合

① 　期中連結貸借対照表
② 　期中連結損益及び包括
利益計算書
③ 　期中連結キャッシュ･
フロー計算書

① 　期中連結貸借対照表
② 　期中連結損益計算書
③ 　期中連結包括利益計算
書

④ 　期中連結キャッシュ･
フロー計算書

・期中個別財務諸表の範囲（期中会計基準第6項）

①　期中個別貸借対照表
②　期中個別損益計算書
③　期中個別キャッシュ･フロー計算書

ただし、期中連結財務諸表を開示する場合には、期中
個別財務諸表の開示は要しない。
また、6か月ごとより高い頻度で期中会計基準に従い

期中財務諸表を作成する場合には、中間会計期間を除き
期中会計期間4において期中キャッシュ・フロー計算書
の開示の省略を行うことができる。この場合には、最初
の期中会計期間より開示の省略を行う（期中会計基準第
28項）。

テクニカルセンター　会計情報　Vol. 592 / 2025. 12　© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.　17



・期中財務諸表等の開示対象期間（期中会計基準第7項
及び第8項）

当年度 前年度

① 期中会計期間の末日の期中
貸借対照表

前年度の末日の要約貸借対
照表

②

（1計算書方式による場合）
期首からの累計期間の期中
損益及び包括利益計算書
（2計算書方式による場合）
期首からの累計期間の期中
損益計算書及び期中包括利
益計算書

（1計算書方式による場合）
前年度における対応する期
間の期中損益及び包括利益
計算書
（2計算書方式による場合）
前年度における対応する期
間の期中損益計算書及び期
中包括利益計算書

③
期首からの累計期間の期中
キャッシュ･フロー計算書

前年度における対応する期
間の期中キャッシュ･フロ
ー計算書

6か月ごとより高い頻度で期中会計基準に従い期中財
務諸表を作成する場合には、上記②の開示対象期間に加
え、期中会計期間及び前年度における対応する期間の期
中損益及び包括利益計算書又は期中損益計算書及び期中
包括利益計算書を開示することができる。この場合に
は、最初の期中会計期間より開示を行う（期中会計基準
第29項）。

（3）会計方針
期中財務諸表の作成のために採用する会計方針は、期

中特有の会計処理を除き、原則として年度の財務諸表の
作成にあたって採用する会計方針に準拠しなければなら
ない。
ただし、期中連結財務諸表の開示対象期間に係る企業

集団又は期中個別財務諸表の開示対象期間に係る企業の
財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関
する財務諸表利用者の判断を誤らせない限り、簡便的な
会計処理によることができる（期中会計基準第9項）。
また、前年度の財務諸表及び直前の期中財務諸表を作

成するために採用した会計方針は、これを継続して適用
し、みだりに変更してはならない（期中会計基準第10
項）。

（4）期中特有の会計処理
期中会計基準では、期中特有の会計処理として、中間

会計基準等及び四半期会計基準等と同様に、原価差異の
繰延処理及び税金費用の計算が定められている（期中会
計基準第14項）。

（5）期中財務諸表の作成における会計処理
期中会計基準等では、【図表3】のように簡便的な会

計処理を含む会計処理が定められている。

【図表3】

項目 会計処理の定め

債権 ・一般債権の貸倒見積高の算定における簡便的な会計処理（期中適用指針第3項）

有価証券 ・有価証券の減損処理に係る期中洗替え法及び期中会計基準等の適用前から期中に切放し法を適用して
いた場合の継続適用（期中適用指針第4項）

・市場価格のない株式等の減損処理（期中適用指針第5項）

棚卸資産 ・実地棚卸の省略（期中適用指針第6項）
・棚卸資産の簿価切下げに係る期中洗替え法及び期中会計基準等の適用前から期中に切放し法を適用し
ていた場合の継続適用（期中適用指針第7項）

・棚卸資産の簿価切下げにあたっての簡便的な会計処理（期中適用指針第8項）
・原価差異の配賦方法における簡便的な会計処理（期中適用指針第9項）
・期中特有の原価差異の繰延処理（期中会計基準第15項）

経過勘定項目 ・経過勘定項目の処理方法（期中適用指針第10項）

固定資産 ・減価償却費の算定における簡便的な会計処理：合理的な予算制度の利用（期中適用指針第11項）
・減価償却費の算定における簡便的な会計処理：定率法を採用している場合（期中適用指針第12項）
・減損の兆候（期中適用指針第13項）

のれん ・のれんの償却開始時期（期中適用指針第14項）

自己株式 ・自己株式の処分及び消却の会計処理の結果、期中決算において、その他資本剰余金の残高が負の値に
なった場合の洗替処理（期中適用指針第68項）

役員賞与 ・役員賞与の金額が事業年度の業績等に基づき算定される場合（期中適用指針第15項）
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項目 会計処理の定め

税金費用 ・税金費用を税引前期中純利益に見積実効税率を乗じて計算する期中特有の会計処理（期中会計基準第16
項）

・年度決算と同様の方法による税金費用の計算における簡便的な取扱い（期中適用指針第16項）
・繰延税金資産の回収可能性の判断における簡便的な取扱い（期中適用指針第17項及び第18項）
・税引前期中純利益に年間見積実効税率を乗じて計算する期中特有の会計処理（期中適用指針第19項及び
第20項）

・企業結合日に認識された繰延税金資産及び繰延税金負債への取得原価の配分額の見直し（期中適用指針
第21項）

・重要性が乏しい連結会社における簡便的な会計処理（期中適用指針第22項）
・期中連結財務諸表における法人税等の会計処理（期中適用指針第23項）
・期中連結財務諸表における未実現利益消去に係る税効果（期中適用指針第24項）
・グループ通算制度を採用した場合における税引前期中純利益に年間見積実効税率を乗じて計算する方
法の適用の可否（期中適用指針第25項）

退職給付 ・退職給付に係る負債（期中適用指針第26項から第28項）

期中連結財務
諸表上の会計
処理

・子会社の期中会計期間の末日が期中連結決算日と異なる場合の取扱い（期中会計基準第19項）
・子会社を取得又は売却した場合等のみなし取得日又はみなし売却日（期中会計基準第20項）
・連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去における簡便的な会計処理（期中適用指針第29項及び第

30項）
・未実現損益の消去における簡便的な会計処理（期中適用指針第31項）

①　他の企業会計基準及び企業会計基準適用指針で定め
ていた四半期財務諸表の取扱い
他の企業会計基準及び企業会計基準適用指針で定めて
いた四半期財務諸表の取扱いで、期中会計基準等に取り
込まれた会計処理は以下の項目である。
➣のれんの償却開始時期（期中適用指針第14項）
➣企業結合日に認識された繰延税金資産及び繰延税金負
債への取得原価の配分額の見直し（期中適用指針第
21項）

②　他の企業会計基準及び企業会計基準適用指針で定め
ていた中間財務諸表の取扱い
他の企業会計基準及び企業会計基準適用指針で、第二
種中間財務諸表等の取扱いを定めていたもののうち四半
期財務諸表及び第一種中間財務諸表等の取扱いを定めて
いない取扱いとして、期中財務諸表における取扱いを明
らかにし、期中会計基準等に取り込まれた会計処理は以
下の項目である（期中会計基準BC20項）。
➣自己株式の処分及び消却の会計処理の結果、期中決算
において、その他資本剰余金の残高が負の値になった
場合の洗替処理（期中適用指針第68項）

➣役員賞与の金額が事業年度の業績等に基づき算定され
る場合（期中適用指針第15項）

（6）注記事項
財務諸表利用者が期中財務諸表を理解する上で重要と
考えられる事項は期中会計基準において定めることとし
ているため、他の企業会計基準及び企業会計基準適用指
針で定められている注記事項については、原則として記
載を要しないと考えられるとされているが、期中会計基
準で定めた項目は最小限の項目であることから、これを

上回る開示を行うことは妨げられないとしている（期中
会計基準BC34項）。

①　期中財務諸表の注記事項（期中会計基準第24項）

（1） 　重要な会計方針について変更を行った場合には、変
更を行った期中会計期間以後において、その内容、そ
の理由及び影響額

（2） 　遡及適用の原則的な取扱いが実務上不可能な場合に
は、（1）のほか、その理由、会計方針の変更の適用方
法及び適用開始時期

（3） 　前年度において、前年度の最初の期中会計期間の末
日後に自発的に重要な会計方針について変更を行って
おり、かつ、遡及適用により、当年度に比較情報とし
て開示する前年度の期中財務諸表と、前年度に開示し
た期中財務諸表に適用した会計方針との間に相違がみ
られる場合には、その旨

（4） 　会計上の見積りについて重要な変更を行った場合に
は、変更を行った期中会計期間以後において、その内
容及び影響額

（5） 　会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区分する
ことが困難な場合には、変更を行った期中会計期間以
後において、変更の内容、その理由及び影響額

（6） 　期中特有の会計処理を採用している場合には、その
旨及びその内容

（7） 　セグメント情報等に関する事項
ﾠ　① 　報告セグメントの利益（又は損失）及び売上高
ﾠ　② 　企業結合や事業分離などによりセグメント情報に

係る報告セグメントの資産の金額に著しい変動があ
った場合には、その概要

ﾠ　③ 　報告セグメントの利益（又は損失）の合計額と期
中損益及び包括利益計算書又は期中損益計算書の利
益（又は損失）計上額の差異調整に関する主な事項
の概要

ﾠ　④ 　報告セグメントの変更又は事業セグメントの利益
（又は損失）の測定方法に重要な変更があった場合
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ﾠ　　 には、変更を行った期中会計期間以後において、そ
の内容

ﾠ　⑤ 　前年度において④の変更を行っており、かつ、前
年度の対応する期中会計期間と当期中会計期間との
間で、①の報告セグメントの区分方法又は利益（又
は損失）の測定方法に相違がみられる場合には、そ
の旨、変更後の方法に基づく前年度の対応する期間
の①及び③の事項

ﾠ　　 　なお、当該事項のすべて又はその一部について、
記載すべき金額を正確に算定することができない場
合には概算額を記載することができる。また、記載
すべき金額を算定することが実務上困難な場合に
は、その旨及びその理由を記載する。

ﾠ　⑥ 　固定資産について重要な減損損失を認識した場合
には、その報告セグメント別の概要

ﾠ　⑦ 　のれんの金額に重要な影響を及ぼす事象（重要な
負ののれんを認識する事象を含む。）が生じた場合
には、その報告セグメント別の概要

（8） 　収益の分解情報に関する事項
ﾠ　① 　顧客との契約から生じる収益について、収益及び

キャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確実
性に影響を及ぼす主要な要因に基づく区分に分解し
た情報

ﾠ　② 　①に従って開示する収益の分解情報と、（7）①報
告セグメントの売上高との間の関係を財務諸表利用
者が理解できるようにするための十分な情報

ﾠ　③ 　①及び②の事項は、（7）に含めて記載している場
合には、当該注記事項を参照することにより記載に
代えることができる。

（9） 　1株当たり期中純損益、潜在株式調整後1株当たり
期中純利益及び当該金額の算定上の基礎

（10） 　配当に関する事項
（11） 　株主資本の金額に著しい変動があった場合には、

主な変動事由
（12） 　期中会計期間の末日に継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況が存在する場合
であって、当該事象又は状況を解消するあるいは改
善するための対応をしてもなお継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められるときは、その旨及
びその内容等

ﾠ　 　ただし、期中会計期間の末日後において、当該重要
な不確実性が認められなくなった場合には、注記する
ことを要しない。

（13） 　事業の性質上営業収益又は営業費用に著しい季節
的変動がある場合には、その状況

（14） 　重要な保証債務その他の重要な偶発債務
（15） 　重要な企業結合に関する事項
ﾠ　① 　取得とされた重要な企業結合
ﾠ　　 　企業結合の概要、期中損益及び包括利益計算書又

は期中損益計算書に含まれる被取得企業等の業績の
期間、実施した会計処理の概要

ﾠ　② 　重要な共通支配下の取引等及び共同支配企業の形
成

ﾠ　　 　企業結合の概要、実施した会計処理の概要
（16） 　重要な事業分離に関する事項
ﾠ　 　事業分離の概要、実施した会計処理の概要、期中損
益及び包括利益計算書又は期中損益計算書に計上され
ている分離した事業に係る損益の概算額

（17） 　期中財務諸表を作成する日までに発生した重要な
後発事象

（18） 　期中キャッシュ・フロー計算書における現金及び
現金同等物の期中会計期間末残高と期中貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

（19） 　企業集団又は企業の財政状態、経営成績及びキャ
ッシュ・フローの状況を適切に判断するために重要
なその他の事項

（20） 　過去の誤謬の修正再表示を行った場合には、その
内容及び影響額

②　期中連結財務諸表を作成する場合の取扱い（期中会
計基準第25項）

連結の範囲に含めた子会社、持分法を適用した非連結子
会社及び関連会社に関する事項その他連結の方針に関す
る事項について、重要な変更を行ったときには、その旨
及びその理由

③　期中個別財務諸表を作成する場合の取扱い（期中会
計基準第26項）

（1） 　関連会社に持分法を適用した場合の投資の額及び投
資損益の額

（2） 　第24項（15）①について、取得企業が存続企業と異
なる場合には、パーチェス法を適用したとした場合の
期中個別貸借対照表及び期中個別損益計算書に及ぼす
損益への影響の概算額

④　6か月ごとより高い頻度で期中財務諸表を作成する
場合の取扱い（期中会計基準第32項及び第33項）

（ⅰ）　自発的な会計方針の変更
　当年度の最初の期中会計期間より後の期中会計期間以
降に自発的に重要な会計方針について変更を行った場合
には、第24項（1）又は（5）の記載に加え、最初の期中会計
期間より後の期中会計期間以降に変更した理由
（ⅱ）　報告セグメント等の変更
　当年度の最初の期中会計期間より後の期中会計期間以
降に第24項（7）④の変更があった場合には、最初の期中
会計期間より後の期中会計期間以降に変更した理由
（ⅲ）　期中キャッシュ・フロー計算書の開示の省略
　期中会計期間において期中キャッシュ・フロー計算書
の開示の省略を行った場合は、「期中キャッシュ・フロー
計算書における現金及び現金同等物の期中会計期間末残
高と期中貸借対照表に掲記されている科目の金額との関
係」の注記を要しないが、期首からの累計期間に係る有
形固定資産及び無形固定資産（のれんを除く）の減価償
却費並びにのれんの償却額（負ののれんの償却額を含む）
を注記する

5.ﾠ 適用時期
2026年4月1日以後開始する連結会計年度及び事業年

度の最初の期中会計期間から適用する（期中会計基準第
34項）。
また、適用初年度において、期中会計基準の定めに従

い会計方針を変更する場合には、新たな会計方針を適用
初年度の最初の期中会計期間から将来にわたって適用す

20　テクニカルセンター　会計情報　Vol. 592 / 2025. 12　© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.



る（期中会計基準第35項）。
なお、早期適用については定めていない。

6.ﾠ 期中会計基準等の公表による他の企業
会計基準及び企業会計基準適用指針に
ついての修正
本稿「3.開発にあたっての基本的な方針」の通り、
他の企業会計基準及び企業会計基準適用指針が定める四
半期財務諸表又は第二種中間財務諸表等の取扱いを整理
し、四半期財務諸表の取扱いを期中会計基準等へ取り込
むこと及び第二種中間財務諸表等の取扱いを定めていた
もののうち四半期財務諸表及び第一種中間財務諸表等の
取扱いを定めていない取扱いについては、期中財務諸表
における取扱いを明らかにしていることから、他の会計
基準等に定められていた四半期財務諸表の取扱いと第二
種中間財務諸表等の取扱いを削除している。また、中間
の取扱いについて第二種中間財務諸表等の取扱いである
ことの明確化や、設例について「四半期」という表現を
具体的な日付に変更する等の用語の置き換え等を行って
いる。
期中会計基準等の公表に伴い修正される他の会計基準
等は次のとおりである。

① 　企業会計基準第1号「自己株式及び準備金の額の減少
等に関する会計基準」

② 　企業会計基準第4号「役員賞与に関する会計基準」
③ 　企業会計基準第6号「株主資本等変動計算書に関する
会計基準」

④ 　企業会計基準第9号「棚卸資産の評価に関する会計基
準」

⑤ 　企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」
⑥ 　企業会計基準第25号「包括利益の表示に関する会計
基準」

⑦ 　企業会計基準第30号「時価の算定に関する会計基準」
⑧ 　企業会計基準適用指針第4号「1株当たり当期純利益
に関する会計基準の適用指針」

⑨ 　企業会計基準適用指針第10号「企業結合会計基準及
び事業分離等会計基準に関する適用指針」

⑩ 　企業会計基準適用指針第25号「退職給付に関する会
計基準の適用指針」

⑪ 　企業会計基準適用指針第26号「繰延税金資産の回収
可能性に関する適用指針」

⑫ 　企業会計基準適用指針第28号「税効果会計に係る会
計基準の適用指針」

⑬ 　企業会計基準適用指針第29号「中間財務諸表等にお
ける税効果会計に関する適用指針」

⑭ 　企業会計基準適用指針第30号「収益認識に関する会
計基準の適用指針」

⑮ 　企業会計基準適用指針第33号「リースに関する会計
基準の適用指針」
⑯ 　実務対応報告第6号「デット・エクイティ・スワップ
の実行時における債権者側の会計処理に関する実務上
の取扱い」
⑰ 　実務対応報告第41号「取締役の報酬等として株式を
無償交付する取引に関する取扱い」
⑱ 　実務対応報告第42号「グループ通算制度を適用する
場合の会計処理及び開示に関する取扱い」
⑲ 　実務対応報告第44号「グローバル・ミニマム課税制
度に係る税効果会計の適用に関する取扱い」
⑳ 　実務対応報告第46号「グローバル・ミニマム課税制
度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」
㉑ 　移管指針第4号「連結財務諸表における資本連結手続
に関する実務指針」
㉒ 　移管指針第6号「連結財務諸表等におけるキャッシ
ュ・フロー計算書の作成に関する実務指針」
㉓ 　移管指針第8号「研究開発費及びソフトウェアの会計
処理に関する実務指針」
㉔ 　移管指針第9号「金融商品会計に関する実務指針」
㉕ 　移管指針第12号「金融商品会計に関するQ&A」

7.ﾠ 期中会計基準等及び中間作成基準等の
一部改正以外の改正
期中会計基準等及び中間作成基準等の一部改正の公表

に合わせて、以下の改正が行われている。　

① 　企業会計基準第39号「『連結キャッシュ・フロー計算
書等の作成基準』の一部改正（その3）」

② 　企業会計基準第40号「『税効果会計に係る会計基準』
の一部改正（その2）」

③ 　改正企業会計基準適用指針第6号「固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針」

8.ﾠ おわりに
期中会計基準等は従来からの取扱いを大きく変更する

ものではないが、中間会計基準等及び四半期会計基準等
が統合され、他の企業会計基準及び企業会計基準適用指
針に定められていた期中の取扱いが、期中会計基準等ま
たは中間作成基準等に集約されることで、実務上の利便
性が向上するものと考えられる。
なお、期中会計基準等の適用にあたっては、連結財務

諸表規則及び財務諸表等規則、金融商品取引所の定める
規則並びに日本公認会計士協会の公表物等も併せて適用
されることが想定されるため、今後、公表される情報に
ご留意いただきたい。

以　上
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2023年1月31日に「企業内容等の開示に関する内閣
府令及び特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令
の一部を改正する内閣府令」が公布・施行され「企業内
容等の開示に関する内閣府令」（以下「開示府令」とい
う）及び企業内容等の開示に関する留意事項について
（以下「開示ガイドライン」という）の一部が改正され
た。本改正により、2023年3月期の有価証券報告書等
からサステナビリティ情報の開示が義務付けられてい
る。また、2025年3月5日にサステナビリティ基準委員
会（SSBJ）が日本のサステナビリティ開示基準（SSBJ
基準）の確定基準を公表している。SSBJ基準は、国際
サステナビリティ基準審議会（ISSB）が公表している
IFRSサステナビリティ開示基準（ISSB基準）に整合す
るわが国のサステナビリティ情報の開示基準であり、将
来的に有価証券報告書におけるサステナビリティ情報の
開示ルールとして制度化されることが見込まれている。
トーマツでは、開示府令改正3年目の2025年3月期に
おける有価証券報告書におけるサステナビリティ情報の
開示状況を把握するため、AIを活用した調査と専門家に
よる目視調査の二種類の手法を用いて調査を行い、その
結果を2025年10月にWEBで公表した（https://www.
deloitte.com/jp/ja/about/press-room/nr20251024.
html ）。本稿ではこのうち1、2、3、4（4.2まで）を取
り上げ、4（4.3）以降は第2回（本誌2026年1月号）以
降で解説する（【本分析の構成】参照）。

【本分析の構成】

1 　本分析のポイント（エグゼクティブサマリー）

第1回

2　調査の概要
　2.1　調査手法
　2.2　対象となる開示
　2.2　調査対象企業
　2.4　調査における注意点
3　全体傾向
　3.1　急上昇ワード
　3.2　記載量
　3.3　サステナビリティ情報の記載傾向
　3.4 　重要なサステナビリティ課題（マテリアリ

ティ）
4　サステナビリティ情報の開示分析
　4.1　ガバナンスの開示
　4.2　リスク管理の開示

　4.3　戦略の開示
　4.4　指標及び目標の開示

第2回
第3回

1.ﾠ 本分析のポイント（エグゼクティブサ
マリー）

■有価証券報告書におけるサステナビリティ情報に
関する記載文字量は2023年3月期から2025年3
月期にかけて約1.5倍増加しており、多くの企業
がサステナビリティ情報の開示に対して積極的に
取組んでいることが見て取れた。特に、サステナ
ビリティ関連の評価項目を役員報酬に組み込んで
いる企業において記載量が多い傾向が見られた。
サステナビリティ情報開示のさらなる拡充に向け
て、役員報酬制度の設計を含むガバナンスの強化
が有効である可能性が示唆される。

■人的資本や気候変動について多くの企業が開示し
ているが、投資家が企業価値向上に向けたストー
リーを読み取るうえで、ESG関連項目以外のDX
や知財などのテーマについても重要性がある場合
がある。これらのテーマに関する開示は現時点で
は限定的であるものの、増加傾向にあり、企業価
値に対する企業の意識向上がうかがえる。今後、
さらなる開示の拡充が期待される。

■サステナビリティに関するリスク・機会、戦略、指標
及び目標の記載内容のつながりについては課題が見ら
れた。気候変動に関してはリスクや機会、戦略に関し
て多様な観点が記載される一方で、指標及び目標につ
いては温室効果ガス（以下「GHG」という）排出量
関連に集中している傾向が見られた。人的資本につい
ては戦略や指標及び目標については多様な観点が記載
される一方で、開示府令上、明確に要求されていない
リスクに関する記載が乏しい傾向が見られた。サステ
ナビリティ情報の開示においては、断片的な情報の開
示ではなく、重要性のあるリスクや機会から戦略、指
標及び目標へと一貫性をもった情報開示が期待され
る。

会計・監査

AIと専門家による2025年3月期の有価証
券報告書におけるサステナビリティ情報
の開示分析（第1回）

監査事業本部　Audit Innovation　R&D　
品質・リスク管理本部　品質統括　サステナビリティ品質統括
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■SSBJ基準に則した開示は前期から若干の増加に
とどまっている。SSBJ基準適用義務化に向け、
経営戦略としてのサステナビリティ課題への対応
について、投資家がその内容を理解できるように
開示の準備を加速させていくことが大いに期待さ
れる。

■ GHGの開示については、排出量の実績値を開示する
企業が増加傾向にあることが確認されたものの、特に
当年度の排出量を有価証券報告書提出日に間に合わせ
て集計し開示できている企業は半数以下にとどまって
おり、前年度の排出量の実績値を開示しているケース
もまだ多く見られた。GHG排出量の集計体制の整備
をさらに進めていき、適時に開示できるよう準備を進
めていく必要があると考えられる。
■ 人的資本の開示については、前年度は提出会社単体
ベースでの開示が多く見られたが、当年度は連結ベー
ス（提出会社＋重要な子会社の開示含む）で開示する
企業が増加傾向にあり、連結ベースで情報収集し開示
する必要性が企業に浸透してきている様子が見て取れ
た。連結ベースでのさらなる開示の充実が今後も期待
される。

■ガバナンスにおいて、執行に関する記載は詳細に
開示している企業が多く見られた一方で、監督に
ついての開示は取締役会が経営陣から報告を受け
ている旨の開示等の形式的なものに留まっている
企業が多かった。ガバナンスの開示に際しては、
執行側の記載だけでなく監督側についても記載す
ることが重要であり、取締役会等による監督を含
めたガバナンスの過程、統制及び手続について記
載が求められることに留意する必要がある。

■リスク管理において、気候関連のリスク及び機会
を識別するためのシナリオ分析について開示する
企業が増加傾向にあり、気候変動リスク及び機会
に対するエクスポージャーを把握識別する企業が
増加していることがうかがえたが、財務的影響を
開示している企業の割合は低かった。

　 財務的影響は投資家の意思決定においても有用性
が高いと考えられるため、情報のさらなる開示を
期待したい。

　　　　は、第1回（本稿）で解説。

2.ﾠ 調査の概要
2.1　調査手法
有価証券報告書におけるサステナビリティ情報の開示

1　東京株式市場2025年3月31日（月）の終値に基づく時価総額による。

状況をAIを活用した調査と専門家による目視調査の二種
類の手法を用いて調査した。なお、昨年度を対象に、AI
を活用した調査については、「AIを用いたテキスト解析
による有価証券報告書の開示動向調査」を、専門家によ
る目視調査については、「2024年3月期の有価証券報告
書におけるサステナビリティ情報の開示分析」を公表し
ている。

2.2　対象となる開示
2025年3月期の有価証券報告書の第2【事業の状況】

の2【サステナビリティに関する考え方及び取組】の記
載を調査の主な対象とした。

AIを活用した調査において、有価証券報告書の項目ご
との記載量を分析する際は、2【サステナビリティに関
する考え方及び取組】に加えて、1【経営方針、経営環
境及び対処すべき課題等】、3【事業等のリスク】、4【経
営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー
の状況の分析】も調査の対象とした。また、役員報酬の
記載状況を分析する際は、第4【提出会社の状況】の4
【コーポレート・ガバナンスの状況等】の（4）【役員の報
酬等】を調査対象とした。
専門家による目視調査において、有価証券報告書の他

の項目（第1【企業の概況】の5【従業員の状況】や、
第4【提出会社の状況】の4【コーポレート・ガバナン
スの状況等】など）についても、【サステナビリティに
関する考え方及び取組】欄で参照している旨の記載があ
る場合など、サステナビリティに関連する記載がある場
合は併せて調査の対象とした。

2.3　調査対象企業
2.3.1　AI調査

2025年3月期決算企業、かつ、2025年6月30日まで
に当該期間の有価証券報告書を提出した東京証券取引所
上場企業のうち、過去3年にわたり決算期の変更なく有
価証券報告書を提出している企業2,153社を調査対象と
した。なお、経年での調査において、市場区分別や時価
総額別での分析を行う際には、2025年時点での区分や
時価総額に基づき企業の振り分けを行った。

2.3.2　専門家調査
2025年3月末時点で、時価総額1が1兆円以上のプラ

イム市場上場企業のうち、2025年6月末までに有価証
券報告書を提出している3月決算企業133社を調査の対
象とした。
対象を時価総額1兆円以上の企業としたのは、金融審

議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関
するワーキング・グループ」（以下「サステナビリティ
WG」という）における、SSBJ基準の有価証券報告書へ
の適用対象、適用時期の検討状況を踏まえたものであ
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る2。
開示府令への準拠は時価総額にかかわらず有価証券報
告書を提出するすべての企業に求められているが、他の
上場企業に比べ早いタイミングでSSBJ基準の適用義務
化が予想される時価総額1兆円以上の企業を対象とする
ことで、SSBJ基準の適用を見据えた先進的な開示がど
の程度進んでいるかを把握する。
また、決算月については、有価証券報告書におけるサ
ステナビリティ情報の開示がどのように変化・拡充した
かを分析するため、開示府令改正3年目の情報が入手可
能となる3月決算に対象を絞った。
比較対象とする2024年3月期の有価証券報告書につ
いては、2025年3月期の分析対象と同じ条件3で抽出し
た141社とした。なお、2024年3月期の開示状況につ
いては、本分析を行うにあたり、改めて開示内容を確認
し、昨年実施した調査結果の見直しを適宜行った。

2.4　調査における注意点
2.4.1　AI調査

AIによる調査では、テキスト解析を機械的に行なって
おり、機械処理による誤解析やデータの欠落を含みう
る。データの欠落の例としては、有価証券報告書XBRL
データのタグ情報に基づいたデータの抽出を行っている
ため、タグ情報と文章の不一致などによる文章の欠落な
どが挙げられる。また、テキスト解析の中で文章から各
種情報を機械処理にて抽出する際に生成AIなどを活用し
ており、AIの誤判定などによる誤りが含まれる可能性が
あることに留意されたい。テキスト解析のため、有価証
券報告書内で画像形式で情報が埋め込まれている箇所は
解析対象外となる。

AI調査の一部においてキーワードを用いた情報抽出を
行っており、原則として以下のそれぞれ対応する単語群
のうちいずれか1つ以上が記載されている場合に記載あ
りとした。例外的な処理を行っているものについては、
注釈により補足している。アルファベットの大文字小文
字については、表記揺れを加味して記載の有無を判定し
ている。

気候変動 気候変動、気候、カーボンニュートラル、
TCFD

人的資本 人的資本、人材、多様性
生物多様性 生物多様性、自然資本、TNFD

2　 SSBJ基準は金融庁による法令上の手当てがなされることを前提としているため、適用対象や適用時期についての具体的な
定めはない。SSBJ基準の適用対象や適用時期については、金融審議会により設置された「サステナビリティ情報の開示と
保証のあり方に関するワーキング・グループ」（サステナビリティWG）において、現在検討されている。

3　東京株式市場2024年3月29日（金）の終値に基づく時価総額による。
4　出所：金融庁「令和6年度有価証券報告書レビューの審査結果及び審査結果を踏まえた留意すべき事項等」P.14

人権 人権

循環型社会 循環型社会、循環型経済、循環経済、サーキュ
ラーエコノミー、サーキュラー・エコノミー

地域経済 地域経済、地域課題、地域社会
情報セキュ
リティ

情報セキュリティ、サイバーセキュリティ、
サイバー攻撃、不正アクセス

DX
DX、デジタルトランスフォーメーション、デ
ジタル・トランスフォーメーション、Digital 
Transformation

知財 知財、知的財産、知的資本

水 水
※ただし、洪水や水素などの語句は除外

2.4.2　専門家調査
有価証券報告書のサステナビリティ情報の開示につい

ては、具体的な記載方法は開示府令等で詳細に規定され
ておらず、企業の取組みの状況に応じて柔軟な記載が可
能な枠組みとされている4。そのため、調査対象について
は、網羅的にカウントできていない可能性や、一部重複
したカウントになっている可能性がある。また、2024
年3月期及び2025年3月期の分析対象企業の抽出基準は
同様であるが、時価総額によっているため、分析対象企
業はそれぞれ異なる（2.3.2参照）ことに留意されたい。

3.ﾠ 全体傾向
3.1　急上昇ワード
有価証券報告書の第2【事業の状況】の1【経営方針、

経営環境及び対処すべき課題等】において、2024年3
月期から2025年3月期にかけて記載社数が大幅に増加
したキーワードを集計し、今年の「急上昇ワード」とし
て分析を行った。本分析では、増加数が多いキーワード
をランキング形式でまとめた（【図表1】）。
分析の結果、上位に見られるキーワードには「米国」、

「関税政策」、「政策動向」などが挙げられ、特に米国に
よる関税政策に関連する内容が多く含まれていることが
確認された。これらの記載から、関税における経営環境
の変化に対する各社の関心が高まっている様子が読み取
れる。また、テクノロジー関連の話題では、「生成AI」、
「AI」といったキーワードが昨年に引き続き注目されて
おり、これらの領域への関心が高いことが明らかとなっ
た（【図表1】参照）。
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【図表1】 1【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】における急上昇ワード　 AI調査 ﾠ全上場企業

ワード 2024年3月期記載社数 2025年3月期記載社数 増加数

米国 211 689 478

関税政策 0 239 239

通商政策 1 203 202

不確実性 160 289 129

改善 813 940 127

雇用・所得 105 231 126

政策動向 1 118 117

世界経済 229 329 100

継続 1,113 1,200 87

株主還元 368 455 87

最適化 379 465 86

不透明感 83 164 81

アメリカ 16 97 81

動向 246 325 79

物価上昇 271 350 79

投資 861 938 77

背景 526 593 67

成長投資 261 327 66

生成AI 98 162 64

影響 990 1,052 62

高度化 358 420 62

AI 285 344 59

成長 1,637 1,692 55

持続 1,544 1,598 54

戦略 732 786 54

5　記載量は文字数をカウントすることで計算した。

3.2　記載量
3.2.1　 有価証券報告書のセクション別記載量の傾向
有価証券報告書の第2【事業の状況】における以下の
セクションについて、平均記載量5を集計し、2023年3
月期、2024年3月期、2025年3月期決算の企業を対象
に経年比較を分析した（【図表2】）。
・1【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】
・2【サステナビリティに関する考え方及び取組】
・3【事業等のリスク】

・ 4【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・
フローの状況の分析】
分析の結果、特に2【サステナビリティに関する考え

方及び取組】の平均記載量が顕著に増加していることが
確認された。このセクションの記載量は、2023年3月
期から2025年3月期にかけて約1.5倍に拡大しており、
各社がサステナビリティに関する情報開示を積極的に進
めている傾向が見受けられる。一方、その他のセクショ
ンについては記載量に大きな変化は見られなかった。
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【図表2】セクション別の平均記載量の推移　 AI調査 ﾠ全上場企業
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　経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

1【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

また、特に2【サステナビリティに関する考え方及び
取組】について、プライム市場に上場する企業を対象
に、時価総額別（「5,000億円未満」、「5,000億円以上1
兆円未満」、「1兆円以上」）の平均記載量を集計した結

果を【図表3】に示した。【図表3】から、すべての時価
総額カテゴリにおいて、平均記載量が経年で増加してい
ることが確認できた。また、時価総額が大きい企業ほ
ど、記載量が多い傾向が見られた。

【図表3】時価総額別2【サステナビリティに関する考え方及び取組】の平均記載量の年度推移　 AI調査 ﾠプライム企業
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3.2.2　役員報酬とサステナビリティ開示量の関係
2【サステナビリティに関する考え方及び取組】の記
載量には、役員報酬における業績連動報酬へのサステナ
ビリティ関連指標の組み込みが影響を与える可能性が考
えられる。この傾向を検証するため、まず4【コーポ
レート・ガバナンスの状況等】の（4）【役員の報酬等】
における気候関連評価項目やサステナビリティ・ESG
関連項目の役員報酬への組み込み状況をAIを用いて自動
判定し、プライム市場上場企業を対象に時価総額別で集
計した。

SSBJ基準では、ガバナンスの開示において、リスク
及び機会に関連する目標設定の監督や進捗のモニタリン

グの開示が求められており、関連するパフォーマンス指
標が報酬に関する方針に含まれている場合もこれにあた
る（4.1.2（1）⑥参照）。また、気候関連評価項目が役員
報酬に組み込まれている場合、その方法や割合の開示が
求められている。また、評価項目が他の項目と一体的に
組み込まれ、気候関連部分を区分して識別できない場合
には、その旨を明記したうえで、評価項目全体について
開示することが許容されている（4.4.2（1）⑦（本誌
2026年2月号の第3回解説）で紹介予定）。これを踏ま
え、本項では役員報酬への組み込み方を以下の三つのパ
ターンに分類し、分析を行った（【図表4】）。
1． 気候明示：気候関連項目を具体的に役員報酬に組み
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込んでいる。
2． サステナビリティ包括：気候関連項目を明示してい
ないものの、サステナビリティ、ESG、マテリアリ
ティ、SDGsなど、気候関連項目を含む可能性があ
る概念を業績連動報酬に組み込んでいる。

3． 連動なし：上記いずれの項目も役員報酬に組み込ん

でいない。
分析の結果、時価総額5,000億円未満の企業では「連

動なし」が多数を占める一方、5,000億円以上の企業で
は半数以上が何らかの形でサステナビリティ関連項目を
役員報酬に組み込んでいることが明らかとなった（【図
表4】参照）。

【図表4】気候関連項目を役員報酬に組み込んでいる企業数　 AI調査 ﾠプライム企業
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【図表5】役員報酬の組み込み状況別の2【サステナビリティに関する考え方及び取組】の記載量　 AI調査 ﾠプライム企業
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これらの結果を踏まえ、役員報酬への気候関連、サス
テナビリティ、ESGなどの評価項目の組み込み状況と、
2【サステナビリティに関する考え方及び取組】の記載
量との関係を分析した（【図表5】）。分析の結果、気候
関連、サステナビリティ、ESGなどの評価項目を何ら
かの形で組み込んでいる企業群は、組み込んでいない企
業群と比較して、統計的有意に記載量が多いことが確認
された（【図表5】の左）。なお、この結果は役員報酬に
おける評価項目の組み込み状況と記載量の間の相関の関

係を示すものであり、必ずしも両者の間の因果関係を示
すものではない。例えば、組み込んでいない企業群の記
載量が少ない要因として、時価総額が小さい企業が多く
含まれていることが考えられる（【図表4】）。そこで、
時価総額5,000億円以上の企業のみを対象に、役員報酬
と記載量の関係を分析した（【図表5】の右）。その結果、
時価総額5,000億円以上を対象とした場合においても、
気候関連、サステナビリティ、ESGなどの評価項目を
何らかの形で組み込んでいる企業群は、組み込んでいな
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い企業群と比較して、統計的有意に記載量が多いことが
確認された。
一方、気候関連、サステナビリティ、ESGなどの評
価項目を役員報酬に組み込んでいる企業群において、記
載量の増加傾向にはばらつきが見られた。気候関連、も
しくは、サステナビリティ、ESGなどの評価項目を役
員報酬に組み込んでいる企業群の記載量の標準偏差は、
2024年3月期には5,845であったのに対し、2025年3
月期には6,707に増加した。記載量を大幅に増加させた
事例としては、以下のようなケースがある。従来は気候
変動や人的資本の開示に注力していた企業が、水資源な
ど、より広範なマテリアリティに関する情報を追記した
ケースが挙げられた。また、気候変動に関するシナリオ
分析の詳細を新たに記載した企業や、生物多様性に関す
るシナリオ分析を開始した企業も該当した。さらに、
GHG排出量の測定方法における仮定や排出係数に関す
る詳細情報を記載した企業も見られた。
時価総額1兆円以上のプライム市場上場企業の2025
年3月期の有価証券報告書における開示の状況について
は、4.4.2（1）⑦（本誌2026年2月号の第3回解説）で紹
介予定である。

3.3　サステナビリティ情報の記載傾向
2【サステナビリティに関する考え方及び取組】にお
いて、2.4.1において定義したサステナビリティ情報を
記載している企業数を2023年3月期から2025年3月期
にかけて集計した（【図表6】）。
「人的資本」や「気候変動」に関する項目は、2025
年3月期における記載企業数がそれぞれ2,153社中
2,142社（99.5%）、1,672社（77.7%）と非常に多く

6　 ここでの増加率は以下の計算式で算出した：（2025年3月期の記載社数－2023年3月期の記載社数）/2023年3月期の記
載社数

の企業が開示していることがわかった。一方、2023年
3月期から2025年3月期にかけて開示企業数の増加率が
特に大きいアジェンダとして、「生物多様性」、「情報セ
キュリティ」、「水」が挙げられる。それぞれの増加率6

は、「生物多様性」が96.8%、「情報セキュリティ」が
63.1%、「水」が48.2%であった（【図表6】参照）。
「生物多様性」については、TNFD（自然関連財務情
報開示タスクフォース）のフレームワークに基づいた開
示が進んでいる傾向が見られた。また、「水」に関して
は、食品業種における水使用量削減の取組みや、建設業
種における工事等での水環境への悪影響低減を目指す旨
の記載などが見られた。さらに、「情報セキュリティ」
に関しては、サイバー攻撃による事業停止の懸念のほ
か、個人情報の漏洩に関する懸念などが見られた。
金融庁による「令和6年度有価証券報告書レビューの

審査結果及び審査結果を踏まえた留意事項等」では、
「サステナビリティに関する企業の取組の開示にあたっ
ては、いわゆる「開示のための開示」に陥らず、投資者
が、気候変動、人的資本、知的財産等の個々のサステナ
ビリティに関する事項について、企業価値向上に向けた
ストーリー（文脈）を理解できるように開示することが
期待される」とされている。企業価値向上に向けたス
トーリーを読み取るうえでは、ESG関連項目以外のDX
や知財などのテーマについて重要性がある場合がある。
こういったテーマに関する開示は引き続き限定的である
ものの、増加傾向にある。これは企業価値向上に向けた
ストーリーを開示することに対する企業の意識向上の表
れとも考えられる。今後、さらにこのような開示の拡充
が期待される。

【図表6】サステナビリティ情報の記載社数及び年度推移　 AI調査 ﾠ全上場企業
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3.4　 重要なサステナビリティ課題（マテリア
リティ）

2【サステナビリティに関する考え方及び取組】にお

いて、各社がどのような重要なサステナビリティ課題
（以下、マテリアリティ）を認識しているかを調査する
ため、2025年3月期の報告書に記載されたマテリアリ

28　テクニカルセンター　会計情報　Vol. 592 / 2025. 12　© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.



ティの文章を抽出し、その中に含まれるキーワードの頻
度を集計した7。集計結果は、頻度が高いほど文字サイズ
が大きく表示されるワードクラウドとして表した（【図
表7】）。
分析の結果、「気候変動」、「人的資本」、「多様性」と
いった主要なサステナビリティ項目に関連するキーワー
ドが多く含まれていることがわかった。また、「人材」、
「健康経営」、「職場環境」といったワードも多く見られ
たが、これは開示府令では、人的資本については重要性
にかかわらず、方針、指標、目標及び実績の開示が求め
られていることに加えて、人的資本におけるこれらの
テーマが特に重要視されていることが読み取れる。さら
に、「気候変動」に関連する項目として、「カーボン
ニュートラル」や「脱炭素社会」といった具体的なワー
ドも頻出していた。
また、マテリアリティの年度ごとの変化を分析するた

7　 3.3「サステナビリティ情報の記載傾向」では2【サステナビリティに関する考え方及び取組】全体を対象に情報の抽出を
行ったが、本分析では2【サステナビリティに関する考え方及び取組】の中で各社が重要課題・マテリアリティとして記
載している文章のみを対象に情報の抽出を行った。

め、2024年3月期の同セクションに対しても同様の処
理を実施し、2024年3月期から2025年3月期にかけて
のキーワードの頻度変化を算出した。特に増加したワー
ド（【図表8】の左）と減少したワード（【図表8】の右）
を、変化量に基づいてワードクラウドとして表した。
増加したワードとしては、「人権」、「人権尊重」、「健

康経営」などの人材保護の観点のほか、「コンプライア
ンス」、「サプライチェーン」、「情報セキュリティ」と
いったキーワードが挙げられる。一方で、減少したワー
ドとしては、「多様性」が挙げられる。絶対的な頻度と
しては依然として多いものの（【図表7】参照）、「多様
性」という単一の形式的な表現が減少し、その内容が
「コンプライアンス」や「人権尊重」、「健康経営」、「人
的資本経営」といった多角的な表現に分散した可能性が
考えられる。

【図表7】マテリアリティに関するワードクラウド　 AI調査 ﾠ全上場企業

【図表8】増加したワード（左）と減少したワード（右）を表すワードクラウド　 AI調査 ﾠ全上場企業

4.ﾠ サステナビリティ情報の開示分析
本分析では、有価証券報告書の第2【事業の状況】の

2【サステナビリティに関する考え方及び取組】の開示
について、次の観点から分析を行った。

SSBJ基準で開示が求められている「ガバナンス、リ
スク管理、戦略、指標及び目標」の一部の項目につい
て、SSBJ基準適用義務化の前ではあるが、2025年3月

期の有価証券報告書の第2【事業の状況】の2【サステ
ナビリティに関する考え方及び取組】において、時価総
額が1兆円以上のプライム市場上場企業を対象に、どの
程度開示されているかについて専門家による分析を行っ
た（4.1.2、4.2.2、4.3.3、4.4.2参照。4.3.3について
は、本誌2026年1月号の第2回解説、4.4.2については、
本誌2026年2月号の第3回解説で紹介予定））。
また、開示府令改正3年目の2025年3月期におけるサ
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ステナビリティ情報の開示の変化・拡充の状況を把握す
るため、2024年3月期と2025年3月期の有価証券報告
書における気候変動と人的資本に関する開示について、
時価総額が1兆円以上のプライム市場上場企業を対象
に、専門家による比較分析を行った（4.4.3、4.4.4（本
誌2026年2月号の第3回解説）で紹介予定）。
さらに、有価証券報告書の2【サステナビリティに関
する考え方及び取組】の開示は、金融庁による令和5年
度、令和6年度及び令和7年度の有価証券報告書レビュー
における法令改正関係審査及び重点テーマ審査の対象と
なっている。令和7年度の有価証券報告書レビュー8は、
現在実施中であるが、令和5年度と令和6年度について
は、「有価証券報告書レビューの審査結果及び審査結果
を踏まえた留意すべき事項等」が公表されている。令和
6年度有価証券報告書レビューでは、令和5年度に引き
続き課題⑤として「サステナビリティ関連のリスク及び

8　 令和7年度の有価証券報告書レビューは2025年3月31日以降に終了する事業年度を対象としており、当分析の対象として
いる事業年度である。

機会の記載がない又は不明瞭なため、サステナビリティ
に関する戦略並びに指標及び目標に関する記載が不明瞭
である」点が指摘されている。適切ではないと考えられ
る事例として、企業は取組みや指標及び目標の内容を記
載するだけに留まっており、対応するサステナビリティ
関連のリスク及び機会の内容について記載していない事
例が示されている。また新たに識別された課題④とし
て、「識別したサステナビリティ関連のリスク及び機会
に対応する戦略並びに指標及び目標に関する記載がない
又は不明瞭である」が追加されている。本項では、サス
テナビリティ関連財務開示内の開示のつながり（サステ
ナビリティ関連のリスク及び機会、戦略、指標及び目標
のつながり）について、全上場企業を対象にAIによる分
析を行った（4.3.1（本誌2026年1月号の第2回解説）
で紹介予定）。

【図表9】開示府令改正（2023年1月）による有価証券報告書の【サステナビリティに関する考え方及び取組】欄の新設

の内容等を記載

気候変動

全企業全企業

現在の記載事項
（従業員数、平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与）

追加 ・女性管理職比率・男性育児休暇取得率・男女の賃金の差異

従業員の状況

全企業全企業

重要な場合は、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標及び目標」の４つの構成要素で開示

重要な場合は、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標及び目標」の４つの構成要素で開示
人的資本
多様性 人材育成方針

社内環境整備方針
方針に関する

指標の内容、目標及び実績

必要に応じて
　定量情報を定性情報で補足

必要に応じて
相互参照

サステナビリティ情報の記載欄の新設
【サステナビリティに関する考え方及び取組】

ガバナンスに関する事項
（開示）

戦略に関する事項
各企業が重要性を
踏まえ、開示を判断

リスク管理に関する事項
（開示）

指標・目標に関する事項
各企業が重要性を
踏まえ、開示を判断

サステナビリティ
共通

ガバナンス 戦　略 リスク管理 指標及び目標

出所：有限責任監査法人トーマツ『会計情報』「『企業内容等の開示に関する内閣府令』等の改正の概要」（本誌2023年4月号Vol.560）

4.1　ガバナンスの開示
4.1.1　SSBJ基準における開示要求
SSBJ基準について

SSBJ基準は2025年3月に公表され、以下の3つの基準
で構成されている。

●サステナビリティ開示ユニバーサル基準「サステ
ナビリティ開示基準の適用」（以下「適用基準」
という）

● サステナビリティ開示テーマ別基準第1号「一般
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開示基準」（以下「一般基準」という）
● サステナビリティ開示テーマ別基準第2号「気候
関連開示基準」（以下「気候基準」という）

適用基準は、SSBJ基準に準拠したサステナビリティ
関連財務開示を作成し、報告する場合において基本とな
る事項を定めたものである。また、一般基準は、具体的
なテーマ別基準が存在しない場合におけるサステナビリ
ティ関連のリスク及び機会について、4つの構成要素
「ガバナンス、戦略、リスク管理、指標及び目標」に基
づき開示する際の定めであり、気候基準は、気候関連の
リスク及び機会について、同じく4つの構成要素に基づ
き開示する際の定めである。
開示府令では、有価証券報告書の第2【事業の状況】
の2【サステナビリティに関する考え方及び取組】の開
示にあたり、「ガバナンス、リスク管理、戦略、指標及
び目標」の4つの構成要素に基づく開示を求めており9、
この点SSBJ基準と整合性のある定めとなっているが、
現時点ではSSBJ基準のような詳細な開示要求の定めは
なく、柔軟な開示が可能となっている。

9 開示府令第二号様式（記載上の注意）（30-2）
10　開示府令第二号様式（記載上の注意）（30-2）a

分析にあたっての留意点
●開示状況の割合の算出にあたっては、該当するSSBJ
基準の開示要求に適切に準拠しているかどうかまでは
評価しておらず、部分的あるいは形式的にでも開示要
求に対応した開示がなされていると判断できる場合に
は、開示されているとみなして集計した。したがっ
て、以下の各表における開示状況の割合は、SSBJ基
準の各要求事項に準拠している企業の割合を示すもの
ではない。

● 比較の対象としている2024年3月期の割合について
は、2025年3月期の開示割合の記載の後に（　　）
書きで記載している。

SSBJ基準における開示要求
開示府令では、ガバナンスとは「サステナビリティ関

連のリスク及び機会を監視し、及び管理するためのガバ
ナンスの過程、統制及び手続をいう」とされている10。
SSBJ基準でも、ガバナンスの開示目的が一般基準と気
候基準で定められており（【図表10】参照）、ガバナン
スの考え方については、開示府令とSSBJ基準に大きな
違いはない。

【図表10】SSBJ基準におけるガバナンスの開示目的

サステナビリティ全般（一般基準8項） 気候関連（気候基準9項）

● ガバナンスに関するサステナビリティ関連財務開示の目
的は、サステナビリティ関連のリスク及び機会をモニタ
リングし、管理し、監督するために企業が用いるガバナ
ンスのプロセス、統制及び手続を理解できるようにする
ことにある。

● ガバナンスに関する気候関連開示の目的は、気候関連の
リスク及び機会をモニタリングし、管理し、監督するた
めに企業が用いるガバナンスのプロセス、統制及び手続
を理解できるようにすることにある。

参考：一般基準及び気候基準に基づきトーマツ作成

上記目的を達成するため、SSBJ基準ではガバナンス
において開示すべき事項が一般基準9項及び10項、気候

基準10項及び11項で定められている（次頁【図表11】
【図表12】参照）。

4.1.2　 SSBJ基準におけるガバナンスの開示項目と有価
証券報告書での開示状況

ガバナンスの開示にあたっては、サステナビリティ関
連のリスク及び機会を監視、管理するためのガバナンス
の過程、統制及び手続に関する企業の具体的な取組みが

伝わるよう開示が必要である。一般基準と気候基準で開
示が求められている項目について、2025年3月期の有
価証券報告書における分析対象企業での開示状況は以下
であった（【図表11】参照）。
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【図表11】SSBJ基準において要求されるガバナンスの開示事項（全般的）　専門家調査ﾠプライム1兆円超企業
　：75%以上の企業で開示　　　　　 　：50%以上75%未満の企業で開示
　：25%以上50%未満の企業で開示　 　：開示企業25%未満

サステナビリティ全般に関するガバナンスの開示

（1） ガバナンス機関又は個人 
（一般基準9項）

2024年3月期
開示状況

2025年3月期
開示状況

①　 サステナビリティ関連のリスク及び機会の監督責任を負う機関の名称又は個人の役職名

②　 監督責任が機関又は個人の役割、権限及び義務などの記述及びその他の関連する方針に
どのように反映されているか

③　 戦略を監督するための適切なスキル及びコンピテンシーが利用可能かどうか又は開発す
る予定かどうかについての判断 

④　 機関又は個人がリスク及び機会について、どのように、どの頻度で情報を入手しているか

⑤　 企業の戦略、意思決定及びリスク管理のプロセスや関連する方針を監督するにあたり、
リスク及び機会をどのように考慮しているか（リスク及び機会間のトレードオフの考慮
を含む）

⑥　 目標設定をどのように監督し、目標達成に向けた進捗をどのようにモニタリングしてい
るか（関連するパフォーマンス指標が報酬に関する方針に含まれているかどうか、含ま
れる場合、どのように含まれているか）

（2） 経営者の役割 
（一般基準10項）

2024年3月期
開示状況

2025年3月期
開示状況

①　 経営者又は委員会等への役割の委任に関する情報（委任されていない場合はその旨）

②　 経営者がリスク及び機会の監督を支援するための統制及び手続に関する情報

参考：一般基準に基づきトーマツ作成

【図表12】SSBJ基準において要求されるガバナンスの開示事項（気候関連）　専門家調査ﾠプライム1兆円超企業

　：75%以上の企業で開示　　　　　 　：50%以上75%未満の企業で開示
　：25%以上50%未満の企業で開示　 　：開示企業25%未満

気候関連に関するガバナンスの開示

（1） ガバナンス機関又は個人 
（気候基準10項）

2024年3月期
開示状況

2025年3月期
開示状況

①　 気候関連のリスク及び機会の監督責任を負う機関の名称又は個人の役職名

②　 気候関連の監督責任が機関又は個人の役割、権限及び義務などの記述及びその他の関連
する方針にどのように反映されているか

③　 気候関連の戦略を監督するための適切なスキル及びコンピテンシーが利用可能かどうか
又は開発する予定かどうかについての判断

④　 機関又は個人が気候関連のリスク及び機会について、どのように、どの頻度で情報を入
手しているか

⑤　 企業の戦略、意思決定及びリスク管理のプロセスや関連する方針を監督するにあたり、
気候関連のリスク及び機会をどのように考慮しているか（リスク及び機会間のトレード
オフの考慮を含む）

⑥　 気候関連の目標設定をどのように監督し、目標達成に向けた進捗をどのようにモニタリ
ングしているか（関連するパフォーマンス指標が報酬に関する方針に含まれているかど
うか、含まれる場合、どのように含まれているか）

（2） 経営者の役割 
（気候基準11項）

2024年3月期
開示状況

2025年3月期
開示状況

①　 経営者又は委員会等への役割の委任に関する情報（委任されていない場合はその旨）

②　 経営者がリスク及び機会の監督を支援するための統制及び手続に関する情報 

参考：気候基準に基づきトーマツ作成
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（1）ガバナンス機関又は個人の開示状況
①　リスク及び機会の監督責任を負う機関の名称又は個
人の役職名
全般的なガバナンス
サステナビリティ全般に関するガバナンスにおいて、
リスク及び機会の監督責任を負う機関の名称又は個人の
役職名を開示している企業は約9割（約9割、（　）は
2024年3月期の割合。以下同じ）であり、前期と同様
多くの企業で開示されていた。サステナビリティ課題へ
の取組みのために「〇〇〇委員会」を設置している企業
が多いものの、監督責任を負う機関は、取締役会として
いる企業がほとんどであった。取締役会以外としては、
ESG担当役員や〇〇〇委員会が責任を負うとしている
企業も見られた。また、リスクに関する監督責任の開示
はあるが、機会についての監督責任の開示がない企業も
前期と同様に一定数見られた。
気候関連に関するガバナンス
気候関連に関するガバナンスにおいて、開示している
企業は約6割（約6割）であり、こちらも前期と同様の
割合であった。監督責任を負う機関としては、サステナ
ビリティ全般におけるガバナンスと同様、取締役会とし
ている企業がほとんどであったが、気候変動に関する課
題への対応に特化した委員会を設置し、当該委員会が監
督責任を負う旨を開示している企業も見られた。
上記のガバナンスに共通する傾向として、取締役会に
よる監督について経営陣から報告を受けている旨の開示
に留まっており、具体的な監督方法については開示がな
い企業が多く、実効性のある監督が行われるのか判断が
難しい状況であった。一方で、サステナビリティに関す
る取組みについては、執行に関する記載は詳細に開示し
ている企業が多く、対照的であった。
ガバナンスでは、執行側の記載だけではなく、監督側
についても記載することが重要である。金融庁が公表し
ている「記述情報の開示の好事例集2024」においても、
投資家・アナリスト・有識者が期待する開示のポイント
として、監督側の記載として取締役会が経営陣をどのよ
うに監督しているかについて記載をすることが有用であ
る旨が示されている。具体的には、取締役会がサステナ
ビリティ戦略をモニタリングするスキルを有しているか
否かの記載や、取締役会等の監督機関への報告頻度、報
告内容に加え、報酬制度を通じた経営者の評価について
記載することが例示されている。これらについては以下
②③④⑤⑥で分析を行っている。
また、有価証券報告書の他の項目（第4【提出会社の
状況】の4【コーポレート・ガバナンスの状況等】や、
第2【事業の状況】の3【事業等のリスク】）を参照して
いる事例も見られた。有価証券報告書の他の箇所を参照
する場合については、令和6年度有価証券報告書レ
ビュー結果においても、課題⑨として【サステナビリ
ティに関する考え方及び取組】に記載すべき事項を有価

11　本項目は2025年3月期から新たに調査項目に追加している。

証券報告書の他の箇所に記載して参照する場合におい
て、記載上の不備があることが指摘されている。適切で
はない事例として、「ガバナンス」については有価証券
報告書の第4【提出会社の状況】の4【コーポレート・
ガバナンスの状況等】、「リスク管理」については有価証
券報告書の第2【事業の状況】の3【事業等のリスク】
に記載している旨を開示しているが、実際にはこれらの
参照先では「サステナビリティ関連のリスク及び機会を
監視・管理するためのガバナンスの過程、統制及び手
続」や、「サステナビリティ関連のリスク及び機会を識
別、評価及び管理するための過程」に関する記載がない
状態となっている事例が示されており、留意が必要と思
われる。

②　監督責任が機関又は個人の役割、権限及び義務など
の記述及びその他の関連する方針にどのように反映さ
れているか

全般的なガバナンス
サステナビリティ全般に関するガバナンスにおいて、

開示している企業は約6割（約6割）であり、前期とほ
ぼ同様の割合であった。
気候関連に関するガバナンス
気候関連に関するガバナンスにおいて、開示している

企業は約3割（約4割）であり、前期から若干の減少で
あった。
上記のガバナンスに共通する傾向として、企業の取組

みのために設置された「〇〇〇委員会」の役割や権限及
び義務などについて記述している企業が多かった。ま
た、関連する方針への反映としては、〇〇〇〇グループ
サステナビリティ基本方針、〇〇〇〇グループ環境方針
といった、企業のサステナビリティ対応の方針や関連す
る社内規程について記述している企業が多かった。さら
に、有価証券報告書の第4【提出会社の状況】の4【コー
ポレート・ガバナンスの状況等】において、全社的な
コーポレート・ガバナンスの中で、サステナビリティに
関するコーポレート・ガバナンスがどのように位置づけ
られているかについて開示している企業があった。
また、約2割の企業で、スキルマトリックスなどによ

り取締役に求められる必要な知見等を開示しており11、
約1割の企業では、期待されるスキルについて「サステ
ナビリティ」に特化した旨の開示がされていた。さらに
「サステナビリティ」とひとくくりにせず、より詳細な
区分（環境、カーボンニュートラル、人権対応、人材育
成、ダイバーシティなど）に区分して開示している企業
もあった。
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③　戦略を監督するための適切なスキル及びコンピテン
シーが利用可能かどうか又は開発する予定かどうかに
ついての判断
全般的なガバナンス
サステナビリティ全般に関するガバナンスにおいて、
開示している企業は約1割（約1割）であり、前期とほ
ぼ同様の割合であった。
気候関連に関するガバナンス
気候変動に関するリスク管理において、開示している
企業は約1割（約1割）であり、前期とほぼ同様の割合
であった。
ガバナンスの開示において、当期の有価証券報告書で
開示割合が最も低かったのが本項目である。前期も同様
の状況であり、監督の実効性を判断するうえで重要と考
えられるスキル及びコンピテンシーに関する開示が弱い
ことがうかがえる。開示例として、取締役の専門性に関
する記述や、有価証券報告書の第4【提出会社の状況】
の4【コーポレート・ガバナンスの状況等】における、
第三者による取締役会の実効性評価の結果などを参照し
ている事例が見られた。

④　機関又は個人がリスク及び機会について、どのよう
に、どの頻度で情報を入手しているか
全般的なガバナンス
サステナビリティ全般に関するガバナンスにおいて、
開示している企業は約7割（約6割）であり、前期から
若干の増加であった。
気候関連に関するガバナンス
気候関連に関するガバナンスにおいて、開示している
企業は約4割（約4割）であり、前期とほぼ同様の割合
であった。
上記のガバナンスに共通する傾向として、「〇〇〇委
員会が年2回以上開催され、取締役会に報告しておりま
す。」といった開示が多かった。頻度については、前期
同様、企業の取組みの状況によって「少なくとも年1回」
「半期に1回」「四半期ごと」など様々であった。また、
「〇〇〇委員会において協議等を行うとともに、代表取
締役社長を議長とする経営会議で付議・議論したうえ
で、取締役会に適時・適切に付議・報告しております。」
などのように「適宜」「必要に応じて」「定期的に」な
ど、具体的な頻度の記載がない開示も見られた。

⑤　企業の戦略、意思決定及びリスク管理のプロセスや
関連する方針を監督するにあたり、リスク及び機会を
どのように考慮しているか（リスク及び機会間のト
レードオフの考慮を含む）
全般的なガバナンス
サステナビリティ全般に関するガバナンスにおいて、
開示している企業は約5割（約5割）であり、前期とほ
ぼ同様の割合であった。
気候関連に関するガバナンス
気候関連に関するガバナンスにおいて、開示している

企業は約3割（約3割）であり、前期とほぼ同様の割合
であった。
上記のガバナンスに共通する傾向として、リスクや機

会を考慮している旨の記載はあるが、具体的な内容まで
説明している企業は前期と同様多くはなかった。また、
リスクについての開示はあるが、機会をどのように考慮
したか開示がない企業が当期も見られた。
また、前期と同様リスクと機会のトレードオフについ

ての開示はほとんど見られなかった。

⑥　目標設定をどのように監督し、目標達成に向けた進
捗をどのようにモニタリングしているか（関連するパ
フォーマンス指標が報酬に関する方針に含まれている
かどうか、含まれる場合、どのように含まれているか）

全般的なガバナンス
サステナビリティ全般に関するガバナンスにおいて、

開示している企業は約6割（約5割）であり、前期から
若干の増加であった。
気候関連に関するガバナンス
気候関連に関するガバナンスにおいて、開示している

企業は約5割（約4割）であり、前期から約1割の増加で
あった。
全般的ガバナンスにおいては、モニタリングの手法の

一つとして、サステナビリティに関連するパフォーマン
ス指標が報酬に関する方針に含まれていることを開示し
ている企業が増加している。この場合、ガバナンスの区
分には概要を記載し、有価証券報告書の第4【提出会社
の状況】の4【コーポレート・ガバナンスの状況等】に
おいて詳細な評価方法を開示している企業が多かった。

（2）経営者の役割
①　経営者又は委員会等への役割の委任に関する情報
（委任されていない場合はその旨）
全般的なガバナンス
サステナビリティ全般に関するガバナンスにおいて、

開示している企業は約6割（約6割）であり、前期とほ
ぼ同様の割合であった。
気候関連に関するガバナンス
気候関連に関するガバナンスにおいて、開示している

企業は約4割（約4割）であり、前期とほぼ同様の割合
であった。

②　経営者がリスク及び機会の監督を支援するための統
制及び手続に関する情報

全般的なガバナンス
サステナビリティ全般に関するガバナンスにおいて、

開示している企業は約5割（約5割）であり、前期とほ
ぼ同様の割合であった。
気候関連に関するガバナンス
気候関連に関するガバナンスにおいて、開示している

企業は約3割（約3割）であり、前期とほぼ同様の割合
であった。
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上記のガバナンスに共通する傾向として、経営者や経
営者が関与する委員会の役割については記載があるが、
経営者の役割を他の機関にどのように委任しているか、
また、経営者による監督のためにどのような統制及び手
続を行っているかについて具体的な取組みまで開示して
いる企業は、前期と同様多くはなかった。

12　開示府令第二号様式（記載上の注意）（30-2）a

4.2　リスク管理の開示
4.2.1　SSBJ基準における開示要求
開示府令では、リスク管理とは「サステナビリティ関

連のリスク及び機会を識別し、評価し、及び管理するた
めの過程をいう」12とされている。SSBJ基準でも、リス
ク管理の開示目的が一般基準と気候基準で定められてお
り（【図表13】参照）、リスク管理の考え方については、
開示府令とSSBJ基準に大きな違いはない。

【図表13】SSBJ基準におけるリスク管理の開示目的

サステナビリティ全般（一般基準28項（1）（2）） 気候関連（気候基準40項（1）（2））

● サステナビリティ関連のリスク及び機会を識別し、評価
し、優先順位付けし、モニタリングするプロセス（それ
らのプロセスが全体的なリスク管理プロセスに統合され、
用いられているかどうか、また、統合され、用いられて
いる場合、その統合方法及び利用方法を含む）を理解す
ること。

● 企業の全体的なリスク・プロファイル及び全社的なリス
ク管理プロセスを評価すること。

● 気候関連のリスク及び機会を識別し、評価し、優先順位
付けし、モニタリングするプロセス（それらのプロセス
が全体的なリスク管理プロセスに統合され、用いられて
いるかどうか、また、統合され、用いられている場合、
その統合方法及び利用方法を含む）を理解すること。

● 企業の全体的なリスク・プロファイル及び全体的なリス
ク管理プロセスを評価すること。

参考：一般基準及び気候基準に基づきトーマツ作成

上記目的を達成するため、SSBJ基準ではリスク管理
において開示すべき事項が一般基準29項、気候基準41

項で定められている（【図表14】【図表15】参照）。

4.2.2　 SSBJ基準におけるリスク管理の開示項目と有価
証券報告書での開示状況

リスク管理の開示にあたり、サステナビリティ関連の
リスク及び機会を識別、評価及び管理するための過程に

ついて記載する必要がある。一般基準と気候基準で開示
が求められている項目について、2025年3月期の有価
証券報告書における分析対象企業の開示は以下であった
（【図表14】【図表15】参照）。
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【図表14】SSBJ基準において要求されるリスク管理の開示事項（全般的）　専門家調査ﾠプライム1兆円超企業
開示状況

　：75%以上の企業で開示　　　　　 　：50%以上75%未満の企業で開示
　：25%以上50%未満の企業で開示　 　：開示企業25%未満

サステナビリティ全般に関するリスクの開示

【リスク管理】
（一般基準29項）

2024年3月期
開示状況

2025年3月期
開示状況

（1） サステナビリティ関連のリスクを識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングする
ために用いるプロセス及び関連する方針

　 　①　 インプット等の情報

　 　②　 リスクの識別にシナリオ分析を使っているかどうか、使っている場合は使用方法13

　 　③　 リスクの影響の性質、発生可能性及び規模の評価方法

　 　④　 リスクの優先順位付けに関する情報

　 　⑤　 リスクのモニタリング方法

　 　⑥　 プロセス変更の有無と変更内容

（2） サステナビリティ関連の機会を識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングするた
めに用いるプロセス

（3） サステナビリティ関連のリスク及び機会を識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリ
ングするために用いるプロセスが、全体的なリスク管理プロセスに統合され、用いられ
ている程度、並びにその統合方法及び利用方法

参考：一般基準に基づきトーマツ作成

【図表15】SSBJ基準において要求されるリスク管理の開示事項（気候関連）　専門家調査ﾠプライム1兆円超企業

　：75%以上の企業で開示　　　　　 　：50%以上75%未満の企業で開示
　：25%以上50%未満の企業で開示　 　：開示企業25%未満

気候関連に関するリスクの開示

【リスク管理】
（気候基準41項）

2024年3月期
開示状況

2025年3月期
開示状況

（1） 気候関連のリスクを識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングするために用いる
プロセス及び関連する方針

　 　①　 インプット等の情報

　 　②　 リスクの識別にシナリオ分析を使っているかどうか、使っている場合は使用方法

　 　③　 リスクの影響の性質、発生可能性及び規模の評価方法

　 　④　 リスクの優先順位付けに関する情報

　 　⑤　 リスクのモニタリング方法

　 　⑥　 プロセス変更の有無と変更内容

（2） 気候関連の機会を識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングするために用いるプ
ロセス

　 　機会の識別にシナリオ分析を使っているかどうか、使っている場合は使用方法

（3） 気候関連のリスク及び機会を識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングするため
に用いるプロセスが、全体的なリスク管理プロセスに統合され、用いられている程度、
並びにその統合方法及び利用方法

参考：気候基準に基づきトーマツ作成

13　 気候関連以外のリスクの識別にシナリオ分析を使っているかどうか、使っている場合は使用方法について開示している
企業を集計している。
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（1 ）リスクを識別し、評価し、優先順位付けし、
モニタリングするために用いるプロセス及び
関連する方針の開示状況

①　インプット等の情報
全般的なリスク管理
サステナビリティ全般に関するリスク管理において、
開示している企業は約4割であり（約4割）、前期とほぼ
同様の割合であった。
気候関連に関するリスク管理
気候関連に関するリスク管理において、開示している
企業は約4割であり（約4割）、前期とほぼ同様の割合で
あった。
インプット等の情報としては、例えばデータの情報源
や当該プロセスの対象となる事業の範囲に関する情報な
どがあるが、上記のリスク管理に共通する傾向として、
具体的なデータの情報源まで記載している企業は多くは
なかったものの、サステナビリティ関連のリスク及び機
会の評価にあたり、同一のセクターや国に属する先行事
例を情報源としている旨、開示している事例があった。

②　リスクの識別にシナリオ分析を使っているかどう
か、使っている場合は使用方法
全般的なリスク管理
サステナビリティ全般に関するリスク管理において、
気候関連以外でシナリオ分析を使っている旨を開示して
いる企業は1割未満（1割未満、（　）は2024年3月期の
割合。以下同じ）であり、前期とほぼ同様の割合であっ
た。
気候関連以外の事例としては、生物多様性への対応と
してシナリオ分析を行っている開示例14などが見られ
た。
気候関連に関するリスク管理
気候関連に関するリスク管理において、開示している
企業は約8割（約7割）であり、前期より開示する企業
が増えている。
当期の有価証券報告書の気候関連のリスク管理の開示
において、開示割合が最も高かったのが本項目である。
気候関連のシナリオ分析の詳細については有価証券報告
書では言及せず、別途公表する統合報告書などを参照す
る事例が一定数見られたものの、気候変動に伴うリスク
及び機会について、具体的にシナリオ分析の結果を開示
している事例が多く見られた。シナリオ分析の対象範囲
（事業、資産等）について言及する事例もあった。
また、シナリオ分析の結果については、戦略の区分で
詳細を開示している企業も多く見られた。採用している
シナリオは、1.5℃シナリオ、4℃シナリオを採用して
いる企業が多く、それ以外には、2℃シナリオなどを採
用している企業もあった。また、TCFD提言において推
奨されている2℃以下の世界を含む、複数のシナリオ分

14　 生物多様性への対応の開示事例として、「TNFDが推奨するLEAP分析に基づき、バリューチェーンにおける包括的な自然
関連課題を認識、評価するための分析を実施した。」などの事例が見られた。

析の結果を開示している企業が多かった。

③　リスクの影響の性質、発生可能性及び規模の評価方
法

全般的なリスク管理
サステナビリティ全般に関するリスク管理において、

開示している企業は約4割（約4割）であり、前期とほ
ぼ同様の割合であった。
気候関連に関するリスク管理
気候変動に関するリスク管理において、開示している

企業は約5割（約5割）であり、前期とほぼ同様の割合
であった。
リスクの影響の性質、発生可能性及び規模の評価方法

に関する情報とは、例えば定性的要因、定量的閾値又は
その他の基準を考慮しているかどうかの情報などがあ
る。具体的に発生可能性を時間軸で示した事例や影響度
を規模で示した事例があった。上記のリスク管理に共通
する傾向として、詳細は有価証券報告書の他の項目など
を参照としている企業が多く見られた。具体的には、全
般的なリスク管理では、詳細については有価証券報告書
の第2【事業の状況】の3【事業等のリスク】を参照し
ている企業が多く見られた。また、気候関連に関するリ
スク管理では、ガバナンスではなく戦略の区分を参照先
とし、シナリオ分析の結果と併せて開示している企業が
多く見られた。

④　リスクの優先順位付けに関する情報
全般的なリスク管理
サステナビリティ全般に関するリスク管理において、

開示している企業は約4割（約4割）であり、前期とほ
ぼ同様の割合であった。
気候関連に関するリスク管理
気候関連に関するリスク管理において、開示している

企業は約4割（約4割）であり、前期とほぼ同様の割合
であった。

⑤　リスクのモニタリング方法
全般的なリスク管理
サステナビリティ全般に関するリスク管理において、

開示している企業は約7割（約7割）であり、前期とほ
ぼ同様の割合であった。
気候関連に関するリスク管理
気候関連に関するリスク管理において、開示している

企業は約6割（約6割）であり、前期とほぼ同様の割合
であった。
上記④⑤のリスク管理に共通する傾向として、重要な

リスクの特定に至る過程や重要なサステナビリティ課題
（マテリアリティ）の特定プロセスやモニタリング方法
について、「〇〇〇委員会での審議を経て、取締役会で
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定期的にレビューし、随時見直しを行っています。」な
ど、簡潔に開示している企業がある。一方で、具体的な
プロセスなどについて詳細に開示、あるいは、リスク管
理プロセスについて体制図を用いながら分かりやすく記
載している企業に分かれた。また、リスクの優先順位付
けについては、戦略で詳細を開示している企業も多く見
られた。

⑥　プロセス変更の有無と変更内容
全般的なリスク管理
サステナビリティ全般に関するリスク管理において、
開示している企業は約1割（約1割）であり、前期とほ
ぼ同様の割合であった。
気候関連に関するリスク管理
気候関連に関するリスク管理において、開示している
企業は約1割（約1割）であり、前期とほぼ同様の割合
であった。
当期の有価証券報告書において、開示割合が低かった
のが本項目である（全般的なリスク管理及び気候関連に
関するリスク管理のいずれにおいても、最も開示割合が
低い項目であった）。開示がないのは、企業がリスクを
識別し、評価し、優先順位付けし、モニタリングするた
めのプロセスが、前期と比較して変更がないためとも推
測されるが、当該プロセスの変更の有無は、投資家に
とっても重要な情報であるため、プロセスの変更がない
場合は、その旨を開示することが有用と思われる。
令和6年度有価証券報告書レビュー結果においても、
課題②及び③として、サステナビリティ関連のリスクを
識別、評価及び管理するための過程に関する記載がない
又は不明瞭である点が指摘されている。上記①から⑥に
関連し、リスク及び機会を識別、評価及び管理するため
の過程について記載が必要である点は留意が必要だろ
う。現状、「リスク管理を行っている旨」の記載に留
まっているような企業においては、具体的なプロセスな
どについて開示を行うよう見直しが必要である。

（2 ）機会を識別し、評価し、優先順位付けし、
モニタリングするために用いるプロセス

全般的なリスク管理
サステナビリティ全般に関するリスク管理において、
開示している企業は約5割（約5割）であり、前期とほ
ぼ同様の割合であった。
気候関連に関するリスク管理
気候関連に関するリスク管理において、開示している
企業は約3割（約1割）であり、前期より開示する企業
が増えている。
前期の有価証券報告書における気候関連に関するリス
ク管理で、開示割合が低かった項目であるが、当期の有

価証券報告書では、気候関連に関する機会を識別し、評
価し、優先順位付けし、モニタリングするためのプロセ
スを開示する企業が増加している。
また、気候基準では、当該プロセスに関する情報とし

て気候関連のシナリオ分析の利用の有無（利用している
場合はその利用方法）の開示も求められている（気候基
準41項（2）①②）が、気候関連のシナリオ分析を行って
いる企業のうち、機会の識別にシナリオ分析を用いてい
る旨を開示している企業は、約6割（約5割）であり、
前期より開示する企業が増えている。

TCFD提言ではリスク管理に関連するプロセスに焦点
を当てているが、ISSB基準（IFRS S1号及びIFRS S2号）
及びSSBJ基準では、リスクのみならず機会を含むよう
に開示を拡張している。これは、リスク及び機会は同じ
不確実性の源泉からもたらされるか又はそれに関連して
いる可能性があるとの考えから、機会についても含めた
もの（一般基準29項（2）、BC57、気候基準41項（2））
である。
リスク管理における機会の開示について、令和6年度

有価証券報告書レビュー結果においても、課題③とし
て、サステナビリティ関連の機会を識別、評価及び管理
するための過程に関する記載がない点が継続指摘されて
いるが、未だ記載がない企業が一定数見受けられるた
め、留意が必要である。

（3 ）リスク及び機会を識別し、評価し、優先順
位付けし、モニタリングするために用いるプ
ロセスが、全体的なリスク管理プロセスに統
合され、用いられている程度、並びにその統
合方法及び利用方法

全般的なリスク管理
サステナビリティ全般に関するリスク管理において、

開示している企業は約5割（約4割）であり、前期より
開示する企業が増えている。
気候関連に関するリスク管理
気候関連に関するリスク管理において、開示している

企業は約5割（約5割）であり、前期とほぼ同様の割合
であった。
上記リスク管理に共通する傾向として、全社的なリス

ク管理プロセスに統合されている旨、簡潔に開示してい
る企業が多く、具体的な統合方法や利用方法まで踏み込
んで開示している企業は多くはなかった。

4.3　戦略の開示
以降については、第2回（本誌2026年1月号）及び第

3回（本誌2026年2月号）で解説予定。

以　上
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企業会計基準委員会（ASBJ）は、2025年10月
29日に、企業会計基準公開草案第89号「金融商品
に関する会計基準（案）」等を公表した。

ASBJが2016年に公表した中期運営方針では、我
が国における会計基準を国際的に整合性のあるもの
とするための取組みの一つとして金融商品に関する
会計基準を挙げており、我が国における会計基準の
改訂に向けた検討に着手するか否かの検討を行うと
していた。

ASBJは、金融商品に関する会計基準の開発（改
正）に着手することは、我が国の会計基準を高品質
なものとすることにつながり得ると考えており、ま
た、金融危機時以降に改正された国際的な会計基準
との整合性を図ることになり、国内外の企業間の財
務諸表の比較可能性を向上させることに寄与し得る
ものと考えた。しかしながら、我が国の企業におい
て多くの適用上の課題が生じることが想定されたこ
とから、ASBJは、2018年８月に金融商品会計の開
発に着手するか否かを決定する前の段階で、適用上
の課題とプロジェクトの進め方に対する意見を幅広
く把握するために「金融商品に関する会計基準の改
正についての意見の募集」を公表した。
この際、「金融資産の減損」に関しては、国際的
に予想信用損失モデルが導入されており、国際的な
整合性を図る観点から、開発に着手する意義は高い
と考えられた。
これらの状況を踏まえ、ASBJは、第419回企業
会計基準委員会（2019年10月25日開催）におい
て、金融資産の減損について会計基準の開発に着手
することとし、検討を重ねてきた。また、これに合
わせて、金融商品の分類及び測定に関して、金融商
品の分類に関する枠組みを維持した上で予想信用損
失モデルを取り入れるにあたり最小限の見直しを行
い、検討を重ねた。

2025年10月20日開催の第561回企業会計基準委
員会において、以下の企業会計基準、企業会計基準
適用指針、実務対応報告及び移管指針の公開草案
（以下合わせて「本公開草案」という。）の公表が承
認され、2025年10月29日に公表されている。

● 企業会計基準公開草案第89号（企業会計基準第
10号の改正案）「金融商品に関する会計基準
（案）」
● 企業会計基準適用指針公開草案第88号「金融資
産の予想信用損失に係る会計上の取扱いに関する
適用指針（案）」

● 企業会計基準適用指針公開草案第90号（企業会
計基準適用指針第19号の改正案）「金融商品の時
価等の開示に関する適用指針（案）」

● 移管指針公開草案第17号（移管指針第９号の改
正案）「金融商品会計に関する実務指針（案）」

● 移管指針公開草案第18号（移管指針第12号の改
正案）「金融商品会計に関するQ＆A（案）」

● 企業会計基準公開草案第90号（企業会計基準第
11号の改正案）「関連当事者の開示に関する会計
基準（案）」

● 企業会計基準公開草案第91号（企業会計基準第
29号の改正案）「収益認識に関する会計基準
（案）」
● 企業会計基準公開草案第92号（企業会計基準第

34号の改正案）「リースに関する会計基準（案）」
● 企業会計基準公開草案第93号（企業会計基準第

37号の改正案）「期中財務諸表に関する会計基準
（案）」
● 企業会計基準適用指針公開草案第89号（企業会
計基準適用指針第13号の改正案）「関連当事者の
開示に関する会計基準の適用指針（案）」

● 企業会計基準適用指針公開草案第91号（企業会
計基準適用指針第30号の改正案）「収益認識に関
する会計基準の適用指針（案）」

● 企業会計基準適用指針公開草案第92号（企業会
計基準適用指針第33号の改正案）「リースに関す
る会計基準の適用指針（案）」

● 企業会計基準適用指針公開草案第93号（企業会
計基準適用指針第34号の改正案）「期中財務諸表
に関する会計基準の適用指針（案）」

● 実務対応報告公開草案第71号（実務対応報告第
30号の改正案）「従業員等に信託を通じて自社の
株式を交付する取引に関する実務上の取扱い
（案）」

会計・監査

ASBJ：企業会計基準公開草案第89号「金
融商品に関する会計基準（案）」等の公表
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● 移管指針公開草案第16号（移管指針第７号の改
正案）「持分法会計に関する実務指針（案）」

なお、金融資産及び金融負債の分類及び測定（本
公開草案の範囲に含めた領域を除く。）については、
本公開草案の公表後、見直しの着手に関する方向性
について議論を行う予定とされている。
また、本公開草案が最終化され適用する際に、実

務に資するための情報を提供することを目的とし
て、補足文書（案）「金融資産の予想信用損失に係
る会計上の取扱いについて（案）」（以下「補足文書

（案）」という。）があわせて公表されている。

コメント募集期間は、2026年２月６日までとさ
れている。

詳細については、ASBJのウェブページ（企業会
計基準公開草案第89号「金融商品に関する会計基
準（案）」等の公表｜企業会計基準委員会）を参照
いただきたい。

以　上
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企業会計基準委員会（ASBJ）は、2025年11月
11日に、実務対応報告第47号「非化石価値の特定
の購入取引における需要家の会計処理に関する当面
の取扱い」を公表した。

近年、多くの企業が脱炭素、低炭素化に向けた取
組みを活発化させており、当該取組みの1つとして、
いわゆるバーチャル電力購入契約（Virtual Power 
Purchase Agreement）（以下「バーチャルPPA」
という。）により取得した非化石価値と別途調達す
る再生可能電力でない電力を組み合わせることで実
質的に再生可能電力を調達したことと同じ効果を得
られる手法がみられる。
今後も各企業の環境意識の高まりとともに、バー
チャルPPAの利用がさらに拡大することが見込まれ
る中、バーチャルPPAに関する会計上の取扱いが明
確ではないとして、2023年11月に公益財団法人財
務会計基準機構内に設けられている企業会計基準諮
問会議に対して、バーチャルPPAの需要家における
会計処理について検討するよう要望が寄せられた。
これを受けて、2024年7月に開催された第530
回企業会計基準委員会において、企業会計基準諮問
会議より、バーチャルPPAの会計処理に関して、標

記の「非化石価値の特定の購入取引における需要家
の会計処理に関する当面の取扱い」（以下「本実務
対応報告」という。）の開発時点の我が国における
バーチャルPPAに関する実務を考慮してニーズの高
い領域について当面の取扱いを定めることがASBJ
に提言され、ASBJでは、バーチャルPPAにおいて
取引される非化石価値に係る需要家の会計処理に関
する当面の取扱いについて検討が重ねられた。
今般、2025年11月4日開催の第563回企業会計
基準委員会において、本実務対応報告の公表が承認
され、2025年11月11日に公表されている。
本実務対応報告については、2025年3月11日に
公開草案を公表し、広くコメント募集を行った後、
ASBJに寄せられた意見を踏まえて検討を行い、公
開草案の内容を一部修正した上で公表するに至った
ものである。

詳細については、ASBJのウェブページ実務対応
報告第47号「非化石価値の特定の購入取引におけ
る需要家の会計処理に関する当面の取扱い」の公表
｜企業会計基準委員会を参照いただきたい。

以　上

会計・監査

ASBJ：実務対応報告第47号「非化石価
値の特定の購入取引における需要家の会
計処理に関する当面の取扱い」の公表
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サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局は、
2025年10月31日に次のSSBJハンドブックを公表
した。
　 ●ガバナンスに関する開示
　 ●  スコープ3温室効果ガス排出の測定方法及び開
示

　 ●セクター別脱炭素アプローチ
SSBJハンドブックは、SSBJ事務局が、SSBJ基準

を利用する際の便宜を考慮して作成する解説であ
り、SSBJハンドブックに含める論点は、関係者の
ニーズが高いもの（これまでにSSBJに多くの質問
が寄せられたもの等）から、SSBJ事務局のリソー
ス等を考慮して決定したものである。

SSBJハンドブックは、SSBJの審議を経ずに公表
している。SSBJハンドブックは、SSBJ基準を構成
しないため、SSBJハンドブックの内容に従わない
場合であっても、SSBJ基準に準拠している旨を表
明することができる。

これまでに公表したSSBJハンドブックはこちら　
SSBJハンドブック｜サステナビリティ基準委員会

詳細については、SSBJのウェブページ2025年10
月SSBJハンドブックの公表｜サステナビリティ基
準委員会を参照いただきたい。

以　上

会計・監査

SSBJ：サステナビリティ基準委員会
（SSBJ）事務局が、「SSBJハンドブック」
を公表（10月31日）
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日本公認会計士協会（監査・保証基準委員会）
は、我が国におけるサステナビリティ情報に関する
制度保証の開始に向けて、サステナビリティ情報の
保証業務に関する新たな実務指針となる、サステナ
ビリティ保証業務実務指針5000「サステナビリ
ティ情報の保証業務に関する実務指針」の公開草案
を2025年10月15日に公表した。意見募集期限は、
2025年12月15日である。

また、関連する公表物として、以下を予定してい
る。

● 品質管理基準報告書第1号「監査事務所における
品質管理」の改正　

●実務ガイダンス（我が国の制度保証に対応した保
証報告書の文例等）の公表

詳細については、JICPAのウェブページ「サステ
ナビリティ保証業務実務指針5000「サステナビリ
ティ情報の保証業務に関する実務指針」」（公開草
案）の公表についてを参照いただきたい。

以　上

会計・監査

JICPA：「サステナビリティ保証業務実務
指針5000「サステナビリティ情報の保証
業務に関する実務指針」」（公開草案）の
公表
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総務省は、2025年9月29日に「独立行政法人会
計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」の改訂
を公表した。2025年7月17日に「独立行政法人会
計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」の改訂
案が公表され、2025年8月21日まで意見募集が行
われていた。

1.ﾠ 改訂の趣旨
近年、独立行政法人を取り巻く環境の変化や取引

内容の多様化等により、本来は損益均衡を確保すべ
き取引であるにもかかわらず損益均衡が確保されて
いない等の状況が見受けられていたことから、今
般、損益均衡の観点から必要と考えられる独立行政
法人会計基準の改訂について、検討が行われた。ま
た、企業会計基準第34号「リースに関する会計基
準」（2024年9月13日企業会計基準委員会）が公表
されたことを受け、独立行政法人会計基準について
もリースに係る単一の会計処理モデルを導入すべき

か否かについて検討が行われ、所要の改訂が行われ
た。

2.ﾠ 適用時期
改訂後の基準及び注解は、令和8事業年度から適
用する。
ただし、リースに係る改訂については、令和11
事業年度から適用することを原則とし、より早期に
適用することも認められるものとされている。

詳細については以下のウェブページを参照いただ
きたい。
　「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会
計基準注解」の改訂案に関する意見募集の結果につ
いて｜e-Govパブリック・コメント

以　上

会計・監査

総務省：「独立行政法人会計基準」及び「独
立行政法人会計基準注解」の改訂案に関
する意見募集の結果の公表
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令和7年12月決算においては、主に令和6年度税制改
正の内容が初めての適用を迎える。本稿では、令和6年
度税制改正のうち初めて適用を迎えると考えられる項目
や、令和7年度税制改正のうち、税効果会計などにおい
て考慮されるであろう主要項目について解説を行う。

令和6年度税制改正による主要項目

1.ﾠ 給与等の支給額が増加した場合の税額
控除制度
構造的・持続的な賃金上昇の動きを拡げることを目的
として、賃上げ促進税制が強化された。大企業、中堅企
業、中小企業に区分し、企業の規模に応じた賃上げ率の
要件を設定し、賃上げ率の増加等に応じて控除率を増加
させることにより企業の賃上げをさらに促進する見直し
が行われた。
また、子育てと仕事の両立支援や女性活躍の推進に積
極的な企業に対する厚生労働者による認定を受けている
企業に対して控除率の上乗せ措置を講じられたことによ

り、最大の控除率が、大企業・中堅企業では改正前の
30％から35％に、中小企業では改正前の40％から
45％に引き上げられた。
さらに、中小企業の多くが欠損法人であり、欠損法人

に対して税制措置のインセンティブが有効となっていな
い現状を考慮して、中小企業に対して新たに繰越税額控
除制度が創設された。

（1）全法人向けの措置
1）　概要
賃上げ促進税制は、継続雇用者給与等支給額が前事業

年度と比べて3％以上増加している場合等に、その増加
額（控除対象雇用者給与等支給増加額）の一部を法人税
から税額控除できる制度である。本措置については、控
除対象雇用者給与等支給増加額に乗ずる税額控除率が原
則の15％から10％へ引き下げられた一方で、最大控除
率が30％から35％へ拡大される等の税額控除率につい
て次の見直しが行われた上、その適用期限が3年延長さ
れた（措法42の12の5①）。

項目 改正前 改正後

税
額
控
除
率

原則 控除対象雇用者給与等支給増加額×税額
控除率15％

控除対象雇用者給与等支給増加額×税額控除率10％

上乗せ①
賃上げ
要件

継続雇用者給与等支給額≧
前期の継続雇用者給与等支
給額×104％である場合

税額控除率
に10％加算

継続雇用者給与等支給額≧
前期の継続雇用者給与等支給額×104％
である場合

税額控除率
に5％加算

継続雇用者給与等支給額≧
前期の継続雇用者給与等支給額×105％
である場合

税額控除率
に10％加算

継続雇用者給与等支給額≧
前期の継続雇用者給与等支給額×107％
である場合

税額控除率
に15％加算

上乗せ②
教育訓練
要件

教育訓練費の額の前期教育
訓練費の額に対する増加割
合≧20％である場合

税額控除率
に5％加算

教育訓練費の額の前期教育訓練費の額に
対する増加割合≧10％
かつ、
教育訓練費の額≧雇用者給与等支給額×
0.05％である場合

税額控除率
に5％加算

上乗せ③
女性活躍・
子育て支援

― プラチナくるみん認定又はプラチナえる
ぼし認定を受けている場合

税額控除率
に5％加算

税務

令和7年12月決算における税務上の留意
事項

デロイト トーマツ税理士法人
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2）　マルチステークホルダー要件の見直し
本措置の適用を受けるための要件として、資本金の額
等が10億円以上かつ常時使用する従業員の数が1,000
人以上である場合には「給与等の支給額の引上げの方
針、取引先との適切な関係の構築の方針その他の事項」
（いわゆるマルチステークホルダー方針）を公表しなけ
ればならないこととされているが、この要件について以
下の見直しが行われた（措法42の12の5①）。すでに過

年度よりマルチステークホルダー方針を公表している場
合であっても、免税事業者への配慮について記載事項を
追加したものを改めて公表する必要がある点に留意が必
要である。併せて、マルチステークホルダー方針のホー
ムページへの公表は、適用事業年度の終了の日までに行
わなければならないこととされた（事業上の関係者との
関係の構築の方針の公表及び届出に係る手続を定める告
示（令和4年経済産業省告示第八十八号）2②）。

項目 改正後

マルチステーク
ホルダー要件の
見直し

■　 常時使用する従業員の数が2,000人を超えるものが加えられる
■　 消費税の免税事業者との適切な関係の構築の方針についても記載が行われるよう、記載方針（取
引先に消費税の免税事業者が含まれること）を明確化

■　 マルチステークホルダー方針のホームページへの掲載は、適用事業年度の終了の日までに行わな
ければならないこととされた（改正前：事業年度終了の翌日から起算して45日以内）（事実上経済
産業省への届出の期限と同様）

（2 ）従業員数2,000人以下の青色申告書提出法
人についての制度
従来の大企業のうち、常時使用従業員数2,000人以下

の企業（中堅企業）について、従来の賃上げ率の要件を
維持しつつ、控除率を見直すよう、以下の措置が追加さ
れた（措法42の12の5②、⑤十）。

項目 改正後

対象法人
■　 青色申告書提出法人で常時使用する従業員の数が2,000人以下であるもの
■　 その法人とその法人との間にその法人による支配関係がある法人（海外法人含む）の常時使用する
従業員の数の合計数が1万人を超えるものを除く

対象事業年度 令和6年4月1日から令和9年3月31日までの間に開始する各事業年度

適用要件

■　 継続雇用者給与等支給額の前期の継続雇用者給与等支給額に対する増加割合≧3％であるとき
■　 資本金の額等が10億円以上であり、かつ、常時使用する従業員の数が1,000人以上である場合は、
マルチステークホルダー方針をインターネットを利用する方法により公表したことを経済産業大臣
に届け出ている場合に限り、適用がある

税額控除の
内容

■　 控除対象雇用者給与等支給増加額×税額控除率10％の税額控除ができる
■　 ただし、控除税額は当期の法人税額の20％を上限

税額控除率の
加算措置

継続雇用者給与等支給額≧前期の継続雇用者給与等支給額×104％
である場合 税額控除率に15％加算

教育訓練費の額の前期教育訓練費の額に対する増加割合≧10％
かつ、教育訓練費の額≧雇用者給与等支給額×0.05％である場合

税額控除率に5％加算

プラチナくるみん認定又はプラチナえるぼし認定を受けている事業年度又は
えるぼし認定（3段階目）を受けた事業年度である場合（※）

税額控除率に5％加算

（※）　 プラチナくるみん認定及びプラチナえるぼし認定については、認定を受けている限り継続して加算措置を受けられるが、えるぼし
認定（3段階目）についてはその認定を受けた事業年度に限り加算措置が適用できる点に留意が必要である。

（3 ）中小企業者向けの措置
中小企業者向けの賃上げ促進税制は、雇用者給与等支
給額が前事業年度と比べて1.5％以上増加している場合
に、その増加額の一部を法人税から税額控除できる制度
である。本措置については、新たに繰越控除制度を創設
し、これまで本税制を活用できなかった赤字企業に対し

ても賃上げにチャレンジできるよう見直されたことに加
え、最大控除率が40％から45％へ拡大される等の税額
控除率について次の見直しが行われた。その上で、適用
期限が3年延長された（措法42の12の5③④、⑤十二、
⑦⑧）。
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項目 改正前 改正後

税
額
控
除
率

原則 （雇用者給与等支給額ー前期の雇用者給与
等支給額）×税額控除率15％

（改正なし）

上乗せ①
賃上げ要件

雇用者給与等支給額≧
前期の雇用者給与等支給
額×102.5％である場合

税額控除率に
15％加算

（改正なし）

上乗せ②
教育訓練
要件

教育訓練費の額≧前期の
教育訓練費の額×110％
である場合

税額控除率に
10％加算

教育訓練費の額≧前期の教育訓練費の
額×105％
かつ
教育訓練費の額≧雇用者給与等支給額
×0.05％である場合

税額控除率に
10％加算

上乗せ③
女性活躍・
子育て支援

―

プラチナくるみん認定若しくはプラチ
ナえるぼし認定を受けている場合又は
くるみん認定若しくはえるぼし認定（2
段階目以上）を受けた事業年度である
場合（※）

税額控除率に
5％加算

繰越税額控除
制度の新設

制度なし
（控除限度超過額は、繰越不可）

■　 控除限度超過額は5年間の繰越しができることとさ
れる。

■　 繰越税額控除をする事業年度において雇用者給与等
支給額＞前期雇用者給与等支給額の場合に限り適用
できる。

■　 繰越控除制度は控除未済額が発生した事業年度の確
定申告書に一定の明細書の添付が必要である。ま
た、発生事業年度以後も各事業年度の確定申告書に
「繰越税額控除限度超過額の明細書」の添付がある
場合で、かつ、適用を受ける事業年度の確定申告書
に控除対象となる繰越税額控除限度超過額、控除を
受ける金額及び当該金額の計算に関する明細を記載
した書類の添付がある場合に限り、適用される。

■　 繰越税額控除限度超過額が発生した事業年度におい
て中小企業に該当していれば、その後大法人に該当
した場合も繰越控除は可能

（※）　 プラチナくるみん認定及びプラチナえるぼし認定については、認定を受けている限り継続して加算措置を受けられるが、くるみん
認定及びえるぼし認定（2段階目以上）についてはその認定を受けた事業年度に限り加算措置が適用できる点に留意が必要である。

（4）事業税付加価値割についての措置
上述の法人税における賃上げ促進税制の見直しに合わ
せ、法人事業税付加価値割についても、同税制の見直し
後の要件と同様の要件を満たす法人に対して、以下の措
置がとられた。
■　 法人が令和6年4月1日から令和9年3月31日までの
間に開始する事業年度において国内雇用者に対して
給与等を支給する場合において、継続雇用者給与等
支給額の前期の継続雇用者給与等支給額に対する増
加割合が3％以上である等の要件を満たすときは、

控除対象雇用者給与等支給増加額を付加価値割の課
税標準から控除できる（地法附9⑬）

■　 外形標準課税の対象法人の見直しに伴い、中小企業
者等が令和7年4月1日から令和9年3月31日までの
間に開始する各事業年度において、雇用者給与等支
給額の前期雇用者給与等支給額に対する増加割合が
1.5％以上である等の要件を満たすときは、控除対
象雇用者給与等支給増加額を付加価値割の課税標準
から控除できる（地法附9⑭）
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（5 ）子育て仕事の両立支援・女性活躍支援に関する要件の概要

旧くるみん
（※1）
トライくる
みん
トライくる
みんプラス

くるみん
（※2）
くるみんプ
ラス

プラチナく
るみん
プラチナく
るみんプラ
ス

えるぼし
（1段階目）

えるぼし
（2段階目）

えるぼし
（3段階目）

プラチナえ
るぼし

全法人向け × × ○ × × × ○

中堅企業向け × × ○ × × ○ ○

中小企者等向け × ○ ○ × ○ ○ ○

（※1）　 令和4年3月31日以前の改正前の基準によるくるみん認定は加算措置の対象外
（※2）　 令和4年3月31日以前の改正前のくるみん認定基準を前提に取り組んでおり、男性の育児休業等の取得に関する基準の算出に当た

って、令和4年4月1日から当初の計画期間の終期までを計画期間とみなして算出し、くるみん認定・くるみんプラス認定を受けた
場合は加算措置の対象

【参考】　 「令和6年度法人税関係法令の改正の概要」11頁（国税庁ウェブサイト（PDF））

（6）その他
その他、以下の見直しが行われた。

項目 改正後

給与等支給額
から控除する金額

給与等の支給額から控除する「給与等に充てるため他の者から支払を受ける金額」から、看護職員処
遇改善評価料及び介護職員処遇改善加算その他の役務の提供の対価の額が除外される（措法42の12
の5⑤四、措通42の12の5-2）。

2.ﾠ 特定税額控除規定の停止措置の見直し
と延長
賃上げ促進税制や国内投資促進税制の強化を通じて賃
上げや国内投資に積極的な企業を後押しする一方、収益
が拡大しているにもかかわらずこれらに消極的な企業に

対する特定税額控除規定の停止措置（いわゆる「ムチ税
制」）が強化された。具体的にはこのムチ税制について、
その適用期限が3年延長された上、一定の大企業に対す
る要件の上乗せ措置の対象の拡大や要件の強化が行われ
た（措法42の13⑤）。

項目 改正後

資本金の額等が10億円以上であり、かつ、常
時使用する従業員の数が1,000人以上である場
合及び前事業年度の所得の金額が零を超える一
定の場合のいずれにも該当する場合における要

件の上乗せ措置（※1）（※2）

■　 本措置の対象に、常時使用する従業員の数が2,000人を超える場合
及び前事業年度の所得の金額が零を超える一定の場合のいずれに
も該当する場合が加えられる

■　 国内設備投資額に係る要件を、国内設備投資額が当期償却費総額
の40％（改正前：30％）を超えることとされる

継続雇用者給与等支給額に係る要件を判定する
場合に給与等の支給額から控除する「給与等に
充てるため他の者から支払を受ける金額」

看護職員処遇改善評価料及び介護職員処遇改善加算その他の役務の提
供の対価の額が含まれないこととされる（措法42の12の5⑤四）

適用期限 ■　 3年延長

（※1）　 改正前の上乗せ措置では、継続雇用者給与等支給額に係る要件について、「継続雇用者給与等支給額が継続雇用者比較給与等支給
額を超えること」から、「継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に対する増加割合が1％以上（令和4年4月1日
から令和5年3月31日までの間に開始する事業年度にあっては、0.5％以上）」と要件が強化されており、今回の改正でさらに国内
設備投資額に係る要件も強化された。

（※2）　 グループ通算制度を適用している法人の試験研究を行った場合の税額控除制度の適用判定について、上乗せ措置適用法人に該当す
るかの判定は以下のとおり行われる（措法42の13⑦）。

　 　　✓　 資本金の額等及び常時使用する従業員数：通算グループ内のいずれかの通算法人が上記の要件を充足するかを判定する
　 　　✓　 所得金額：通算グループ全体の合計額で判定する
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3.ﾠ 中小企業事業再編投資損失準備金制度
（中小企業経営資源集約化税制）の見
直し
成長意欲のある中堅・中小企業が、複数の中小企業を
子会社化し、グループ一体となって成長していくことを
後押しするために、令和3年度税制改正で創設された中
小企業事業再編投資損失準備金制度が拡充された。
具体的には、産業競争力強化法が改正され、青色申告
書提出法人で同法の改正法の施行日から令和9年3月31
日までの間に産業競争力強化法の特別事業再編計画の認

定を受けた認定特別事業再編事業者であるものが、その
認定に係る特別事業再編計画に従って他の法人の株式等
の取得（購入による取得に限る）をし、かつ、これをそ
の取得の日を含む事業年度終了の日まで引き続き有して
いる場合において、その株式等の価格の低落による損失
に備えるため、その株式等の取得価額に次の株式等の区
分に応じそれぞれ次の割合を乗じた金額以下の金額を中
小企業事業再編投資損失準備金として積み立てたとき
は、その積み立てた金額は、その事業年度において損金
算入できる措置が加えられている（措法56①）。

株式等の区分 割合

その認定に係る特別事業再編計画に従って最初に取得をした株式等 90％（改正前：70％）

上記に掲げるもの以外の株式等 100％（改正前：70％）

なお、株式を取得した事業年度において積み立てた準
備金は、その積み立てた事業年度終了の日の翌日から
10年（改正前：5年）を経過した日を含む事業年度から
5年間でその経過した準備金残高の均等額を取り崩し、
益金算入される（措法56②）。ただし、その株式等の全
部又は一部を有しなくなった場合又はその株式等の帳簿
価額を減額した場合等には、その該当することとなった
日を含む事業年度において取り崩し、益金算入される
（措法56③）。

4.ﾠ イノベーションボックス税制の創設
国際競争が進む中、わが国の研究開発拠点としての立

地競争力を強化し、民間による無形資産投資を後押しす
るために、国内で自ら行う研究開発の成果として生まれ
た知的財産から生じる所得に対して優遇するイノベー
ションボックス税制が創設された（措法59の3）。
具体的には、企業が国内で自ら研究開発を行った特許

権又はAI分野のソフトウェアに係る著作権について、当
該知的財産の国内第三者への譲渡所得又は国内外におけ
る第三者からのライセンス所得に対して、以下のように
所得の30％の所得控除が認められる。
これにより、対象所得については、法人税率約7％相

当の税制優遇（法定実効税率ベースで見ると現在の
29.74％から約20％相当まで引き下がる税制優遇）が
行われることとなる。

特許権譲渡等取引

青色申告法人

特定特許等

譲渡

譲渡所得

貸付け

ライセンス所得 

居住者or
内国法人*1

他の者*1

*1 関連者を除く

所得控除

次のいずれか少ない金額×30%を当該事業年度にて損金算入
・当期の所得の金額
・取引ごとに以下を算出し合計した金額 

*2 令和7年4月1日以後に開始する事業年度に発生したものに限る

特許権譲渡等取引 
に係る所得の金額 × 特定特許等に直接関連する

研究開発の金額の合計額*2

適格研究開発費の額の合計額 
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項目 改正後

対象年度 令和7年4月1日から令和14年3月31日までの間に開始する各事業年度（措法59の3①）

特定特許権等 令和6年4月1日以後に取得又は製作をした特許権及び人工知能関連技術を活用したプログラムの著
作権で、一定のもの（措法59の3②二）

対象取引
（特許権譲渡等取引）

青色申告書を提出する法人が対象年度において行う以下の取引（措法59の3①）
■　 居住者若しくは内国法人（関連者を除く）に対する特定特許権等の譲渡
■　 他の者（関連者を除く）に対する特定特許権等の貸付け（※1）
（※1）　 特定特許権等に係る権利の設定その他他の者に特定特許権等を使用させる行為を含む

所得控除対象額

次の①②の金額のうち、いずれか少ない金額の30％に相当する金額を、その事業年度において損
金算入することができる（措法59の3①）
①　 その事業年度において行った特許権譲渡等取引ごとに以下のA）の金額に、B）の金額のうち
にC）の金額の占める割合を乗じた金額を合計した金額

　　A）　 その特許権譲渡等取引に係る所得の金額
　　B）　 当期及び前期以前（※2）において生じた研究開発費の額（※3）のうち、その特許権譲

渡等取引に係る特定特許等に直接関連する研究開発に係る金額の合計額
　　C）　 上記B）の金額に含まれる適格研究開発費の額（※4）の合計額
②　 当期の所得の金額
（※2）　 令和7年4月1日以後に開始する事業年度に限る
（※3）　 研究開発費の額とは、研究開発費等に係る会計基準における研究開発費の額に一定の調整

を加えた金額をいう（措法59の3②四）
（※4）　 適格研究開発費の額とは、研究開発費の額のうち、特定特許権等の取得費及び支払ライセ

ンス料、国外関連者に対する委託試験研究費並びに国外事業所等を通じて行う事業に係る
研究開発費の額以外のものをいう（措法59の3②五）

その他

令和9年4月1日前に開始する事業年度において、当期において行った特許権譲渡等取引に係る特定
特許権等のうちに令和7年4月1日以後最初に開始する事業年度開始の日前に開始した研究開発に直
接関連するものがある場合には、上記①の金額は次のD）の金額に、E）の金額のうちにF）の金額
の占める割合を乗じた金額とされる（措法59の3①一ロ）
　　D）　 当期において行った特許権譲渡等取引に係る所得の金額の合計額
　　E）　 当期、前期及び前々期において生じた研究開発費の額の合計額
　　F）　 上記E）の金額に含まれる適格研究開発費の額の合計額

5.ﾠ 研究開発税制の見直し
イノベーションボックス税制の創設に伴い、一部目的
が重複する研究開発税制については、試験研究費が減少
した場合の控除率の引下げを行うことにより、投資を増
加させるインセンティブをさらに強化するためのメリハ
リ付けが行われた。

（1 ）一般試験研究費の額に係る税額控除制度の
見直し
研究開発投資を増加させるためのインセンティブを強

化するために、一般試験研究費の額に係る税額控除制度
における税額控除率の算式について、研究開発費が減少
している場合の控除率の段階的な引下げが行われた。ま
た研究開発費が減少している場合における、税額控除率
の下限が撤廃された（措法42の4①一二、⑧三イ（1）
（2））。
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改正前 改正後

増減試験
研究費割合

税額控除率
の計算方法

税額控除率
の上限・下限

増減試験
研究費割合

税額控除率
の計算方法

税額控除率
の上限・下限

税
額
控
除
率

12％以下の
場合

11.5％－（12％－増減試験
研究費割合（※2））×0.25

下限1％

0％未満の
場合 （※1）

下限なし
0％以上12％以下の

場合 （改正前と同様）

12％超の
場合

11.5％＋（増減試験研究費
割合－12％）×0.375◇

上限10％
（14％◇）

12％超の
場合 （改正前と同様）

（改正前と同様）
平均売上金額に対する試験研究費の割合
が10％を超える場合、（上記で算出した割
合）×（控除割増率（※））に相当する割
合を加算する◇
（※）控除割増率＝（試験研究費割合－
10％）×0.5（10％を上限）

（改正前と同様）

 ◇は、令和7年度末までの時限措置
（※1）　 一般試験研究費の額に係る税額控除制度について、増減試験研究費割合が零に満たない事業年度につき、税額控除率が次のとおり

見直された。

事業年度 税額控除率

税
額
控
除
率

令和8年4月1日から令和11年3月31日までの間に開始する事業年度 8.5％＋増減試験研究費割合×8.5
30

令和11年4月1日から令和13年3月31日までの間に開始する事業年度 8.5％＋増減試験研究費割合× 8.5
27.5

令和13年4月1日以後に開始する事業年度 8.5％＋増減試験研究費割合×8.5
25

（※2）　 通算法人については、合算増減試験研究費割合

上記見直しは、令和8年4月1日以後に開始する事業年
度より適用される（令和6年3月30日改正措法附則39①
②）。

（2）制度の対象となる試験研究費の額の範囲
制度の対象となる試験研究費の額について、以下の見

直しが行われた（措法42の4⑲一）。なお、令和7年4月
1日以後に開始する事業年度より適用される（令和6年3
月30日改正措法附則39③）。

項目 改正内容

制度の対象となる
試験研究費の額 ■　 内国法人の国外事業所等を通じて行う事業に係る試験研究費の額が除外される

6.ﾠ 暗号資産の期末時価評価の見直し
（1 ）概要
発行者以外の第三者が保有する市場暗号資産について
は、その保有目的にかかわらず、期末時価評価の対象と
されていたところ、継続的に保有する暗号資産について
は、一定の要件の下、期末時価評価の対象外とする見直
しが行われた。

（2 ）改正後
法人が有する市場暗号資産に該当する暗号資産で、譲

渡についての制限その他の条件が付されているものの期
末における評価額は、原価法・時価法のいずれかの評価
方法のうちその法人が選定した評価方法により計算した
金額とされた（法法61②）。
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区分 評価方法

市場暗号資産

1 ２、３以外のもの 時価法

2
特定譲渡制限付暗号資産（※1） 時価法又は原価法（※2）

上記のうち自己発行暗号資産

原価法3 特定自己発行暗号資産（※3）

市場暗号資産以外の暗号資産

【出所】　 「令和6年度法人税関係法令の改正の概要」（国税庁）41頁を参考に作成
（※1）　 次の要件に該当する暗号資産をいう（法法61②一イ、法令118の7②、法規26の10①②）。
　　　　①　 その暗号資産につき、譲渡についての一定の制限が付されていること。
　　　　②　 上記①の制限が付されていることを認定資金決済事業者協会において公表させるため、その暗号資産を有する者等が上記①の

制限が付されている旨の暗号資産交換業者に対する通知等をしていること。
（※2）　 評価方法は、暗号資産の種類ごとに選定し、その暗号資産を取得した日の属する事業年度に係る確定申告書の提出期限までに納税

地の所轄税務署長に届け出る必要がある。法定評価方法は原価法とされる（法法61②）。
（※3）　 法人が自己で発行し、かつ、その発行の時から継続して保有する暗号資産で、暗号資産の発行の時から継続して一定の方法により

譲渡制限が行われているもの（法法61②一ロ）。

7.ﾠ 特定事業活動として特別新事業開拓事
業者の株式の取得をした場合の課税の
特例（オープンイノベーション促進税
制）の延長
オープンイノベーション促進税制は、令和2年度税制
改正により創設された制度で、スタートアップ企業との
オープンイノベーションに向け、国内の事業会社又はそ
の国内コーポレートベンチャーキャピタルが、スタート
アップ企業の株式を一定額以上取得する場合、その株式
の取得価額の25％を所得控除することができる制度で
ある。当該税制につき、以下のとおり適用期限が2年延
長された（措法66の13）。

改正前 改正後

適用期限 令和6年3月31日まで 令和8年3月31日まで

8.ﾠ 地域経済牽引事業の促進区域内におい
て特定事業用機械等を取得した場合の
特別償却又は税額控除制度（地域未来
投資促進税制）の見直し
青色申告書を提出する法人が、令和7年3月31日まで

に承認地域経済牽引事業計画に従って特定事業用機械等
を取得した場合、機械装置・器具備品につき取得価額等
の40％相当額の特別償却又は4％相当額の税額控除（上
乗せ要件を満たす場合は、50％相当額の特別償却又は
5％相当額の税額控除）、また、建物・附属設備・構築
物につき20％相当額の特別償却又は2％相当額の税額控
除を適用できる課税の特例（地域未来投資促進税制）に
ついて、主務大臣の確認要件の見直しが行われた上で、
成長志向型中堅企業に係る要件を満たす場合に機械装置
等の税額控除率の引上げが行われる（所得税についても
同様）（措法42の11の2）。

（1 ）特別償却率及び税額控除率を引き上げる措置（上乗せ要件）の要件の見直し

改正前 改正後

見直し

以下の（A）（B）のいずれも満たすこと 以下の（A）（B）のいずれも満たすこと

（A）

以下のいずれかを満たすこと
■　 直近事業年度の付加価値額増加率が8％以
上であること

■　 対象事業において創出される付加価値額
が3億円以上、かつ、事業を実施する企業
の前事業年度と前々事業年度の平均付加
価値額が50億円以上であること

（A） 改正なし

（B）
労働生産性の伸び率が4％以上かつ投資収益率
が5％以上であること

（B）

労働生産性の伸び率が5％以上（※1）かつ投
資収益率が5％以上であること
（※1）中小企業基本法の中小企業者について
は、従前どおりとされる
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（2 ）特別償却率及び税額控除率を引き上げる措置（上乗せ要件）の対象の追加

改正後

追加対象

次の要件の全てを満たすことにつき主務大臣の確認を受けた場合が対象に加えられる
■　 産業競争力強化法の特定中堅企業者であること
■　 「パートナーシップ構築宣言」を公表していること
■　 その承認地域経済牽引事業計画に定められた施設又は設備を構成する減価償却資産の取得予定価額
の合計額が10億円以上であること

■　 上記（B）の見直し後の労働生産性の伸び率に係る要件、現行の付加価値額増加率に係る要件並びに現
行の年平均付加価値額及び付加価値額の創出に係る要件その他現行の特別償却率及び税額控除率を
引き上げる措置の適用要件の全てを満たすこと

特別償却率及
び税額控除率

上記の対象となる機械装置及び器具備品については、取得価額の50％相当額の特別償却又は6％相当額の
税額控除（改正前のその他の上乗せ要件では5％）が認められる（措法42の11の2①②）

9.ﾠ 交際費等の損金不算入制度の見直しと
延長
地方活性化の中心的役割を担う中小企業の経済活動の
活性化や、「安いニッポン」の指摘に象徴される飲食料
費に係るデフレマインドを払拭する観点から、交際費等

の損金不算入制度の見直しが行われた。

（1）概要
交際費等の損金不算入制度について、次の措置がとら

れた上、適用期限が3年延長された（措法61の4）。

項目 改正後

損金不算入となる交際費等の範囲から除
外される一定の飲食に係る金額の基準

1人当たり1万円以下（改正前：5,000円以下）に引き上げられた（措令37の
5①）。

適用期限 接待飲食に係る損金算入の特例及び中小法人に係る損金算入の特例の適用期
限が3年延長された（措法61の4①②）。

（2）適用関係
上記の「損金不算入となる交際費等の範囲から除外さ
れる一定の飲食に係る金額の基準」に関する改正は、令
和6年4月1日以後に支出する飲食費について適用される
（令和6年3月30日改正措令附則16）。

10.ﾠ カーボンニュートラルに向けた投資
促進税制（カーボンニュートラル投
資促進税制）の見直しと延長

エネルギー利用環境負荷低減事業適応計画（以下「事
業適応計画」）の認定を受け、かつ青色申告書を提出す

る法人が、事業適応計画に従って生産工程効率化等設備
等の取得等を行った場合、当該設備等の取得価額等の
50％相当額の特別償却又は5％若しくは10％相当額の
税額控除を適用できる課税の特例（カーボンニュートラ
ル投資促進税制）について、次の見直しが行われた上、
その適用期限が2年延長（令和8年3月31日までの期間
内）された（所得税についても同様）。

（1）適用対象資産
事業適応計画の認定（令和8年3月31日まで）を受け

た日から3年以内に取得等をして、事業の用に供する資
産について、次の見直しが行われた。

項目 改正前 改正後

需要開拓商品
（※1）生産設
備

エネルギーの利用による環境への負荷の低減効果が大きく、新
たな需要の拡大に寄与することが見込まれる製品の生産に専ら
使用される設備（※2）
（※1）　 化合物パワー半導体、燃料電池等
（※2）　 対象設備は、機械装置

左記設備を除外（措法42の12の7⑥）

生産工程効率
化等設備

事業所等の炭素生産性（=付加価値額÷エネルギー起源CO2排
出量）を相当程度向上させる計画に必要となる設備（※3）
（※3）　 対象設備は、機械装置、器具備品、建物附属設備及び

構築物。導入により事業所の炭素生産性が1％以上向上
することが必要

左記設備のうち、「市場に流通してい
る照明設備及び対人空調設備」の除外
及び「一定の鉄道用車両」の追加（生
産工程効率化等設備に関する命令①）
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（2）認定要件等及び措置内容
生産工程効率化等設備の導入を伴う事業適応計画の認定要件のうち、事業所等の炭素生産性向上率に係る要件及
び措置内容について、次の見直しが行われた。

項目 改正前 改正後

認定要件
及び
措置内容

炭素生産性向上率7％以
上の場合、特別償却率
50％又は税額控除率
5％

中小企業者（※4）

炭素生産性向上率10％以上
17％未満の場合、特別償却率
50％又は税額控除率10％
（※4）適用除外事業者に該当
するものを除く（措法42の12
の7⑥二イ）

炭素生産性向上率の
計算では、電気の排
出係数による影響等
は除外（生産工程効
率化等設備に関する
命令④）

中小企業者以外の法人

炭素生産性向上率15％以上の
場合、特別償却率50％又は税
額控除率5％（措法42の12の
7⑥三）

上乗せ要件
及び
措置内容

炭素生産性向上率10％
以上の場合、特別償却
率50％又は税額控除率
10％

中小企業者

炭素生産性向上率17％以上の
場合、特別償却率50％又は税
額控除率14％（措法42の12
の7⑥一）

中小企業者以外の法人

炭素生産性向上率20％以上の
場合、特別償却率50％又は税
額控除10％（措法42の12の
7⑥二ロ）

なお、令和6年4月1日前に認定の申請をした事業適応
計画に従って同日以後に取得等をする資産については、
本制度は適用されない。

11.ﾠ 欠損金の繰戻しによる還付制度の不
適用措置の期限延長

欠損金の繰戻しによる還付制度は、中小企業者等及び
清算中に終了する事業年度において生じた欠損金等を除
き、不適用とされている。この不適用措置の適用期限が
2年延長された（措法66の12①）。また、不適用の対象
から銀行等保有株式取得機構の欠損金額を除外する措置
の適用期限が2年延長された（措法66の12①）。

12.ﾠ 中小企業者等の少額減価償却資産の
取得価額の損金算入の特例の見直し
と期限延長

中小企業者等のうち常時使用する従業員の数が500人
以下の法人は、取得価額が10万円以上30万円未満の減
価償却資産（一定の貸付用資産を除く）を取得等して事
業の用に供した場合には、損金経理要件等の一定要件の
もとに、1事業年度あたり300万円を上限として事業の
用に供した事業年度にその取得価額の全額を損金算入す
ることが認められている（措法67の5①、措令39の28
②）。この特例について、適用対象法人につき見直しが
行われたうえで適用期限が2年延長された（措法67の5
①）。

適用対象法人については、電子情報処理組織を使用す
る方法（e-Tax）により法人税の確定申告書等に記載す
べきものとされる事項を提供しなければならない法人の
うち、常時使用する従業員の数が300人を超えるものが
除外された（措令39の28①）。これにより資本金の額
等が1億円を超える農業協同組合等、相互会社、資本金
の額等が1億円以下である投資法人及び特定目的会社に
ついては、従業員数が300人以下である場合に限り、こ
の特例の適用を受けられることとなった（法法75の4
②、財務省「令和6年度税制改正の解説」579ページ）。

13.ﾠ 外形標準課税の見直し
企業の稼ぐ力を高める法人税改革の趣旨や地方税収の

安定化・税負担の公平性といった制度導入の趣旨を踏ま
え、事業税の外形標準課税の適用対象法人のあり方につ
いて見直された。具体的には、（1）減資への対応及び（2）
100％子法人等への対応として以下の見直しが行われ
た。

（1）減資への対応
1）　内容
外形標準課税の対象法人については、基本的には、資

本金1億円超の法人とする現行基準が維持され、この点
については改正はない。しかし、当分の間、前事業年度
に外形標準課税の対象法人が当事業年度に資本金1億円
以下の場合に、資本金及び資本剰余金（※1）の合計額
が10億円を超えるときは、外形標準課税の対象とされ
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る見直しが行われることになった（地法附8の3の3、地
令附5の7、地規附2の6の3）。
（※1）　 会社法431条又は614条に規定する一般に公正

妥当と認められる企業会計の慣行に従い、会社

計算規則の規定に基づき計算した同76条②三に
規定する資本剰余金の金額（日本の株式会社、
合名会社、合資会社又は合同会社以外の法人に
あっては、これらに準ずる金額）

項
目
振
替
型
減
資

　

企業会計上の貸借対照表

資本金（現行基準：1億円超）

資本剰余金 資本準備金

その他資本剰余金

補充的な基準
資本金＋資本剰余金
10億円超

【参考】　 「令和6年度地方税制改正（案）について」（総務省）1頁

2）　適用
当該改正は、令和7年4月1日に施行され、同日以後に
開始する事業年度（以下「施行初年度」）から適用され
る（R6改正法附1三、6、7①）。

3）　経過措置
施行初年度については、上記にかかわらず、以下のよ
うに取り扱われる（R6改正地法附7②）。
　①　 ②の場合を除き、公布日（令和6年3月30日）を

含む事業年度の開始の日の前日から施行初年度開
始日の前日までの間に終了したいずれかの事業年
度において外形標準課税の対象であった場合に
は、施行初年度の前事業年度において外形標準課
税の対象であったものとして扱う。すなわち、公
布日（令和6年3月30日）を含む事業年度の前事

業年度に外形標準課税の対象であった法人であっ
て、当該施行初年度に資本金1億円以下で、資本
金と資本剰余金の合計額が10億円を超えるもの
は、外形標準課税の対象とされる。

　②　 公布日（令和6年3月30日）を含む事業年度の前
事業年度に外形標準課税の対象であって、公布日
の前日（令和6年3月29日）に資本金1億円以下
であり、その後公布日（令和6年3月30日）から
施行初年度開始日の前日までに終了した事業年度
において外形標準課税対象外である場合：①の経
過措置から除かれ、特に経過措置は設けられな
い。

これを図示すると次のようになる（3月決算法人で、
令和8年3月期にて資本金1億円以下かつ資本金と資本剰
余金の合計額が10億円超の場合）

公布日（令和6年3月30日） 

公布日を含む事業年度の 
前事業年度 

（令和5年3月期）

公布日を含む事業年度 

（令和6年3月期） 

公布日を含む事業年度から施行
初年度開始日の前日までに終了する

事業年度 
（令和7年3月期） 

施行初年度の取扱い
 

（令和8年3月期） 

① いずれかの事業年度で外形標準課税の対象 
（②の場合を除く） 

経過措置の対象：
外形標準課税の対象

② 外形標準課税の対象
公布日の前日に 
資本金1億円以下 

⇒外形標準課税対象外
外形標準課税対象外 経過措置なし：

外形標準課税対象外

（2）100％子法人等への対応
1）　内容
資本金と資本剰余金（※1）の合計額が50億円を超え
る法人（※2）又は相互会社・外国相互会社（以下「特
定法人」）の100％子法人等（※3）のうち、当該事業
年度末日の資本金が1億円以下で、資本金と資本剰余金
の合計額（※4）が2億円を超えるものは、外形標準課
税の対象とされた（地法72の2①一ロ、地令10の2、地
規3の13の4）。
（※1）　 （1）減資への対応（※1）参照。
（※2）　 以下の場合は除かれる。
　　　ﾠ ●  資本金1億円以下である場合（（1）減資への対

応により外形標準課税の対象となるべき法人
および当該「100％子法人等への対応」によ
り外形標準課税の対象となるべき法人を除
く）

　　　ﾠ ●  非課税・所得割のみで課税される種類の法人
（所得等課税法人）である場合

（※3）　 特定法人との間に当該特定法人による法人税法
に規定する完全支配関係がある法人及び100％
グループ内の複数の特定法人に発行済株式等の
全部を保有されている法人をいう。

　　　ﾠ 「100％グループ内の複数の特定法人に発行済
株式等の全部を保有されている法人」の判定に
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当たっては、判定対象法人との間に完全支配関
係がある全ての特定法人が有する株式及び出資
の全部を、当該全ての特定法人のうちいずれか
一のものが有するものとみなした場合におい
て、当該いずれか一のものと当該法人との間に

当該いずれか一のものによる完全支配関係があ
ることとなるかどうかで判定する。

　　　ﾠ これらの100％子法人等の具体例を図示すると
次のようになる。

①　特定法人との間に当該特定法人による完全支
　配関係がある場合

特定法人 特定法人

S1社

S2社 S4社

S3社

100％

100％

100％

30％

70％

【100％子法人等の具体例】
②　100％グループ内の複数の特定法人に発行済株
　式等の全部を保有されている法人

100％ 100％

49％51％

特定法人 特定法人

S5社

A社

S1社～ S5社は全て100％子法人等に該当する

（※4）　 公布日（令和6年3月30日）以後に、当該100％
子法人等がその100％親法人等に対して資本剰
余金から配当又は出資の払戻しを行った場合に
おいては、当該配当又は出資の払戻しに相当す

る額を加算した金額

以上から、重要なポイントを図にすると次のようにな
る。

親：特定法人
【資本金＋資本剰余金】

50億円超

子：資本金1億円以下
【資本金＋資本剰余金】

2億円超

持株比率100％

以下の場合は除かれる
・　資本金1億円以下である場合（当分の間、前事業年
度に資本金1億円超で、資本金と資本剰余金の合
計額が10億円を超えるものを除く。また、当該
「100％子法人等の対応」により外形標準課税の
対象となるべき法人を除く）

・　非課税・所得割のみで課税される種類の法人（所
得等課税法人）である場合

外形標準対象法人に含める

令和6年3月30日以後に資本剰余金から配当又は出資
の払戻しを行った場合においては、当該配当又は出資
の払戻しに相当する額を加算する

2）　適用
令和8年4月1日に施行され、同日以後に開始する事業
年度から適用される（改地法附1四、6・8①）。

3）　特例措置
令和9年3月31日までの間に産業競争力強化法の特別
事業再編計画の認定を受けた認定特別事業再編事業者
が、当該認定を受けた計画に従って行う一定の特別事業
再編のための措置として他の法人の株式等の取得、株式
交付又は株式交換を通じて当該他の法人を買収し、その

買収の日以降も引き続き株式等を有している場合等につ
いては、当該他の法人等（※1）について、当該買収の
日の属する事業年度からその買収の日以後5年を経過す
る日の属する事業年度までの各事業年度においては外形
標準課税の対象外とされる（※2）（地法附則8の3の4）。
（※1）　 当該認定特別事業再編事業者が当該計画の認定

を受ける前5年以内に買収した法人を含む
（※2）　 当該他の法人等が、現行基準（資本金1億円超）

又は上記（1）減資への対応により外形標準課税
の対象である場合は、特例措置の対象から除外
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される

4）　経過措置
当該改正により、新たに外形標準課税の対象となる法
人については、従来の課税方式で計算した税額を超える
こととなる額のうち、次に定める額を、当該事業年度に
係る法人事業税額から控除する措置が設けられる。すな
わち、段階的に課税されていくことになる（改正地法附
8②）。
■　 令和8年4月1日から令和9年3月31日までの間に開
始する事業年度

　　 ：当該超える額に3分の2の割合を乗じた額
■　 令和9年4月1日から令和10年3月31日までの間に
開始する事業年度

　　 ：当該超える額に3分の1の割合を乗じた額

14.ﾠ 各対象会計年度の国際最低課税額に
対する法人税等の見直し

各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税等に
ついて、次の見直しが行われた。

（1）自国内最低課税額に係る取扱い
改正前、国内ミニマム課税（Qualified Domestic 

Minimum Top-up Tax：以下「QDMTT」）はグループ
国際最低課税額の計算上で当期国別国際最低課税額等か
ら控除されるところ、改正後では一定の要件を満たす
QDMTTを設けた国又は地域について、グループ国際最
低課税額を零とするセーフ・ハーバーが設けられること
になった。
■　 構成会社等がその所在地国において一定の要件を満
たす自国内最低課税額に係る税を課することとされ
ている場合に、その所在地国に係るグループ国際最
低課税額を零とする適用免除基準が設けられた（法
法82の2⑥⑩）

■　 無国籍構成会社等が自国内最低課税額に係る税を課
されている場合には、グループ国際最低課税額の計
算においてその税の額が控除される（法法82の2②
四～六）

（2）外国税額控除の見直し
次に掲げる外国における税について、外国税額控除に

おける取扱いが設けられた。本改正によりQDMTTが外
国税額控除の対象であることが明確化され、懸念されて
いた外国子会社合算税制による課税とQDMTTによる二
重課税について一定の措置が講じられることとなった。

対象から除外されるもの（法令141③四・五） 対象とされるもの（法令141②五）

■　 各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税に相当
する税（いわゆる所得合算ルール（Income Inclusion 
Rule：IIR）により課される税）

■　 外国を所在地国とする特定多国籍企業グループ等に属
する構成会社等に対して課される税（グループ国際最
低課税額に相当する金額のうち一定の金額を課税標準
とするものに限る）又はこれに相当する税（いわゆる
軽課税所得ルール（Undertaxed Profits Rule：以下
「UTPR」）により課される税）

■　 自国内最低課税額に係る税（QDMTTにより課される
税）

（3 ）資本損益合算選択（除外資本損益に係る個
別計算所得等の金額の計算の特例）の創設
除外資本損益については、個別計算所得等の金額から
除外する調整を行うこととされていたが、特定多国籍企
業グループ等の選択により、除外資本損益のうち課税所
得の計算に含まれる一定のものについては、本調整の対
象外とすることができることとされた（資本損益合算選
択）（法令155の24の2①、法規38の20の２①～⑥）。

（4 ）その他
OECDが令和5年2月及び7月に公表している執行ガイ
ダンス及びGloBE情報申告に係る文書で検討されてい
たもののうち、改正前に未反映であったもの等を含む次
の追加や見直し等が行われた。
■　 税額控除のうち、適用者変更税額控除についての取
扱いが明確化された（法令155の18②十二、155

の35②二ハ）
■　 除外資本損益に係る個別計算所得等の金額の計算の
特例を受ける場合には、一定の導管会社等に対する
持分を通じて得られる一定の税額控除の額等を調整
後対象租税額の減額としないこととされた（法令
155の35⑦）

■　 特定多国籍企業グループ等報告事項等の提供制度に
ついて、特定多国籍企業グループ等報告事項等が、
提供義務者の区分に応じて必要な事項等に見直され
た（法法150の3①一イロ、法規68⑤～⑦）

■　 その他所要の措置が講じられた

15.ﾠ 外国子会社合算税制の見直し
内国法人の外国関係会社に係る所得の課税の特例（以

下「外国子会社合算税制」）におけるペーパー・カンパ
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ニー特例については、その適用要件の一つに、「収入割
合要件」がある。このうち、例えば、持株会社特例に係
る収入割合要件は、外国関係会社の収入金額の合計額の
うちに占める一定の子会社等からの配当等が占める割合
が95%超であることを要するというものであるが、当
該外国関係会社に収入等がない場合には、当該要件を充
足しないことになるのではないかという疑義が生じてい
た。本改正により外国関係会社の事業年度に係る収入等
がない場合には、その事業年度における収入割合要件の
判定が不要とされた（措法66の6②二イ（3）（4）（5）、
措法令39の14の3⑥⑧⑨、措規22の11⑩⑭⑳）。

16.ﾠ 過大支払利子税制の見直し
過大支払利子税制（対象純支払利子等に係る課税の特
例）は、所得金額に比して過大な利子を支払うことを通
じた租税回避を防止するための制度である。
過大支払利子税制の適用を受け、損金不算入とされた
支払利子等の額（以下「超過利子額」）は、改正前では、
原則として最大7年間繰り越して、一定の金額を限度と
して損金算入を行うことができることとされていた。改
正後は、令和4年4月1日から令和7年3月31日までの間
に開始した事業年度に係る繰越期間が10年（原則：7
年）に延長された（措法66の5の3④、措令39の13の3

⑥）。これは、急激に金利環境が変化したことによる本
税制における影響を緩和するため設けられた時限的対応
措置である。

改正前 改正後

超過利子額の繰越期間 7年 10年（原則：7年）※

※　 令和4年4月1日から令和7年3月31日までの間に開始した事業
年度に係る超過利子額

17.ﾠ 子会社株式簿価減額特例の見直し
子会社株式簿価減額特例の適用により減額する株式等

の帳簿価額の計算に際しては、その子法人から受ける対
象配当金額のうち特定支配関係発生日以後の利益剰余金
の額から支払われたものと認められる部分の金額を除外
できる特例計算が認められている。
改正前は、この特例計算が認められる「対象配当等の

額」から、特定支配日の属する事業年度に受ける配当等
の額は除外されていた。改正後は、上記の特例計算につ
いて、特定支配関係発生日の属する事業年度内に受けた
対象配当金額（その特定支配関係発生日後に受けるもの
に限る）についても、その特例計算の適用を受けること
ができることとされた（法令119の3⑪二、法規27③）。

＜特例のイメージ＞

事業年度
開始日

特定支配日

改正後 
・特例計算の適用を 
　受けることが可能

特定支配日の前日の
利益剰余金の額

対象配当金額

特定支配後の
増加利益剰余金額

特定支配日の前日の
利益剰余金の額 

益金不算入相当額
として株式等の帳
簿価額から引下げ

対象外

対象配当金額

事業年度
終了日

事業年度
開始日

事業年度
終了日

配当等を
受ける日

令和7年度税制改正による主要項目

1.ﾠ 防衛特別法人税の創設
防衛力強化に係る財源確保のための特別措置として、
我が国の防衛力の抜本的な強化等のために必要な財源の
確保に関する特別措置法（以下、「防確法」）が創設され

た。これによる税制措置として、法人税額に対し、税率
4％の新たな付加税として、防衛特別法人税が課され、
令和8年4月1日以後に開始する事業年度から適用され
る。中小法人に配慮する観点から、課税標準となる法人
税額から基礎控除額として年500万円が控除される。防
衛特別法人税は、防確法第4章において規定されており、
概要は次のとおりである。
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項目 改正後

納税義務者 各事業年度の所得に対する法人税を課される法人
（人格のない社団等及び法人課税信託の引受けを行う個人を含む）

課税の範囲 法人の各課税事業年度の基準法人税額について、当分の間、防衛特別法人税が課される。

税額の計算方法

防衛特別法人税額＝（基準法人税額－基礎控除額年500万円）×4％

■　 防衛特別法人税額＝各課税事業年度の課税標準法人税額（課税標準）×税率4％
■　 課税標準法人税額＝基準法人税額から基礎控除額を控除した金額※
■　 基準法人税額：次の制度を適用しないで計算した各事業年度の所得に対する法人税の額（附
帯税の額を除く）

　　➣　 所得税額の控除
　　➣　 外国税額の控除
　　➣　 分配時調整外国税相当額の控除
　　➣　 仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う法人税額の控除
　　➣　 戦略分野国内生産促進税制のうち特定産業競争力基盤強化商品に係る措置の税額控除及

び同措置に係る通算法人の仮装経理に基づく過大申告の場合等の法人税額の加算
　　➣　 控除対象所得税額等相当額の控除

■　 基礎控除額：年500万円
　　➣　 通算法人の基礎控除額は、年500万円を各通算法人の基準法人税額の比で配分した金額と

する。この配分は、通算法人の基準法人税額が期限内申告における基準法人税額と異な
る場合には、原則として期限内申告における基準法人税額により配分する。

　　➣　 課税事業年度が1年に満たない法人は、500万円を12で除し、これにその課税事業年度の
月数（1月未満の端数は切り上げ）を乗じて計算した金額となる。

※　 各課税事業年度の基準法人税額に留保金課税制度により加算された金額がある場合の課税標
準＝A+B

　　A・・・ その課税事業年度の加算前基準法人税額（基準法人税額から留保金課税制度により加
算された金額を控除した金額）から基礎控除額を控除した金額

　　B・・・ その課税事業年度の基準法人税加算額（基準法人税額のうち留保金課税制度により加
算された金額）から上記Aで控除しきれなかった基礎控除額（基礎控除残額）を控除
した金額

■　  次の税額控除が行われる
　　➣　 外国税額の控除
　　➣　 分配時調整外国税相当額の控除
　　➣　 控除対象所得税額等相当額の控除
　　➣　 仮装経理に基づく過大申告の場合の更正に伴う防衛特別法人税額の控除

申告及び納付等

■　 各事業年度の所得に対する法人税の中間申告書を提出すべき法人は、防衛特別法人税の中間
申告書を提出しなければならない。

　　➣　 上記の防衛特別法人税の中間申告書の提出は、令和9年4月1日以後に開始する課税事業年
度から適用される。

■　 防衛特別法人税の申告期限及びその申告に係る防衛特別法人税の納期限は、各事業年度の所
得に対する法人税の申告期限及び納期限と同一とされる。

■　 電子申告の特例については、各事業年度の所得に対する法人税と同様とされる。
■　 防衛特別法人税中間申告書を提出した法人からその防衛特別法人税中間申告書に係る課税事
業年度の防衛特別法人税確定申告書の提出があった場合において、その防衛特別法人税確定
申告書に中間納付額で防衛特別法人税の額の計算上控除しきれなかった金額の記載があると
きは、その金額に相当する中間納付額が還付される。

■　 各事業年度の所得に対する法人税につき欠損金の繰戻しによる法人税の還付の請求書を提出
した法人に対して還付所得事業年度に該当する課税事業年度に係る法人税が還付される場合
には、その課税事業年度の防衛特別法人税の額でその還付の時に確定しているもののうち、
法人税の還付金の額に4％を乗じて計算した金額にその課税事業年度の課税標準法人税額を乗
じてこれをその課税事業年度の基準法人税額で除して計算した金額に相当する金額が併せて
還付される。

その他質問検査、
罰則等 各事業年度の所得に対する法人税と同様とし、その他所要の措置がとられる。
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項目 改正後

適用関係 令和8年4月1日以後に開始する事業年度から適用される。中間申告については、令和9年4月1日以
後に開始する課税事業年度から適用される。

2.ﾠ 中小企業者等の法人税の軽減税率の特例
中小企業者等の法人税の軽減税率の特例について、適用税率や対象法人の見直しが行われた上、その適用期限が

2年延長された（措法42の3の2）。

（1）改正前と改正後の比較
改正前と改正後の内容は次のとおりである。

項目 改正前 改正後

軽減税率の特
例の内容

所得の金額のうち年800万円以下の部分につい
て、軽減税率19％（本則）が適用
さらに時限的に軽減され、軽減税率の特例15％
が適用（租税特別措置）

所得の金額が年10億円を超える事業年度について、
所得の金額のうち年800万円以下の金額に適用され
る税率が17％（現行：15％）に引き上げられた。

所得金額が10億円以下の事業年度の年800万円以下
の金額については現行の軽減税率の特例（15％）が
延長適用された。

適用対象法人

当該各事業年度終了の時において資本金の額若
しくは出資金の額が1億円以下であるもの若しく
は資本若しくは出資を有しないもの等（適用除
外事業者、大法人による完全支配関係がある普
通法人、大通算法人等を除く）

適用対象法人の範囲から通算法人が除外された。

適用期限 令和7年3月31日までの間に開始する各事業年度 2年延長され、令和9年3月31日までの間に開始する
各事業年度

（2）改正後の適用税率
改正後に適用される税率はおおむね以下のとおりとなる。

法人区分 所得区分 税率

大法人 ― 23.2％

中小法人
（大法人による完全支配
関係がある普通法人、
大通算法人等を除く）

所得10億円超
（適用除外事業者、通算法人等を除く）

年800万円超の所得金額 23.2％

年800万円以下の所得金額 17％（本則19％）

所得10億円以下
（適用除外事業者、通算法人等を除く）

年800万円超の所得金額 23.2％

年800万円以下の所得金額 15%（本則19％）

適用除外事業者
（過去3年平均で所得15億円超）、
通算法人（大通算法人を除く）

年800万円超の所得金額 23.2％

年800万円以下の所得金額 19％

3.ﾠ リース取引についての整備
企業会計基準第34号「リースに関する会計基準」（以
下「新リース会計基準」）が令和6年9月に公表され、原
則として令和9年4月1日以後開始事業年度の期首から適

用され、令和7年4月1日以後開始事業年度の期首からの
早期適用も認められることとなった。新リース会計基準
への改正に伴い、税務上についても以下のとおり整備さ
れた。
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（1）改正前リース会計・法人税の取扱い
従来のリース会計及び法人税における取扱いの概要は次のとおりである。

区分 会計
法人税

借手 貸手

資
産
の
賃
貸
借
取
引

ファイナン
ス・リース
取引（※1）

所有権移転
リース取引 売買処理 資産の種類に応じて選定してい

る償却方法により減価償却
原則
譲渡日にリース譲渡に係る対価
及び原価を認識
例外①：延払基準法　改正②
例外②：リース特例法

所有権移転外
リース取引 売買処理 改正③

リース期間定額法により償却

オペレーティング・リース
取引（※2）

賃貸借処理 改正①賃貸借処理 賃貸借処理

新リース会計基準では借手は原則オンバランスされ、その他国際的な会計基準にあわせた見直しが行われた

（※1）　「ファイナンス・リース取引」とは、法人税法上のリース取引をいう。（以下同様）
（※2）　 「オペレーティング・リース取引」とは、資産の賃貸借のうちファイナンス・リース取引以外のものをいう。（以下同様）

（2 ）改正①【借手】オペレーティング・リース取引の損金算入時期の明確化
税務上、借手側のオペレーティング・リース取引については従来の取扱いと同様になり、会計と税務の不一致が
想定され、事務管理の対応について検討が求められる。

改正内容

内容
法人が各事業年度にオペレーティング・リース取引によりその取引の目的となる資産の賃借を行った場合に
おいて、その取引に係る契約に基づきその法人が支払う金額（※3）があるときは、その金額のうち債務の確
定した部分の金額は、その確定した日の属する事業年度に損金算入される（法法53）。

適用関係 令和7年4月1日以後に開始する事業年度の所得に対する法人税について適用される（R7改正法附14）。

（※3）　 上記の支払う金額には、その資産の賃借のために要する費用の額及びその資産を事業の用に供するために直接要する費用の額は含
むものとされ、当該事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これらに準ずる原価の額、固定資産の取得に要した金額
とされるべき費用の額及び繰延資産となる費用の額が除かれる（法53①、法23③一）。

オペレーティング・リース取引の借手の仕訳イメージ
は次のようになる。
例）　 リース期間5年、リース料総額60、割引率8％、

その他詳細の前提は「企業会計基準適用指針第33
号リースに関する会計基準の適用指針」設例9（企
業会計基準委員会）参照

―1年目―

新リース会計

契約の締結 使用権資産 49 リース負債 49

リース料の支払 リース負債 8.4
支払利息　 3.6 Cash 12

減価償却 減価償却費 9.8 償却累計額 9.8

費用合計 13.4

法人税

仕訳無し

 リース料 12 Cash 12

仕訳無し

差額1.4を
加算調整

損金合計 12

（3 ）改正②【貸手】リース譲渡に係る収益及び
費用の帰属事業年度の特例の廃止
貸手側において会計上「リース料受取時に売上高と売

上原価を計上する方法（第2法）」が廃止されることに
伴い、税務上もリース譲渡に係る収益及び費用の帰属事
業年度の特例（延払基準の特例）が廃止された（旧法
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63、旧法令124～128）。なお、延払基準の特例の廃止
後においても、新リース会計基準において引き続き認め
られる第1法及び第3法により経理された収益及び費用

の額は、益金の額及び損金の額に算入される（法22、
22の2）。また、延払基準の特例の廃止に伴い、所要の
経過措置が講じられた。

■　 貸手の取扱い

会計基準 税務上の取扱い

第1法

改正前
リース取引開始日に売上高（リース料総額）と売上原価（現
金購入価額）を計上し、その差額を利息相当額（各期末後に
対応する額は繰延べ）として処理する方法

会計上経理した金額を益金及び損金
算入（旧法63）

改正後
リース取引開始日に売上高（リース料から利息相当額を控除
した額）と売上原価（帳簿価額）を計上し、各期の受取リー
ス料のうち利息相当額を各期の損益として処理する方法

会計上経理した金額を益金及び損金
算入（法22、22の2）

第2法
改正前

受取リース料を各期において売上高として計上し、その金額
から各期に配分された利息相当額を差し引いた額を売上原価
として処理する方法

会計上経理した金額を益金及び損金
算入（旧法63）

改正後 廃止 適用なし

第3法

改正前 各期の受取リース料を利息相当額と元本回収とに区分し、利
息相当額を各期の損益として処理する方法

会計上経理した金額を益金及び損金
算入（旧法63）

改正後 継続 会計上経理した金額を益金及び損金
算入（法22、22の2）

【参考】　「令和7年度法人税関係法令の改正の概要」8頁（国税庁ウェブサイト（PDF））

■　経過措置の概要

改正内容

内容 リース譲渡に係る資産の収益及び費用の帰属事業年度の特例の廃止

法
人
税

経過措置①

令和7年4月1日前にリース譲渡を行ったことがある法人の同日以後開始事業年度（経過措置事業年
度）の旧リース譲渡（令和9年3月31日以前開始事業年度に行われたリース譲渡）については、旧
リース譲渡に係る収益及び費用の帰属事業年度の特例に基づく延払基準により計算することが可能
（R7改正法附17②）。

経過措置②-1

経過措置①を適用する場合において以下の場合は、旧リース譲渡に係る収益及び費用の額について、
基準事業年度（※4）に未計上収益額及び未計上費用額を一括で益金の額及び損金の額に算入する
（R7改正法附17③一・二）。
①　 令和7年4月1日から令和9年3月31日までの間に開始する事業年度において延払基準により経
理しなかった場合

　　（※4）　延払基準により経理しなかった決算にかかる事業年度
②　 令和9年3月31日以前に開始した事業年度の所得金額の計算上、益金の額及び損金の額に算入
されなかったものがある場合（1の場合と経過措置③の場合を除く）

　　（※4）　令和9年3月31日後最初に開始する事業年度

経過措置②-2

経過措置②-1より旧リース譲渡に係る未計上収益額及び未計上費用額を一括計上する場合におい
て、未計上収益額が未計上費用額を超えるときは、未計上収益額及び未計上費用額を5年均等で益
金の額及び損金の額に算入することができる（R7改正法附17④）。なお、5年均等額での益金・損
金算入は、基準事業年度の確定申告書等に益金・損金に算入される金額の申告の記載がある場合に
限り、適用される（R7改正法附17⑤）。

経過措置③

令和9年3月31日後最初に開始する経過措置事業年度の確定した決算において延払基準の方法（そ
の経過措置事業年度以後の各事業年度において旧リース譲渡の対価の額のうちに含まれる利息相当
額のみをその各事業年度の収益の額とする方法に限る）により経理したときは、経過措置②-1にか
かわらず、引き続き、延払基準の方法により益金の額又は損金の額に算入することが可能（R7改正
法附17③二ロ）。
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改正内容

消
費
税

経過措置①

令和7年4月1日前にリース譲渡を行ったことがある事業者は、同日以後に開始する事業年度等に含
まれる各課税期間（法人にあっては令和12年3月31日以前に開始する事業年度に含まれる課税期間
に限る。以下「経過措置課税期間」）について、リース譲渡に係る収益及び費用の帰属事業年度の
特例に基づく延払基準により資産の譲渡等の対価の額を計上することが可能（R7改正法附22②）。

経過措置②-1

経過措置①を適用する場合において以下の場合、それぞれ次に掲げる課税期間において資産の譲渡
等を行ったものとみなして、賦払金の残金を一括で資産の譲渡等の対価の額として計上する
1． 経過措置課税期間内において延払基準により経理しなかった場合（R7改正法附22③）
ﾠ　⇒延払基準により経理しなかった決算にかかる事業年度等の末日の属する課税期間
2． 令和12年3月31日以前に開始した事業年度等に含まれる各課税期間に資産の譲渡等を行ったも
のとしなかった部分がある場合（経過措置①の適用を受けており、当該課税期間後に賦払金の
支払期日が到来する部分）（R7改正法附22④）

ﾠ　⇒令和12年4月1日以後最初に開始する事業年度等の末日の属する課税期間

経過措置②-2

経過措置②-1に該当する場合、賦払金の残金を10年均等で資産の譲渡等の対価の額とすることがで
きる（R7改正消法附22⑤）。なお、10年均等で資産の譲渡等の対価の額とする場合、同項の規定の
適用を受けようとする最初の適用課税期間に係る消費税の確定申告書等にその旨を付記するものと
する（R7改正法附22⑥）。

3月決算の場合の経過措置のイメージは次のようになる。

令和7年3月期

法
人
税

消
費
税

新リース会計：早期適用期間
令和8年3月期 令和9年3月期
経過措置①
リース譲渡に係る収益及び費用
の帰属事業年度の特例に基づく
延払基準の適用可能 

新リース会計：強制適用
令和10年3月期 令和11年3月期 令和12年3月期 令和13年3月期以降
経過措置③

延払基準（利息相当額のみ）により益金算入可能

経過措置②
以下の場合は、一括で益金算入。ただし、繰延リース利益額を 5年均等で益金算入することが可能（確
定申告書の記載要件有） 
1．令和8年3月期～令和9年3月期において延払基準の経理により計算しなかった場合 
2．令和10年3月期にリース譲渡に係る未計上の収益及び費用の額がある場合 
経過措置①
リース譲渡に係る収益及び費用の帰属事業年度の特例に基づく延払基準により資産の譲
渡等の対価の額を計上可能 
経過措置② 
以下の場合は、賦払金の残金を一括で資産の譲渡等の対価の額として計上。ただし、10年均等で資産の
譲渡等の対価の額とすることが可能（確定申告書の記載要件有） 
1．令和8年3月期～令和12年3月期において延払基準の経理により計算しなかった場合 
2．令和13年3月期以降

（4 ）改正③【借手】所有権移転外リース取引に係るリース資産の減価償却方法の見直し
所有権移転外リース取引に係るリース資産の減価償却方法について以下の見直しが行われた。

改正内容

対象 令和9年4月1日以後に締結された所有権移転外リース取引

内容 リース期間定額法の計算においてはリース資産の「残価保証額」を取得価額から控除せず、リース期間経過
時点に1円（備忘価額）まで償却できることとされる（法令48の2①六・④、61①二イ）。

なお、経過措置により、令和9年3月31日までに締結
されたリース資産については令和7年4月1日以後開始す
る事業年度から改正後のリース期間定額法（経過リース

期間定額法）により償却することが可能とされている
（R7改正法附7②）。
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経過措置の内容

対象
経過リース資産：リース資産のうち当該リース資産についての所有権移転外リース取引に係る契約が令和9年
3月31日以前に締結されたもの（その取得価額に残価保証額に相当する金額が含まれているものに限る）（R7
改正法令附7②）

取扱い

リース期間定額法に代えて、経過リース期間定額法を選定することができる（R7改正法令附7②）。
■　 経過リース期間定額法：当該経過リース資産の改定取得価額（※5）を改定リース期間（※6）の月数で
除して計算した金額に当該事業年度における当該改定リース期間の月数を乗じて計算した金額を各事業
年度の償却限度額として償却する方法

償却限度額＝改定取得価額÷改定リース期間の月数×当該事業年度における当該改定リース期間の月数

　　（※5）　 改定取得価額：経過リース資産の経過リース期間定額法の適用を受ける最初の事業年度開始の時
（当該経過リース資産が当該最初の事業年度開始の時後に事業の用に供したものである場合には、
当該事業の用に供した時）における未償却残高をいう（R7改正法令附7④）

　　（※6）　 改定リース期間：経過リース資産のリース期間のうち当該適用を受ける最初の事業年度開始の日
以後の期間をいう（R7改正法令附7④）

ただし、この経過措置の適用を受けようとする法人が、経過リース期間定額法を採用しようとする事業年度
において有する経過リース資産のいずれかについて経過リース期間定額法を選定しない場合には、この経過
措置の適用を受けることはできない（R7改正法令附7②ただし書）。

手続き

経過リース期間定額法を採用しようとする事業年度（令和9年3月31日後最初に開始する事業年度以前の事業
年度に限る）に係る確定申告書の提出期限（仮決算による中間申告書を提出する場合には、その中間申告書
の提出期限）までに、一定の事項を記載した届出書を納税地の所轄税務署長に提出する必要がある（R7改正
法令附7③、R7改正法規附2）。

【経過リース期間定額法のイメージ図】

令和9年3月31日以前に契約したリ
ース資産についても、改正後のリース期
間定額法と同じ方法により償却可能 

リース期間終了採用する事業年度リース開始 改定リース期間

未
償
却
残
高

改
定
取
得
価
額

取
得
価
額

残価保証額相当額

【参考】　「令和7年度法人税関係法令の改正の概要」7頁（国税庁ウェブサイト（PDF））

（5 ）法人事業税についての措置
法人事業税についてもオペレーティング・リース取引について以下の整備が行われた。

改正内容

対象 オペレーティング・リース取引による土地・家屋の賃貸借

内容

付加価値割の課税標準となる付加価値額の算定で用いる「支払賃借料」は、法人が土地又は家屋の賃借権等
の対価として支払う金額とされ、当該賃借権の範囲からファイナンス・リース取引（法法64の2③）に係る
ものを除く（地法72の17）。
⇒法人税法上の賃貸借取引に該当するオペレーティング・リース取引による土地・家屋の賃借料は「支払賃
借料」に含まれることが明確化された。

4.ﾠ グローバル・ミニマム課税への対応
国際合意にのっとり、軽課税所得ルール（UTPR）及

び国内ミニマム課税（QDMTT）が法制化された。適用
開始時期は、いずれも令和8年4月1日以後に開始する対
象会計年度とされた。併せて、OECDにより発出された
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ガイダンスの内容等を踏まえ、制度の明確化等の観点か ら所要の見直しが行われた。

（1 ）軽課税所得ルール（UTPR）
新しく法制化された軽課税所得ルール（UTPR）の概要は次の通りである。

項目 内容

課税の範囲

次に掲げる法人に対して、各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税を課することとされた（法
法6の3、8の2）。

① 特定多国籍企業グループ等に属する構成会社等である内国法人

② 特定多国籍企業グループ等に属する恒久的施設等を有する構成会社等である外国法人

国際最低課
税 残 余 額
（課税標準）

国内グループ国際最低課税残余額は、基本的に次に定めるところにより計算した金額とされた（法法82の3
①、82の11②、145の2①、法令155の59③④、207①②）（イメージにつき後記＜参考：国際最低課税残
余額（課税標準）の計算＞を参照）。
A×（B+C）
　A・・・グループ国際最低課税残余額
　　 各対象会計年度に係る特定多国籍企業グループ等の「グループ国際最低課税額」から、その特定多国
籍企業グループ等に属する構成会社等及び共同支配会社等に係る国際最低課税額等その他一定の金額
を控除した残額

　B・・・従業員数の割合
　　 「わが国又は各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税に相当する税を課することとされて
いる一定の国若しくは地域を所在地国とする構成会社等の従業員等の数の合計数のうちにわが国を所
在地国とする構成会社等の従業員等の数の合計数が占める割合」×50％

　C・・・有形資産の額の割合
　　 「わが国又は各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税に相当する税を課することとされて
いる一定の国若しくは地域を所在地国とする構成会社等の有形資産の額の合計額のうちにわが国を所
在地国とする構成会社等の有形資産の額の合計額が占める割合」×50％

　（注）　 特定多国籍企業グループ等に属する恒久的施設等を有する構成会社等である外国法人に係る国際
最低課税残余額についても同様とされた。

内国法人に係る国際最低課税残余額は、上記「国内グループ国際最低課税残余額」に、その内国法人の従
業員数の割合及び有形資産の額の割合を合計した割合を乗じて計算した金額とされた（法法82の11①、法
令155の59①②）。
なお、特定多国籍企業グループ等の判定対象会計年度が、特定多国籍企業グループ等に該当することとなっ
た最初の対象会計年度開始の日以後5年以内に開始し、かつ、国際的な事業活動の初期の段階にあるものと
される対象会計年度に該当する場合等には、その判定対象会計年度に係るグループ国際最低課税残余額は、
零とされた（法法82の11③）。

税額の計算

各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税の額は、各対象会計年度の国際最低課税残余額（課
税標準）に100分の90.7の税率を乗じて計算した金額とされた（法法82の13、145の4）。
特定基準法人税額に対する地方法人税の額について、その対象に各対象会計年度の国際最低課税残余額に
対する法人税の額（附帯税の額を除く）が加えられた（地方法人税法5②）。

申告及び納
付等

各対象会計年度終了の日の翌日から1年3月（一定の場合には、1年6月）以内に行うものとされた（法法82
の14①②、82の17、145の5）。ただし、当該対象会計年度の国際最低課税残余額（課税標準）がない場合
は、その申告を要しないこととされた。

特定多国籍
企業グルー
プ等報告事
項等の提供
制度の見直
し

a）　 提供義務者
提供義務者の範囲に、特定多国籍企業グループ等に属する恒久的施設等を有する構成会社等である外国法
人が加えられた（法法150の3①）。
b）　 グループ国際最低課税額等報告事項等
本制度により提供すべき事項の範囲に、国際最低課税残余額に関する一定の事項が加えられた（法規68⑤
二ニ、⑥一ヘ）。

適用関係 令和8年4月1日以後に開始する対象会計年度から適用される（R7改正法附13）。
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＜参考：国際最低課税残余額（課税標準）の計算＞

国内グループ国際最低課
税残余額

1

グループ国際最低課
税残余額 *1 

従業員数の割合*2 

×50%
有形資産の額の割合*3

×50%

32

内国法人に係る
国際最低課税残余額

1

国内グループ国際最
低課税残余額

2

従業員数の割合*4 

×50%

3

有形資産の額の割合*5 

×50%

*1　 「グループ国際最低課税残余額」は、各対象会計年度に係る特定多国籍企業グループ等のグループ国際最低課税額から、その特定多
国籍企業グループ等に属する構成会社等に係る国際最低課税額等及びその特定多国籍企業グループ等に係る共同支配会社等に係る国
際最低課税額等その他一定の金額を控除した残額として計算する。

*2　 わが国及びUTPR適用国を所在地国とする構成会社等の従業員等の数の合計数に対するわが国を所在地国とする構成会社等の従業員
等の合計数の割合

*3　 わが国及びUTPR適用国を所在地国とする構成会社等の有形資産の額の合計額に対するわが国を所在地国とする構成会社等の有形資
産の額の合計額の割合

*4　 わが国を所在地国とする構成会社等の従業員等の数の合計数に対するその内国法人の従業員数等の割合
*5　 わが国を所在地国とする構成会社等の有形資産の額の合計額に対するその内国法人の有形資産の額の割合

（2 ）国内ミニマム課税（QDMTT）
新しく法制化された国内ミニマム課税（QDMTT）の概要は次の通りである。

項目 内容

課税の範囲

次に掲げる法人に対して、各対象会計年度の国内最低課税額に対する法人税を課するものとされた（法法6
の4、8の3）。

① 特定多国籍企業グループ等に属する構成会社等である内国法人又は特定多国籍企業グループ等に
係る共同支配会社等である内国法人

② 特定多国籍企業グループ等に属する恒久的施設等を有する構成会社等である外国法人又は特定多
国籍企業グループ等に係る恒久的施設等を有する共同支配会社等である外国法人

国内最低課
税額（課税
標準）

構成会社等に係る国内最低課税額は、次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める金額とされた（法
法82の19①②、145の6①②）（イメージにつき後記＜参考：国内最低課税額（課税標準）の計算＞を参
照）。

区分 金額

①　 国内実効税率が
15％を下回り、
かつ、国内グ
ループ純所得の
金額がある場合

A×B＋C×D＋E
（注）A・・・ 当期グループ国内最低課税額（国内グループ純所得の金額からわ

が国に係る実質ベースの所得除外額を控除した残額に15％から国
内実効税率を控除した割合を乗じて計算した金額をいう）

　ﾠ　B ・・・ その当期グループ国内最低課税額が算出されることとなった内国
法人の寄与の程度を勘案して計算される割合

　ﾠ　C ・・・ 過去対象会計年度ごとの再計算グループ国内最低課税額
　ﾠ　D ・・・ 過去帰属割合（再計算グループ国内最低課税額が算出されること

となった内国法人の寄与の程度を勘案して計算される割合をいう）
　ﾠ　E ・・・ 内国法人（各種投資会社等に限る）に係る未分配所得国内最低課

税額

②　 国内実効税率が
15％以上であ
り、かつ、国内
グループ純所得
の金額がある場
合

①のC×D+E
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項目 内容

③　 国内実効税率が
15％を下回り、
かつ、国内グ
ループ純所得の
金額がある場合

①のC×D+E（国内グループ調整後対象租税額が零を下回る場合のその下回る額
がわが国に係る特定国別調整後対象租税額を超える場合にあっては、C×D+E+F
×G）
（注）F ・・・永久差異調整に係るグループ国内最低課税額
　ﾠ　G ・・・ 永久差異調整に係るグループ国内最低課税額が算出されることと

なった内国法人の寄与の程度を勘案して計算される割合を乗じて
計算した金額

各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税と同様に、収入金額等に関する適用免除基準、一定の国
別報告事項における記載事項等を用いた経過的な適用免除基準その他の特例が設けられた（法法82の19⑧、
法令155の79①、R7改正法附18①）。また、各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税と同様
に、国際的な事業活動の初期の段階における適用免除基準が設けられた（法法82の19⑭）。
共同支配会社等に係る国内最低課税額は、基本的に構成会社等に係る国内最低課税額と同様に計算した金
額とされた（法法82の19⑤～⑦⑮）。

税額の計算

各対象会計年度の国内最低課税額に対する法人税の額は、各対象会計年度の国内最低課税額（課税標準）
に100分の75.3の税率を乗じて計算した金額とされた（法法82の21、145の8）。
国内最低課税額に係る特定基準法人税額に対する地方法人税の額は、各課税対象会計年度の国内最低課税
額に係る特定基準法人税額（課税標準）に753分の247の税率を乗じて計算した金額とされた（地方法人税
法24の10）。

申告及び納
付等

各対象会計年度終了の日の翌日から1年3月（一定の場合には、1年6月）以内に行うものとされた（法法82
の22①②、82の25、145の9）。ただし、当該対象会計年度の国内最低課税額（課税標準）がない場合は、
その申告を要しないこととされた。

グループ国
内最低課税
額報告事項
等の提供制
度の創設

a）　グループ国内最低課税額報告事項等の提供
グループ国内最低課税額報告対象法人は、特定多国籍企業グループ等の最終親会社等の名称、その特定多
国籍企業グループ等に属する構成会社等の所在地国の名称、その特定多国籍企業グループ等に係る国内最
低課税額に関する事項その他必要な事項及び収入金額等に関する適用免除基準の適用を受けようとする旨
等を、各対象会計年度終了の日の翌日から1年3月（一定の場合には、1年6月）以内に、電子情報処理組織
を使用する方法（e-Tax）により、納税地の所轄税務署長に提供しなければならないこととされた（法法
150の3④）。
b）　提供義務の免除
特定多国籍企業グループ等の最終親会社等（指定提供会社等を指定した場合には、指定提供会社等）の所
在地国の税務当局がその特定多国籍企業グループ等に係るグループ国内最低課税額報告事項等の提供をわ
が国に対して行うことができると認められるときは、そのグループ国内最低課税額報告事項等の提供義務
者である法人の提供義務を免除することとされた（法法150の3⑥）。

適用関係 令和8年4月1日以後に開始する対象会計年度から適用される（R7改正法附13）。

＜参考：国内最低課税額（課税標準）の計算＞

国内グループ調整後対象租税額

国内グループ純所得の金額＝
個別計算所得金額の国別合計 *1

-個別計算損失金額の国別合計 *1

国内実効税率
（国内 ETR） 

当期グループ国内最低課税額 *2

国内グループ純所得の金額 -実質ベースの所得除外額 15%-国内 ETR

国内最低課税額＝
当期グループ国内最低課税額×寄与の割合 *3 

+再計算グループ国内最低課税額 *4×過去帰属割合 *5 

+未分配所得国内最低課税額 *6

※　 構成会社等と共同支配会社等は、別々に計算する。
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*1　 わが国を所在地国とする全ての構成会社等に係るものに限る。
*2　 特定多国籍企業グループ等に係る国内ETRが15％を下回り、かつ、国内グループ純所得の金額がある場合においてのみ計算される。
*3　 当期グループ国内最低課税額が算出されることとなった内国法人の寄与の程度を勘案して計算される割合をいう。
*4　 過去対象会計年度の当期グループ国内最低課税額につき再計算を行うことが求められる場合において、その過去対象会計年度の当期

グループ国内最低課税額に満たない金額として計算される金額をいう。
*5　 再計算グループ国内最低課税額が算出されることとなった内国法人の寄与の程度を勘案して計算される割合をいう。
*6　 内国法人（各種投資会社等に限る。）に係る個別計算所得金額のうち他の構成会社等に分配されなかった部分に対応する国内最低課

税額として計算される金額をいう。

（3 ）国際最低課税額に対する法人税等の見直し
OECDにより発出されたガイダンスの内容等を踏ま
え、制度の明確化等の観点から所要の見直しが行われた
（例：外国子会社合算税制等の対象とされる他の構成会
社等に係る調整後対象租税額に含まれる金額等の計算に
ついて、その対象に法人税等調整額が加えられた）。

5.ﾠ 外国子会社合算税制等の見直し
「第2の柱」の導入により対象企業に追加的な事務負
担が生じること等を踏まえ、外国子会社合算税制等につ
いて、次の見直しが行われた。

（1）合算課税のタイミングの見直し
外国子会社合算税制に基づき外国子会社等の所得等の
合算課税を受ける場合、内国法人に係る外国関係会社の

各事業年度に係る課税対象金額等に相当する金額は、そ
の内国法人の収益の額とみなして、改正前においては、
その事業年度終了の日の翌日から2月を経過する日を含
むその内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、益
金の額に算入することとされていた。例えば、内国法人
が3月決算、外国関係会社が12月決算の場合は、特に、
その外国関係会社の事業年度末から3カ月後となる内国
法人の申告においてその外国関係会社の課税対象金額等
に相当する金額が合算課税の対象となり、内国法人の申
告期限までの作業期間が短いことから、合算課税のタイ
ミングの見直しが求められていた。
改正後は、合算課税のタイミングについて、外国関係

会社の各事業年度終了の日の翌日から4月を経過する日
を含むその内国法人の各事業年度とすることとされた
（措法66の6①⑥⑧⑪）。

＜例：内国法人が3月決算、その内国法人に係る外国関係会社が12月決算である場合の合算タイミング＞

内国法人
（3月決算） X1年3月期 X2年3月期 X3年3月期

改正前：X2年3月期 改正後：X3年3月期

外国関係会社
（12月決算） X1年12月期 X2年12月期 X3年12月期

改正前：2月

改正後：4月

（2）書類添付要件等の見直し
添付対象外国関係会社に関し、改正前において申告書
に添付又は保存をすることとされていた外国関係会社に
関する書類の範囲（次表「改正前」欄）について、改正
後は、株主資本等変動計算書、損益金の処分に関する計

算書その他これらに準ずるもの（同欄2.）及び貸借対照
表及び損益計算書に係る勘定科目内訳明細書（同欄3.）
をその範囲から除外することとされた（措規22の11
㊽）。

（3）適用関係

適用時期 経過措置

上記の改正は、内国法人の令和7年4月1日以
後に開始する事業年度に係る外国関係会社の
課税対象金額等（*1）について適用される。

内国法人の令和7年4月1日前に開始した事業年度に係る外国関係会社の課
税対象金額等（*2）について、その外国関係会社の事業年度終了の日の
翌日から4月を経過する日を含むその内国法人の同年4月1日以後に開始す
る事業年度において外国子会社合算税制の適用を受けることができる経過
措置が講じられる。

（*1）　 その外国関係会社の令和7年2月1日以後に終了する事業年度に係るものに限る。
（*2）　 その外国関係会社の令和6年12月1日から令和7年1月31日までの間に終了する事業年度に係るものに限る。
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＜例：内国法人が3月決算、その内国法人に係る外国関係会社が12月決算である場合の適用関係＞

適用時期（原則）
内国法人
（3月決算）

令和6年3月 令和7年3月 令和8年3月

令和6年3月期 令和7年3月期 令和8年3月期 令和9年3月期

外国関係会社
（12月決算） 令和6年12月期 令和7年12月期 令和8年12月期

2月 4月経過措置（任意） 
内国法人
（3月決算） 令和6年3月期 令和7年3月期 令和8年3月期 今和9年3月期

外国関係会社
（12月決算） 令和6年12月期 令和7年12月期 令和8年12月期

4月 4月

以　上
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令和6年9月に企業会計基準第34号「リースに関する
会計基準」（以下「新リース会計基準」）が公表されたこ
とに伴い、リース取引に関連する法人税法や消費税法等
の各法令に所要の見直しが行われた。本稿では本誌
2025年11月号（Vol.591）掲載の第1回に続き、第2回
目として、貸手の処理（法人税）について解説する。

1.ﾠ （再掲）リース取引についての整備
本誌2025年11月号（Vol.591）掲載の第1回にも記

載のとおり、新リース会計基準が令和6年9月に公表さ
れ、原則として令和9年4月1日以後開始事業年度の期首
から適用され、令和7年4月1日以後開始事業年度の期首
からの早期適用も認められることとなった。新リース会
計基準への改正に伴い、税務上の取扱いについても以下
のとおり整備された。

■ 改正前リース会計・法人税の取扱い
従来のリース会計及び法人税における取扱いの概要は

次のとおりである。

区分 会計
法人税

借手 貸手

資
産
の
賃
貸
借
取
引

ファイナン
ス・リース
取引（※1）

所有権移転
リース取引 売買処理 資産の種類に応じて選定して

いる償却方法により減価償却
原則
譲渡日にリース譲渡に係る対価及び
原価を認識
例外①：延払基準法　　
例外②：リース特例法　改正③

所有権移転外
リース取引 売買処理 改正②：第1回

リース期間定額法により償却

オペレーティング・リース
取引（※2）

賃貸借処理 改正①：第1回賃貸借処理 賃貸借処理

新リース会計基準では、借手は原則オンバランス処理されることになり、その他国際的な会計基準にあわせた見直しが行
われた。

（※1）　「ファイナンス・リース取引」とは、法人税法上のリース取引をいう。（以下同様）
（※2）　「オペレーティング・リース取引」とは、資産の賃貸借のうちファイナンス・リース取引以外のものをいう。（以下同様）

2.ﾠ 改正③ファイナンス・リース取引【貸
手】リース譲渡に係る収益及び費用の
帰属事業年度の特例の廃止
ファイナンス・リース取引における貸手側の処理につ
いて、会計上「リース料受取時に売上高と売上原価を計
上する方法（第2法）」が廃止されることに伴い、税務
上もリース譲渡（※3）に係る収益及び費用の帰属事業
年度の特例（延払基準の特例）が廃止された（旧法63、
旧法令124～128）。なお、延払基準の特例の廃止後に
おいても、新リース会計基準において引き続き認められ
る第1法及び第3法により経理された収益及び費用の額
は、益金の額及び損金の額に算入される（法22、22の

2）。また、延払基準の特例の廃止に伴い、所要の経過
措置が講じられた。
（※3） 　「リース譲渡」とはファイナンス・リース取引

によるリース資産の引渡しをいう。（以下同様）

（1 ）貸手のファイナンス・リース取引における
取扱い
令和9年3月31日以前開始事業年度に開始したファイ
ナンス・リース取引（令和7年4月1日前にリース譲渡を
行ったことがある法人に限る）については（2）の経過措
置が設けられているが、改正後の原則的な取扱いは次の
表のとおりとされた。

税務

新リース会計基準に対応する税制改正
（全3回）～第2回：貸手の処理～

デロイト トーマツ税理士法人　公認会計士・税理士　石
いしはら

原ﾠめぐみ
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会計基準 法人税法上の取扱い

第1法

改正前
リース取引開始日に売上高（リース料総額）と売上原価（現
金購入価額）を計上し、その差額を利息相当額（各期末後に
対応する額は繰延べ）として処理する方法

会計上経理した金額を益金及び損金
算入（旧法63）

改正後
リース取引開始日に売上高（リース料から利息相当額を控除
した額）と売上原価（帳簿価額）を計上し、各期の受取リー
ス料のうち利息相当額を各期の損益として処理する方法

会計上経理した金額を益金及び損金
算入（法22、22の2）

第2法
改正前

受取リース料を各期において売上高として計上し、その金額
から各期に配分された利息相当額を差し引いた額を売上原価
として処理する方法

会計上経理した金額を益金及び損金
算入（旧法63）

改正後 廃止 適用なし

第3法

改正前 各期の受取リース料を利息相当額と元本回収とに区分し、利
息相当額を各期の損益として処理する方法

会計上経理した金額を益金及び損金
算入（旧法63）

改正後 継続 会計上経理した金額を益金及び損金
算入（法22、22の2）

【参考】　「令和7年度法人税関係法令の改正の概要」8頁（国税庁ウェブサイト（PDF））

（2）経過措置の概要
令和7年4月1日前にリース譲渡を行ったことがある法

人の同日以後開始事業年度のリース譲渡については、以
下の経過措置が設けられている。

改正内容

経過措置①

令和7年4月1日前にリース譲渡を行ったことがある法人の同日以後開始事業年度（経過措置事業年度）の
旧リース譲渡（令和9年3月31日以前開始事業年度に行われたリース譲渡）については、旧リース譲渡に
係る収益及び費用の帰属事業年度の特例に基づく延払基準により計算することが可能（R7改正法附17
②）。

経過措置②-1

経過措置①を適用する場合において以下の場合は、旧リース譲渡に係る収益及び費用の額について、基
準事業年度（※4）に未計上収益額及び未計上費用額を一括で益金の額及び損金の額に算入する（R7改
正法附17③一・二）。
ⅰ． 令和7年4月1日から令和9年3月31日までの間に開始する事業年度において延払基準により経理しな
かった場合

　　（※4）　延払基準により経理しなかった決算にかかる事業年度
ⅱ． 令和9年3月31日以前に開始した事業年度の所得金額の計算上、益金の額及び損金の額に算入されな
かったものがある場合（ⅰの場合と経過措置③の場合を除く）

　　（※4）　令和9年3月31日後最初に開始する事業年度

経過措置②-2

経過措置②-1より旧リース譲渡に係る未計上収益額及び未計上費用額を一括計上する場合において、未
計上収益額が未計上費用額を超えるときは、未計上収益額及び未計上費用額を5年均等で益金の額及び損
金の額に算入することができる（R7改正法附17④）。なお、5年均等額での益金・損金算入は、基準事業
年度の確定申告書（又は仮決算をした場合の中間申告書）に益金・損金に算入される金額の申告の記載
がある場合に限り、適用される（R7改正法附17⑤）。

経過措置③

令和9年3月31日後最初に開始する経過措置事業年度の確定した決算において延払基準の方法（その経過
措置事業年度以後の各事業年度において旧リース譲渡の対価の額のうちに含まれる利息相当額のみをそ
の各事業年度の収益の額とする方法に限る。）により経理したときは、経過措置②-1にかかわらず、引き
続き、延払基準の方法により益金の額又は損金の額に算入することが可能（R7改正法附17③二ロ）。
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3月決算の場合の法人税の経過措置のイメージは次のようになる。

新リース会計：早期適用期間
令和8年3月期 令和9年3月期
経過措置①
リース譲渡に係る収益及び費用
の帰属事業年度の特例に基づく
延払基準の適用可能 

新リース会計：強制適用
令和10年3月期 令和11年3月期 令和12年3月期 令和13年3月期以降
経過措置③

延払基準（利息相当額のみ）により益金算入可能

経過措置②
以下の場合は、一括で益金算入。ただし、繰延リース利益額を5年均等で益金算入することが可能（確
定申告書の記載要件有） 
1．令和8年3月期～令和9年3月期において延払基準の経理により計算しなかった場合 
2．令和10年3月期にリース譲渡に係る未計上の収益及び費用の額がある場合 

3.ﾠ オペレーティング・リース取引【貸手】
オペレーティング・リースについては、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じて会計処理を行うこととされてお
り、新リース会計基準においても変更はない。ただし、
関連する「リースに関する会計基準の適用指針」におい
て、収益計上について、貸手のリース期間にわたり原則
として定額法で計上することが明示された。税務上は、
オペレーティング・リースに係る収益の額は、原則、履
行義務が充足されていく日の属する事業年度の益金の額
に算入される（法基通2-1-29）。よって税務（法人税）
と会計は基本的に一致する。

4.ﾠ その他法人税基本通達の改正
（1 ）リースを構成する部分とリースを構成しな
い部分とがある場合の取扱い
資産の賃貸借に係る収益の額について、原則として
個々の契約ごとに計上することとし、資産の賃貸借に係
る契約にリースを構成する部分とリースを構成しない部
分とがある場合（当該契約における対価の中に、原資産
の維持管理に伴う固定資産税、保険料等の諸費用が含ま
れる場合を含む）において、リースを構成する部分と
リースを構成しない部分とに分ける方法により経理して
いるときは、その方法により区分した単位ごとに計上す
ることができることを明らかにされた（法基通2-1-1）。

（2 ）リース期間の終了に伴い返還を受けた資産
の取得価額
リース期間の終了に伴い賃貸人が賃借人からそのリー

ス取引の目的物であった資産の返還を受けた場合には、
賃貸人は当該リース期間終了時に当該資産を取得したも
のとし、取得価額は、原則として返還時の価額によるこ
ととなる（法基通7-6の2-11）。改正前は、当該資産に
係るリース契約に残価保証額の定めがある場合の取得価
額は残価保証額とされていたが、その取扱いは廃止とな
る。
※借手側の処理と共通で改正された主な通達について

は本誌2025年11月号（Vol.591）掲載の第1回参照

5.ﾠ おわりに
今回、リース取引に関連する税制改正に関する貸手の

処理（法人税）について取り上げた。
新リース会計基準を導入する場合は、ファイナンス・

リース取引及びオペレーティング・リース取引のいずれ
も貸手の税務（法人税）処理は基本的に会計処理と一致
する。
ファイナンス・リース取引の場合において、延払基準

の特例の廃止に伴う経過措置を適用し、未計上収益額及
び未計上費用額を5年均等での益金算入及び損金算入を
適用する場合には、申告書に損益の明細を添付すること
が適用要件となっているため留意されたい。なお、新
リース会計基準等を適用していない企業においても延払
基準の特例は廃止されることにも注意が必要である。
第3回は消費税について取り上げる。

以　上
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 2025年11月11日時点
【企業会計基準委員会　ASBJ】

■確定公表済
項目 内容 ステータス

四半期報告書制度の
見直しへの対応

企業会計基準第33号「中間財務諸表に関する会
計基準」及び企業会計基準第12号「四半期財務
諸表に関する会計基準」を統合した会計基準の
開発に向けて、検討が行われていた。

2025年10月16日付で、企業会計基準第37号
「期中財務諸表に関する会計基準」等が公表され
た。

バーチャルPPAに係
る会計上の取扱い

2024年7月に企業会計基準諮問会議から提言を
受 け、 バ ー チ ャ ルPPA（Power Purchase 
Agreement）に関して、現在我が国において行
われている一般的な取引形態で用いられる取引
を前提に、需要家の観点から優先度の高い論点
に範囲を限定した当面の会計上の取扱いについ
て、検討が行われていた。

2025年11月11日付で、実務対応報告第47号
「非化石価値の特定の購入取引における需要家の
会計処理に関する当面の取扱い」が公表された。

■公開草案公表中
項目 内容 ステータス

後発事象に関する会
計基準

JICPAが公表した実務指針等のうち会計に関する
指針に相当すると考えられる記載の移管を行う
ことに焦点を当てて、後発事象に関する会計基
準の開発が行われていた。

2025年7月8日付で、企業会計基準公開草案第
87号「後発事象に関する会計基準（案）」等が公
表され、2025年9月12日まで意見募集が行われ
ていた。
今後、公開草案に寄せられたコメントを検討す
ることが予定されている。

金融商品に関する会
計基準

日本基準を国際的に整合性のあるものとする取
組みの一環として、予想信用損失モデルに基づ
く金融資産の減損についての会計基準の開発に
向けて、検討が行われている。
なお、金融資産及び金融負債の分類及び測定（減
損プロジェクトの範囲に含めた領域を除く）に
ついては、今後、見直しの着手に関する方向性
について議論を行う予定とされている。

2025年10月29日付で、企業会計基準公開草案
第89号「金融商品に関する会計基準（案）」等が
公表され、2026年2月6日まで意見募集が行われ
ている。

■専門委員会で審議中
項目 内容 ステータス

金融商品取引法上の
「電子記録移転権利」
又は資金決済法上の
「暗号資産」に該当
するICOトークンの
発行・保有等に係る
会計上の取扱い

資金決済法上の「暗号資産」に該当するICOトー
クンの発行・保有等に係る会計上の取扱いにつ
いて検討が行われている。

資金決済法上の「暗号資産」に該当するICOトー
クンの発行・保有等に係る会計上の取扱いにつ
いては、2022年3月15日に、「資金決済法上の
暗号資産又は金融商品取引法上の電子記録移転
権利に該当するICOトークンの発行及び保有に係
る会計処理に関する論点の整理」が公表された。
2022年6月8日にコメントが締め切られ、現在、
論点整理に寄せられたコメントへの対応が検討
されている。
このうち、暗号資産の発行者が発行時に自己に
割り当てた暗号資産の会計上の取扱いについて、
2022年11月7日の第490回企業会計基準委員会
において審議が行われ、ASBJにおける議論の内
容を周知するために、議事概要別紙（https://
www.asb-j . jp/ jp/wp-content/uploads/
sites/4/20221107_490g_02.pdf）が公表され
た。

会計基準等開発動向

テクニカルセンター　会計情報　Vol. 592 / 2025. 12　© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.　73

https://www.asb-j.jp/jp/wp-content/uploads/sites/4/20221107_490g_02.pdf
https://www.asb-j.jp/jp/wp-content/uploads/sites/4/20221107_490g_02.pdf
https://www.asb-j.jp/jp/wp-content/uploads/sites/4/20221107_490g_02.pdf


項目 内容 ステータス

子会社株式及び関連
会社株式の減損との
れんの減損の関係

JICPAから公表されている会計制度委員会報告第
7号「連結財務諸表における資本連結手続に関す
る実務指針」（2024年7月1日に移管指針第4号
「連結財務諸表における資本連結手続に関する実
務指針」としてASBJに移管）に定められる連結
財務諸表におけるのれんの追加的な償却処理に
ついて、子会社株式及び関連会社株式の減損と
のれんの減損の関係を踏まえ、検討が行われて
いる。

2017年10月より検討が開始されている。

継続企業に関する会
計基準

JICPAが公表した実務指針等のうち会計に関する
指針に相当すると考えられる記載の移管を行う
ことに焦点を当てて、継続企業に関する会計基
準の開発が行われている。

2025年2月より検討が開始されている。

繰延資産に係る会計
上の取扱い

2024年7月に企業会計基準諮問会議から提言を
受け、繰延資産に係る会計上の取扱いについて、
今後、検討する予定とされている。

今後、他のプロジェクトの状況やリソースの状
況を踏まえて、検討を開始する予定とされてい
る。

譲受人が特別目的会
社である場合の金融
資産の消滅範囲の明
確化

2024年12月に企業会計基準諮問会議から提言を
受け、譲受人が特別目的会社である場合の金融
資産の消滅範囲の明確化について、今後、検討
する予定とされている。

今後、リソースの状況を踏まえて、検討を開始
する予定とされている。

法人税等に関する会
計基準

2025年3月に企業会計基準諮問会議から提言を
受け、企業会計基準第27号「法人税、住民税及
び事業税等に関する会計基準」（以下「法人税等
会計基準」という）において、法人税等会計基
準の適用対象となる税金についての原則的な定
めを置くとともに、関連する実務上の取扱いに
関する指針の見直しを行うことについて、検討
が行われている。
2026年4月1日以後に開始する事業年度から課さ
れる防衛特別法人税に係る取扱いについては、
法人税等会計基準の見直しに係る改正後の基準
とは別に、実務対応報告を公表することで短期
的な対応を行うことが検討されている。

法人税等会計基準の見直しについて、2025年5
月より検討が開始されている。
防衛特別法人税に係る取扱いに関する実務対応
報告については、2025 年 11 月に公開草案を公
表することが目標とされている。

排出量取引制度に係
る会計上の取扱い

2025年7月に企業会計基準諮問会議から提言を
受け、「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の
推進に関する法律」に基づく法的義務を伴う排
出量取引制度の対象事業者を対象とした会計処
理及び開示に関して、今後、検討する予定とさ
れている。あわせて、実務対応報告第15号「排
出量取引の会計処理に関する当面の取扱い」と
の関係を整理する予定とされている。

今後、検討を開始する予定とされている。
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■基準諮問会議でテーマアップの要否を審議中
項目 内容 ステータス

株式報酬に関する会
計処理及び開示の取
扱いの整備について

（1） いわゆる現物出資構成による取引に関する会
計基準の開発

（2） 現金決済型の株式報酬取引に関する会計基準
の開発

（3） インセンティブ報酬に関する包括的な会計基
準の開発

第43回基準諮問会議（2021年11月29日開催）
においてJICPAよりテーマ提言がなされた。
（1）について、実務対応レベルとして、実務対応
専門委員会にテーマ評価を依頼するとされ、（2）
（3）について、会計基準レベルとして事務局にお
いて論点整理を行うとされた。
第44回基準諮問会議（2022年3月2日開催）で
は検討状況の報告を行うとともに、（1）から（3）
のテーマのうち、（1）のテーマ評価を優先させて
進めることとした。
第54回基準諮問会議（2025年7月11日）では、
（1）に係る現状のテーマ評価の検討状況について
説明がなされた。現在、（1）のテーマ評価を優先
しており、（2）及び（3）の検討には至っていない。

のれんの非償却の導
入及びのれん償却費
計上区分の変更

（1） のれんの非償却を導入
（2） のれん償却費の計上区分変更

第54回基準諮問会議（2025年7月11日開催）に
おいて経済同友会等より会計基準レベルの新規
テーマとして提案された。
審議の結果、まず主にスタートアップ関係者に
対する意見聴取を行いつつ可能な限り聴取対象
の範囲を拡大した上で、企業会計基準として改
善が見込まれるかどうかの観点から意見聴取を
ASBJに依頼することとされた。
現在、ASBJにおいて意見聴取が行われている。
なお、ASBJが実施する意見聴取は、ASBJにおけ
る通常の審議と異なり、ASBJが本テーマに関し
て判断や評価を行うものではなく、テーマ提言
に関する判断や評価は企業会計基準諮問会議に
おいて行われるとされている。

連結財務諸表におけ
る取扱い

（1） 連結子会社における親会社株式の売却損益の
会計処理

（2） 連結子会社における追加取得時のその他の包
括利益累計額の会計処理

第54回基準諮問会議（2025年7月11日開催）に
おいて学識経験者より会計基準レベルの新規テ
ーマとして提案された。
審議の結果、事務局において追加の検討を行っ
た上で次回以降の企業会計基準諮問会議に諮る
こととされた。

■今後、開発に着手するか否かを判断
項目 内容 ステータス

該当なし

■その他の日本基準の開発に関する事項
項目 内容 ステータス

該当なし
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【サステナビリティ基準委員会　SSBJ】

■現在開発中のSSBJ基準
項目 内容 ステータス

サステナビリティ開
示テーマ別基準第2
号「気候関連開示基
準」の改正

2025年4月にISSBより、公開草案「温室効果ガ
ス排出の開示に対する修正―IFRS S2号の修正
案」が公表された。ISSBでは、IFRS S2号の修正
は、2025年中に公表予定とされている。
SSBJでは、ISSBによりIFRS S2号の修正が2025
年中に公表されることを前提として、対応する
サステナビリティ開示テーマ別基準第2号「気候
関連開示基準」の取扱いが検討されている。

2025年8月より検討が開始されている。
2027年3月期の期首からSSBJ基準の適用を開始
する企業のニーズを考慮し、IFRS S2号の修正に
対応してSSBJ基準を改正する場合には、2026年
3月末までに改正が確定するように検討を進める
ことが目標とされている。
なお、検討にあたっては、SSBJ基準とISSB基準
に同時に準拠した開示を作成することが可能と
なるように、適用時期に関する定めについても
検討が行われている。

■今後開発が予定されるSSBJ基準
項目 内容 ステータス

「SASBスタンダー
ド 」 の 修 正 及 び
「IFRS S2号の適用に
関する産業別ガイダ
ンス」の修正

2025年7月に、ISSBより、公開草案「『SASBス
タンダード』の修正案」及び「SASBスタンダー
ド」の修正案の結果的修正の提案である公開草
案「『 IFRS S2号の適用に関する産業別ガイダン
ス』の修正案」（いずれもコメント期限：2025
年11月30日）が公表された。ISSBにより確定基
準が公表される時期は未定である。
SSBJ基準では、適用基準において、「SASBスタ
ンダード」（2023年12月最終改訂）を参照し、
考慮することが要求されるガイダンスの情報源
として定めている。
このため、ISSBによって「SASBスタンダード」
が修正される場合、参照先の「SASBスタンダー
ド」を最新のものに更新することについて、検
討を行うことが考えられている。

ISSBにより確定基準が公表され次第、検討を開
始することが考えられるとされている。

【日本公認会計士協会　JICPA】
　会計制度委員会実務指針、監査・保証実務委員会実務指針及び業種別委員会実務指針のうち会計処理の原則及び
手続を定めたもの

項目 内容 ステータス

該当なし

【金融庁】
項目 内容 ステータス

該当なし

【法務省】
項目 内容 ステータス

該当なし
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税務

【オンデマンド配信】　2026韓国における税務及び通商イシューオンラインセミナー

韓国の2026年税制改正の主要内容を含め、実際の税務調査時にイシューになった事例をもとに最近の税務調査の動向に
ついてご説明いたします。 
また、最近話題になっているグローバル交易パターンの変化とアグレッシブな関税政策にどう対応すれば良いかについ
て、デロイトの国際通商専門家がインサイトを提供しています。
ぜひご視聴ください。

配信期間：～ 2025年11月30日まで（YouTube動画ですのでお申し込み不要）
対象者：在韓日本企業および韓国進出を検討中の日本企業の皆様 
主催：デロイト安進会計法人（韓国）
言語：日本語、韓国語　※韓国語セッションでは日本語字幕 

視聴はこちら＞＞
韓国での日系企業向けサービス 
https://www.deloitte.com/jp/ja/services/international-specialist-services/services/korea.html

・オンラインセミナーは、インターネットへの接続環境があれば、どなたでも無料で視聴することができます。
・インターネット接続の諸費用（プロバイダー料金、通信料など）は視聴者の方のご負担になります。

デロイトﾠトーマツの無料オンラインセミナー
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新刊書籍のご案内

発行済の書籍についてはWebサイトでご覧下さい。
市販の書籍　https://www.deloitte.com/jp/ja/our-thinking/publications.html

内部監査実務ハンドブック〈第４版〉
デロイト トーマツ グループ編

中央経済社

内部監査の実務者を対象に、監査体制から計
画・実施・報告、手法・技術までの内部監査の全
体像を体系的・包括的に解説した実務書です。第
4版では、IPPFの改定内容を全面的に反映し、内
部監査の実務環境の変化に対応する内容に改訂し
ております。また、第Ⅱ部では、サイバーセキュ
リティ、AI、サステナビリティなどの最新テーマ
に関する解説を追加し、第III部では、実務者が直
面する課題に応える最新トピックについて加筆・
修正をしております。

価格　5,720円（税込）
2025年10月刊

ISBNコード：
978-4-502-55611-1
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デロイト トーマツ グループは、日本におけるデロイト アジア パシフィック リミテッドおよびデロイトネットワーク
のメンバーであるデロイト トーマツ合同会社ならびにそのグループ法人（有限責任監査法人トーマツ、デロイト 
トーマツ リスクアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社、デロイト トーマツ ファイ
ナンシャルアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ税理士法人、DT弁護士法人およびデロイト トーマツ グ
ループ合同会社を含む）の総称です。デロイト トーマツ グループは、日本で最大級のプロフェッショナルグループの
ひとつであり、各法人がそれぞれの適用法令に従い、監査・保証業務、リスクアドバイザリー、コンサルティング、ファ
イナンシャルアドバイザリー、税務、法務等を提供しています。また、国内約30都市に約2万人の専門家を擁し、多
国籍企業や主要な日本企業をクライアントとしています。詳細はデロイト トーマツ グループWebサイト、www.
deloitte.com/jpをご覧ください。

Deloitte（デロイト）とは、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（�DTTL�）、そのグローバルネットワーク組織を構
成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して�デロイトネットワーク�）のひとつまたは複数を指しま
す。DTTL（または�Deloitte Global�）ならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した
別個の組織体であり、第三者に関して相互に義務を課しまたは拘束させることはありません。DTTLおよびDTTL
の各メンバーファームならびに関係法人は、自らの作為および不作為についてのみ責任を負い、互いに他のファー
ムまたは関係法人の作為および不作為について責任を負うものではありません。DTTLはクライアントへのサービ
ス提供を行いません。詳細は www.deloitte.com/jp/aboutをご覧ください。
デロイト アジア パシフィック リミテッドはDTTLのメンバーファームであり、保証有限責任会社です。デロイト アジ
ア パシフィック リミテッドのメンバーおよびそれらの関係法人は、それぞれ法的に独立した別個の組織体であり、
アジア パシフィックにおける100を超える都市（オークランド、バンコク、北京、ベンガルール、ハノイ、香港、ジャカ
ルタ、クアラルンプール、マニラ、メルボルン、ムンバイ、ニューデリー、大阪、ソウル、上海、シンガポール、シドニー、
台北、東京を含む）にてサービスを提供しています。

Deloitte（デロイト）は、監査・保証業務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、リスクアドバイザ
リー、税務・法務などに関連する最先端のサービスを、Fortune Global 500®の約9割の企業や多数のプライ
ベート（非公開）企業を含むクライアントに提供しています。デロイトは、資本市場に対する社会的な信頼を高め、ク
ライアントの変革と繁栄を促し、より豊かな経済、公正な社会、持続可能な世界の実現に向けて自ら率先して取り
組むことを通じて、計測可能で継続性のある成果をもたらすプロフェッショナルの集団です。デロイトは、創設以来
175年余りの歴史を有し、150を超える国・地域にわたって活動を展開しています。 �Making an impact 
that matters� をパーパス（存在理由）として標榜するデロイトの45万人超の人材の活動の詳細については、
www.deloitte.comをご覧ください。

本冊子は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド 
（�DTTL�）、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人が本冊子を
もって専門的な助言やサービスを提供するものではありません。皆様の財務または事業に影響を与えるような意
思決定または行動をされる前に、適切な専門家にご相談ください。本冊子における情報の正確性や完全性に関し
て、いかなる表明、保証または確約（明示・黙示を問いません）をするものではありません。またDTTL、そのメン
バーファーム、関係法人、社員・職員または代理人のいずれも、本冊子に依拠した人に関係して直接または間接に
発生したいかなる損失および損害に対して責任を負いません。DTTLならびに各メンバーファームおよび関係法人
はそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。
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AIと専門家による2025年3月期の有価証券報告書
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